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公益社団法人神奈川県病院協会会長の吉田でございます。 

はじめに、2024年9月18日に開催した第43回神奈川県病院学会にご支援･ご協力いただ

きました皆様方に心より感謝申し上げます。 

さて、病院は多職種チームでしっかり動いております。本学会も非常に様々な職種の

関係団体の皆さまからのご協力を得て開催いたしました。 

病院経営は大変厳しい今日でございます。以前は、隣の病院よりも良いＣＴ、ＭＲＩ

を入れようと、隣の病院と争って自分の病院が勝とうといったような時代でしたが、も

う今はそんな時代ではありません。近隣の病院、県内の病院皆で協力しながら、お互い

にうまくやっていかなければいけない時代です。 

財務省からは、現在8000ほどある日本中の病院を5000ぐらいに減らすようなことを言

われてる時代です。どうしたら乗り越えていけるでしょうか。 

今回、我々は、コロナ禍に関して、神奈川県、県医師会、県看護協会、それぞれが多

職種とうまく連携をとり、そのおかげで乗り切れ、神奈川県が全国に誇れるような実績

を残せたという思いがあります。こうしたことを応用して、やはりこれからの病院経営

の上でも近隣の病院との競争よりもむしろ協力しながら役割分担を果たしていくという

ようなことが大事です。 

一般演題では、皆がそれぞれの病院でいろいろな工夫をした成果等を発表していただ

きました。あの病院でこのようなことをしているのか、うちの病院でも応用したいので

ぜひもう少し教えていただきたい、皆それぞれが共有・協力してお互いにそれぞれが良

くなっていくことに役立った有意義でバタフライエフェクトの一つとなった学会であっ

たと思っています。 

ここに当日の貴重な発表を、学会誌として取りまとめましたので、ご参考にしていた

だければ幸いでございます。 

 

 

2025年２月  

学 会 長 挨 拶 
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第 43 回神奈川県病院学会開催概要

３．学会長表彰者

優秀演題表彰者（一般演題　口演発表）

氏　名 施設名 演題名

堤　泰輔
（薬剤師）

クローバーホスピタル
（薬剤課）

当院におけるポリファーマシー対策
～災害時の薬品不足を見据えて～

田村亜希子
（管理栄養士）

さがみリハビリテーション病院
（栄養科係長）

厨房業務改善の取り組み
～調理済みパッケージ「モバイルプラス」導
入による効率化と食事満足度向上～

佐野　晴美
（ＭＳＷ）

神奈川県医療ソーシャルワーカー協会
（会長）

「身寄りがなく判断能力が不十分又は喪失し
た人への入院中に行う相談支援（ソーシャル
ワーク）に関するアンケート」についての報
告

優秀演題表彰者（一般演題　ポスター発表）

氏　名 施設名 演題名

矢口　達也
（事務）

済生会横浜市東部病院
（災害医療対策室）

災害時における情報伝達ツールについて
～ IP無線アプリ活用の検討～

小川　史洋
（医師）

横浜市立大学附属病院
（救急科講師）

救急・集中治療診療の並列診療に対する重症
患者管理ツールiBSENの有用性の検討と災害
医療に対する今後の展望

難波真砂美
（臨床検査技師）

横須賀共済病院
（中央検査科） 当院検査科の災害対策への取り組み

１．開催状況

	 2024 年 9 月 18 日（水）13：00 ～ 18：00

	 　「ホテル・ザ・ノット　ヨコハマ」において現地開催

２．参加状況	

	 ・会場参加者数	 203 人
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３．学術委員

学 会 長（会長）

吉　田　勝　明 横浜鶴見リハビリテーション病院長

委 員 長（副会長）

長　堀　　　薫 横 須 賀 共 済 病 院 長

常任理事

沼　田　裕　一 横須賀市立うわまち病院管理者

高　野　靖　悟 相模原協同病院名誉院長

三　角　隆　彦 済生会横浜市東部病院長 

理　　事

小　澤　幸　弘 三浦市立病院総病院長

幹　　事

荒　木　　　洋 

事業委員

玉　井　拙　夫 神奈川県予防医学協会消化器検診部部長

佐　野　晴　美 神奈川県医療ソーシャルワーカー協会長

藤　井　理恵薫 神奈川県栄養士会医療事業部会長

早　川　みつほ 神奈川県看護協会常務理事

土　田　賢　一 神奈川県公衆衛生協会理事

神　保　武　則 神奈川県作業療法士会長

土志田　　　務 神奈川県精神保健福祉士協会長

山　田　裕　之 神奈川県病院薬剤師会長

田　島　隆　人 神奈川県放射線技師会長

内　田　賢　一 神奈川県理学療法士会長

芹　澤　昭　彦 神奈川県臨床検査技師会長

大　石　　　竜 神奈川県臨床工学技士会長

梅　田　弘　之 全国病院理学療法協会神奈川県支部会執行委員長

区　分 運　営　内　容 運　営　協　力　職　員
ステージ係 ・司会者・座長等の補助 県医療専門職連合会 藤井　伸行　　右田　正澄

進　行　係 ・発表時間のチェック
・時間の合図

県栄養士会医療事業部会
県病院薬剤師会
県臨床検査技師会

唐木　由喜　　依田理恵子
松丸　美佳　　七尾谷　充
畑中　大介　　脇坂　佑紀

受　付　係 ・参加者及び関係者の受付
・資料渡し

県看護協会

全国病院理学療法協会県支部

野村美奈子　　野村志津枝
大平　了子
梅田　弘之　　小堺　文明

演　者　係 ・関係者受付
・座長と演者の対応、誘導

県臨床工学技士会
県精神保健福祉士協会

小俣　利幸　　及川　陽平
吉井　悠人　　松井　優斗

会　場　係
・会場の設営
・会場内対応
・参加者の誘導

県作業療法士会
県理学療法士会

望月　強併　　神保　武則
木村　充広　　淵橋　潤也

パソコン・
マイク係

・パソコンの操作、説明
・録音の操作
・質問者へのマイク渡し

県医療ソーシャルワーカー協会 石川　綾子　　宮本　竜也

写　真　係 ・写真撮影 県放射線技師会 津久井達人　　前原　善昭
松本　好正

４．運営内容及び運営協力職員一覧
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第 43 回神奈川県病院学会写真

足立原 崇　神奈川県健康医療局 局長

総合司会　三角 隆彦　常任理事

学会長挨拶　吉田 勝明　会長

菊岡 正和　神奈川県医師会 会長

開会の辞　長堀　薫　副会長

来 賓 挨 拶

開 会
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阿南 英明　先生

特 別 講 演

長堀　薫　座長

シンポジウム
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一般演題（口演）　 高野 靖悟　座長

一般演題（口演）

シンポジスト発表　石川 賀代　先生 シンポジスト発表　川崎　良　先生
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一般演題（口演）⑦　田村 亜希子　先生

一般演題（口演）⑤　小林 マリ　先生

一般演題（口演）③　堤　泰輔　先生

一般演題（口演）①　鈴木 千恵　先生

一般演題（口演）⑧　高橋 裕太　先生

一般演題（口演）⑥　堀内 杏菜　先生

一般演題（口演）④　山村　翔　先生

一般演題（口演）②　平川 省吾　先生
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一般演題（口演）⑬　坂本 康代　先生

一般演題（口演）⑪　柴田 里志　先生

一般演題（口演）⑨　敦賀 亮太　先生

一般演題（ポスター）　小澤 幸弘　座長

一般演題（口演）⑭　佐野 晴美　先生

一般演題（口演）⑫　恵島 直也　先生

一般演題（口演）⑩　新美 文子　先生

一般演題
（ポスター）
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一般演題（ポスター）⑦　神田 康平　先生

一般演題（ポスター）⑤　難波 真砂美　先生

一般演題（ポスター）③　和田 耕一　先生

一般演題（ポスター）①　遠藤 夕香里　先生

一般演題（ポスター）⑧　下田 栄次　先生

一般演題（ポスター）⑥　加賀谷 美紀　先生

一般演題（ポスター）④　小川 史洋　先生

一般演題（ポスター）②　矢口 達也　先生
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一般演題（ポスター）⑮　濱﨑 凪沙 　先生

一般演題（ポスター）⑬　古川 幸代　先生

一般演題（ポスター）⑪　島田 雅人　先生

一般演題（ポスター）⑨　竹田 将英　先生

一般演題（ポスター）⑯　今　方美　先生

一般演題（ポスター）⑭　西川 美樹　先生

一般演題（ポスター）⑫　後藤 直美　先生

一般演題（ポスター）⑩　中島　研　先生
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閉会の辞　沼田 裕一　常任理事

閉 会

学 会 長 表 彰

学会長表彰（一般演題）
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第第４４３３回回神神奈奈川川県県病病院院学学会会  

 
メインテーマ 

「「いいののちち」」をを守守るる病病院院のの未未来来    

        ～～災災害害医医療療とと医医療療 DDXX～～ 

  

日日  時時：：２２００２２４４年年９９月月１１８８日日((水水))  

１１３３：：００００  ～～  １１８８：：００００  
  

  

会会  場場：：ホホテテルル・・ザザ・・ノノッットト  ヨヨココハハママ  
横横浜浜市市西西区区南南幸幸２２‐‐１１６６－－２２８８  

現現 地地 開開 催催((WWeebb 配配信信ははあありりまませせんん))  

  

  

主  催：公益社団法人神奈川県病院協会 
 

学 会 長：神奈川県病院協会 会 長 吉 田 勝 明 

学術委員長：   〃    副会長 長 堀   薫 

 
協力団体: (公社)横浜市病院協会   神奈川県医療専門職連合会 
     (公社)川崎市病院協会     (一社)神奈川県医療ソーシャルワーカー協会 
         (公社)相模原市病院協会    (公社)神奈川県栄養士会医療事業部会 

三浦半島病院会            (公社)神奈川県看護協会 
鎌倉市医師会病院会        神奈川県公衆衛生協会 
湘南病院協会              (一社)神奈川県作業療法士会 
湘南西部病院協会          (一社）神奈川県精神保健福祉士協会  
厚木病院協会              (公社)神奈川県病院薬剤師会 
大和・高座病院協会        (公社)神奈川県放射線技師会 
小田原医師会病院会        (公社)神奈川県理学療法士会 
足柄上病院会              (一社)神奈川県臨床検査技師会 
                          (公社)神奈川県臨床工学技士会 

                       (公社)全国病院理学療法協会神奈川県支部 
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プログラム・目次 
 

時   間 会  場    内     容         ＜掲載ページ＞ 

１３：００～

１３：１０ 

２階 

キング＆ 

クイーン 

開会      

 

・総合司会  三角 隆彦 常任理事 

・開会の辞  長堀 薫  副会長 

・学会長挨拶 吉田 勝明 会長 

・来賓挨拶  足立原 崇 神奈川県健康医療局長 

       菊岡 正和 神奈川県医師会長 

１３：１０～

１３：５０  

特別講演                ＜１ページ＞ 

・「災害時医療とデジタルトランスフォーメーション（DX）」 

   地方独立行政法人神奈川県立病院機構理事長 

阿南 英明 氏 

１３：５０～

１５：２０ 

シンポジウム              ＜２ページ＞ 

「医療 DX の未来」 

 

１ シンポジスト発表 

・「多職種協働ネットワークの最適化 

   －人が真ん中になる医療を目指して－」 

社会医療法人石川記念会HITO病院理事長 

 石川賀代 氏 

・「大阪大学医学部附属病院 A I ホスピタルの取り組み」 

大阪大学大学院医学系研究科社会医学講座教授  

川崎 良 氏 

 

２ シンポジストによる意見交換 

１５：２０～

１５：３０   
休憩 

１５：３０～

１７：４０      

                    

２階 

キング＆ 

クイーン 

一般演題  

口演発表              ＜６ページ＞ 

 

３階 

ハート 

一般演題  

ポスター発表            ＜８ページ＞ 

  

１７：４０～

１７：５０   
休憩・一般演題表彰審査 

１７：５０～

１８：００   

２階 

キング＆ 

クイーン 

閉会       

      

・学会長表彰 吉田 勝明 会長 

・閉会の辞  沼田 裕一 常任理事 
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Ⅱ 特 別 講 演（４０分） 

１１３３：：１１００～～１１３３：：５５００    ＜＜会会場場  ２２階階キキンンググ＆＆ククイイーーンン＞＞  

 

「「災災害害時時医医療療ととデデジジタタルルトトラランンススフフォォーーメメーーシショョンン（（DDXX））」」  

地地方方独独立立行行政政法法人人神神奈奈川川県県立立病病院院機機構構理理事事長長  

阿阿  南南  英英  明明      
  

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロフィール （あなん ひであき） 

[[職職  歴歴]] 

新潟大学医学部卒業後、 藤沢市民病院にて初期臨床研修 

藤沢市民病院、横浜市立大学救命救急センター勤務を経験

し、藤沢市民病院救命救急センターの立ち上げに尽力。救急

医療、災害医療の最前線に立つ。 

藤沢市民病院救命救急センター長、診療部長を歴任した後 

2019 年 藤沢市民病院副院長 

2020 年 神奈川県健康医療局医療危機対策統括官 

2021 年 神奈川県理事（医療危機対策担当） 

2023 年 神奈川県立病院機構参与  

2024年 地方独立行政法人神奈川県立病院機構理事長（現職） 

【【そそのの他他役役職職等等】】 

厚生労働省  新型コロナウイルス感染症アドバイザリー 

ボード構成員（2021～2023 年度） 

厚生労働省  日本 DMAT 検討委員会委員、研修インストラ 

クター                    

神奈川県病院協会 顧問 兼 参与 

神奈川県 顧問（健康医療政策担当） 

【【学学会会・・資資格格】】 

東京医科歯科大学医学部臨床教授 

福島県立医科大学医学部非常勤講師 

日本救急医学会救急科専門医・指導医・評議員 

日本災害医学会理事・評議員 

日本社会医学系専門医・指導医 

日本内科学会総合内科専門医・指導医 
米国内科専門医会・内科学会（ACP）正会員など 

 
 
 
 

新型コロナウイルスの経験は医療界におけるデジタル情報の重要性を体感させ
た。少子高齢化が進む社会において、災害時医療を実践する上でもデジタル運用の
需要が高まっているが、令和 6 年能登半島地震においてそのジレンマを感じた。
これまでも最新医療を展開する上でITツールやデジタル活用は無意識に行われて
きた。しかし、デジタルトランスフォーメーション（DX）は情報に対する考え方に
革命的な変化が起きるもので、従前の運用とは大きく異なる世界が展開される。災
害時の準備のためにも日常医療におけるDX革命を乗り越えて浸透させておくこと
が肝要である。 
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Ⅲ シンポジウム（1時間 30 分） 

１１３３：：５５００～～１１５５：：２２００    ＜＜会会場場  ２２階階キキンンググ＆＆ククイイーーンン＞＞  

 

「医医療療××ＤＤＸＸのの未未来来」 
座座  長長    神神奈奈川川県県病病院院協協会会  副副会会長長（（学学術術委委員員長長））  

横横須須賀賀共共済済病病院院  病病院院長長    長長  堀堀        薫薫  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロフィール （ながほり かおる） 

1978年 横浜市立大学医学部卒業 

米国City of Hope ポスドク 

山梨医科大学第１外科・横浜市立大学第２外科 講師 

肝胆膵外科、腹腔鏡手術を専門とする 

2001年 横須賀共済病院 外科部長 

副院長等を経て2014年 より病院長 

AIを中心としたデジタルトランスフォーメーション

を用いて医療者の負担軽減を図っている。また、三浦

半島での病院の機能分化とネットワーク化による連携

事業をめざしている。 

座長から一言 

 

医師の働き方改革が実施される中、地域医療を支えるための質の高い医療の提供に

向けた医療 DX の推進はますます重要な課題となっています。 

今年度も昨年度に引き続き医療 DX をテーマにしたシンポジウムを企画しました。 

今回は、ICT を活用することで、様々な専門職が連携して患者の健康を支える「多

職種協働ネットワークの最適化」と「ひとが真ん中になる医療」の実現を両立させる

病院経営に取り組んでおられる石川先生、大学病院において、安全・安心な医療、医

療従事者が持つ可能性を最大限発揮する「人間中心の AI」を意識した AI ホスピタル

に取り組んでおられる川崎先生の２人の先生方によるシンポジウムを企画しました。 

ぜひともご堪能いただき、医療の質を高め、患者さんにもスタッフのためにもなる

医療ＤＸの推進のための一助にしていただければと願っています。 
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１ シンポジスト発表（各３０分×２名） 
 

（（１１））「「多多職職種種協協働働ネネッットトワワーーククのの最最適適化化  

ーーひひととがが真真んん中中ににななるる医医療療をを目目指指ししててーー」」  

社社会会医医療療法法人人石石川川記記念念会会  HHIITTOO 病病院院  理理事事長長  石石川川賀賀代代  

  

                                                    
                                                           

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロフィール （いしかわ かよ） 

【【経経歴歴】】  

1992 年 3 月 東京女子医科大学卒業 

1992 年 4 月 東京女子医科大学病院消化器内科 入局 

1998 年 6 月     〃          助手 

1999 年     大阪大学 微生物学教室 非常勤講師  

2002 年 4 月 医療法人綮愛会石川病院 入職   

2002 年 4 月 〃     内科 医長 

2005 年 2 月 〃     副院長 

2010 年 4 月 〃     理事長 病院長 

※2013 年 4 月より、 

社会医療法人石川記念会 ＨＩＴＯ病院 へ名称変更 

2019 年 〃        理事長・石川ヘルスケアグループ 総院長 

2023 年 10 月 一般社団法人 i shikoku holdings 代表理事 

【【公公務務】】  

日本医療法人協会 常務理事 

地域包括ケア推進病棟協会 理事 

日本リハビリテーション病院・施設協会 理事 

日本医療経営学会 理事 

医療トレーサビリティ推進協議会 理事 

日本医療経営職域対策協議会 理事 

日本医療マネジメント学会 評議員 

日本医療マネジメント学会愛媛県支部 副支部長 

全日本病院協会愛媛県支部 副支部長 

日本社会医療法人協議会 理事 

日本ゼロカーボン・ウェルフェア協議会 監事 

医療現場では、医師、看護師、薬剤師、栄養士、理学療法士など、さまざまな専門職

が連携して患者の健康を支える多職種協働のネットワークが重要です。しかし、このネ

ットワークの構築にはフラットな院内コミュニケーションが不可欠であり、これによ

り、時代の変化に適応するマネジメントへの転換を目指しています。また多職種協働ネ

ットワークの最適化には、ひとが真ん中になる医療の実現が欠かせません。ICT を活用

することで、患者に向き合う時間や教育、多職種との連携、ゆとりのある環境を整え、

患者のニーズや価値観に応える医療を提供する事が出来ます。 働き手確保が困難とな

り、複雑性が増す正解のない時代において、ステークホルダーの声を聞き、共感し、互

いの信頼関係を築くことこそが、病院運営の持続可能性を確保する事につながっている

と考えています。  

本講演では、多職種協働ネットワークの最適化とひとが真ん中になる医療の実現を両

立させる病院経営の戦略を紹介します。その戦略の柱の一つが、ICT の活用です。具体

的には、１人１台のスマートフォンの貸与、ネットワーク型組織への移行、コラボレー

ションツールの活用などを行っています。これらの取り組みにより、多職種間のコミュ

ニケーションや情報共有が円滑になり、患者のニーズに応じた柔軟な対応が可能となっ

ています。これまでの知見や事例をもとに、ICT の活用による多職種協働ネットワーク

の最適化とひとが真ん中になる医療の実現の重要性と可能性をお伝えします。 
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（（２２））「「大大阪阪大大学学医医学学部部附附属属病病院院 AAII ホホススピピタタルルのの取取りり組組みみ」」  

大大阪阪大大学学大大学学院院医医学学系系研研究究科科社社会会医医学学講講座座教教授授    

川川崎崎  良良  
                  

 

     
    

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロフィール （かわさき りょう） 

【学歴・職歴】 

1997-2008  山形大学医学部・眼科学講座・助手 

2007-2012  豪メルボルン大学 Centre for Eye 

Research Australia・研究員フェロー 

2013-2015  山形大学大学院医学系研究科・公衆衛

生学講座・助教 

2015-2017  山形大学大学院医学系研究科・公衆衛

生学講座・准教授 

2017-2023  大阪大学大学院医学系研究科・視覚情

報制御学講座・寄附講座教授 

2020-2023  大阪大学医学部附属病院・ＡＩ医療セ

ンター・特任教授 

2023-現在  大阪大学大学院医学系研究科・社会医

学講座公衆衛生学・教授 

大阪大学医学部附属病院（以下、阪大病院）は、病院が目指す姿として「Futurability：

全ての人が待ち遠しくなるような病院、未来の可能性を見つめ、新たな課題に新たな方

法で解決し続ける姿」を掲げている。医療の進歩がすすむ一方で、専門化・複雑化した

医療の負の側面もある。この状況を打開する上で医療分野での AI 活用が重要である。

医療分野の AI と言えば画像診断や診断支援のプログラム医療機器が思い浮かぶが、そ

れにとどまらず業務支援や患者サービスにも AI を取り入れている。安全・安心な医療、

医療従事者が持つ可能性を最大限発揮する「人間中心の AI」を意識し取り組んでおり、

本講演ではその事例を紹介する。近い将来には自然な形で AI が医療や業務に取り込ま

れていくと確信する。その一方で、医療の問題が技術的側面だけで解決することはな

く、「AI を使いこなす医療人がそれぞれの持つ能力を最大限に発揮できる場」となるこ

とを目指している。本セミナーでは阪大病院が取り組む AI ホスピタルについてその現

状から見えてきた課題、そして、展望を紹介したい。 

 

 
 

参考文献 

1. 土岐祐一郎、西田幸二、松村泰志、川崎良. AI ホスピタルによる高度

診断・治療システムにおける大阪大学医学部附属病院「AI 基盤拠点病院」への
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Ⅳ 一般演題  

 

１１５５：：３３００～～１１７７：：４４００  

 

口演発表   １４演題 
  ＜＜会会場場  ２２階階キキンンググ＆＆ククイイーーンン＞＞  

各８分（説明 5分、質疑応答 3分） 

 

        ポスター発表 １６演題 
＜＜会会場場  ３３階階ハハーートト＞＞  

           各８分（説明 5分、質疑応答 3分） 

 
 

 

 

※お名前は、発表代表者のみ記載させていただきました。 

                研究者等のお名前は、ホームページか、「第 43 回神奈川県病院学会 

／一般演題抄録集」（別冊）をご覧ください。 
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口演発表   

 
① 横須賀共済病院の医療 DX ～現場の取り組み報告～ 

 

横須賀共済病院 病棟師長 

鈴木 千恵  （看護師）  

 

② 地域包括ケア病棟における看護師としての役割 

～在宅等への退院支援に向けた取り組みと課題～ 
 

金沢文庫病院  看護部 

平川 省吾  （看護師） 

 

③ 当院におけるポリファーマシー対策 ～災害時の薬品不足を見据えて～ 

  

クローバーホスピタル 薬剤課 

堤 泰輔  （薬剤師） 

 

④ WEB 研修会システムの導入が研修機会の地域格差に与えた影響 

 

神奈川県病院薬剤師会  教育研修委員会  

山村 翔  （薬剤師） 

 

⑤ 災害時の食事提供 ～二段構えの準備と実践～ 

 

クローバーホスピタル 栄養課副主任  

小林 マリ  （管理栄養士） 

 

⑥ 備蓄食の啓蒙活動について  

 

横浜旭中央総合病院 栄養科  

堀内 杏菜  （管理栄養士） 

 

⑦ 厨房業務改善の取り組み 

 ～調理済みパッケージ「モバイルプラス」導入による効率化と食事満足度向上～  

 

さがみリハビリテーション病院 栄養科係長  

田村  亜希子  （管理栄養士） 

 

⑧ 救急車受入台数増加に向けた受入態勢の再構築 

～地域医療への貢献を基にした取組みと成果～ 

 

 中央林間病院 事務当直  

高橋 裕太 （救命救急士） 
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⑨ 頭部 CT におけるガントリー角度と被ばくについて  

 

金沢文庫病院 放射線科  

敦賀 亮太  （放射線技師） 

 

⑩ 相模原市透析災害対策協議会（相模原 DD-net）5 年間の成果 

～5年間の歩みと現在の課題～   

 

相模原協同病院 臨床工学室次長  

新美 文子  （臨床工学技士） 

 

⑪ 臨床部門に属する事務職員としての医療職との関わり方  

 

中央林間病院 メディカルクラーク室係長  

柴田 里志  （事務） 

 

⑫ 命をつなぐトリアージ  

 

横浜旭中央総合病院 総務課  

恵島 直也  （事務） 

 

⑬ 報告書確認対策における医療秘書科の取り組み ～RPA を取り入れながら～

  

横須賀共済病院 医療秘書科係長  

坂本 康代 （事務） 

 

⑭ 「身寄りがなく判断能力が不十分又は喪失した人への入院中に行う 

相談支援（ソーシャルワーク）に関するアンケート」についての報告  

 

神奈川県医療ソーシャルワーカー協会 会長  

佐野 晴美 （医療ソーシャルワーカー） 
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ポポススタターー発発表表    

 

① 災害が起きたとき医事課のやるべきこと  

 

横浜鶴見リハビリテーション病院 医事課主任  

遠藤 夕香里  （事務） 

     

② 災害時における情報伝達ツールについて ～IP 無線アプリ活用の検討～  

 

済生会横浜市東部病院 災害医療対策室  

矢口 達也   （事務） 

 

③ IT-BCP 対策への準備の取り組み  

 

菊名記念病院 医療情報システム室課長  

和田   耕一   （事務） 

 

④ 救急・集中治療診療の並列診療に対する重症患者管理ツール iBSEN の 

有用性の検討と災害医療に対する今後の展望  

 

横浜市立大学附属病院 救急科講師  

小川 史洋  （医師） 

   

⑤ 当院検査科の災害対策への取り組み  

 

横須賀共済病院 中央検査科  

難波 真砂美  （臨床検査技師） 

  

⑥ 新人理学療法士の早期稼働を目指した取り組み  

 

横浜鶴見リハビリテーション病院 リハビリテーション技術科主任 

加賀谷 美紀  （理学療法士） 

 

⑦ 麻生総合病院⇔麻生リハビリ総合病院の病院連携  

 

麻生総合病院 リハビリテーション科  

神田 康平  （理学療法士） 

 

⑧ 令和 6年能登半島地震災害支援活動報告 

‐神奈川県理学療法士会事務局災害対策部の取り組みとその意義‐  

 

公益社団法人神奈川県理学療法士会 事務局災害対策部  

下田 栄次  （理学療法士） 
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⑨ 令和 6年能登半島地震での DMAT 活動報告  

 

横須賀共済病院 リハビリテーション科  

武田 将英  （理学療法士） 

 

⑩ 神奈川県病院薬剤師会 専門・認定支援委員会の取り組み  

 

神奈川県病院薬剤師会 専門・認定支援委員会  

中島 研  （薬剤師） 

  

⑪ 横須賀地域の災害薬事における病院薬剤師の役割 

 ～能登半島の DMAT の経験より～  

 

横須賀共済病院 薬剤科主任  

島田 雅人  （薬剤師） 

  

⑫ 長期入院のがん患者が地域でケアを継続して受けることの重要性  

～緩和ケア認定看護師が退院後訪問を行って～  

 

金沢文庫病院 看護部  

後藤 直美  （看護師） 

 

⑬ 災害時の取り組みと課題  

 

クローバーホスピタル 看護部副看護部長  

古川 幸代 （看護師） 

 

⑭ 「新型コロナウイルス感染症に罹患した小児患者の受け入れ体制の構築」 

 

 横須賀市立うわまち病院 看護部小児医療センター 

 西川 美樹 （看護師） 

 

⑮ 当病棟の 2021 年度～2023 年度のインシデントレポート件数の推移と 

今後の課題  

横浜鶴見リハビリテーション病院 回復期リハビリテーション病棟 

濱﨑 凪沙  （看護師） 

 

⑯ メンタルヘルスプロジェクト２年目の取り組みを振り返る 

     ～固定チームナーシングでリシャッフルを取り入れて～  

 

金沢文庫病院 看護部係長  

今 方美   （看護師） 

 



第 4 3 回神奈川県病院学会プログラム22

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人神奈川県病院協会 

〒231-0037 神奈川県横浜市中区富士見町３－１ 

神奈川県総合医療会館 4階 

TEL 045（242）7221（代表） 

FAX 045（231）1794 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県健康医療局 

局 長 足立原  崇 

 
ただいまご紹介いただきました、神奈川県健康医療局長兼未病担当局長をしており 

     ます足立原でございます。 

本日は、第43回神奈川県病院学会の開催、誠におめでとうございます。そして、お

招きをいただきまして、誠にありがとうございます。 

この病院学会、今回のテーマは『災害医療と医療ＤＸ』です。吉田先生のお話にも

ありましたとおり、記憶に新しいコロナ禍、本当に大変でしたけれども、何とか県下

の病院・医療関係者の皆さまのご尽力で乗り切ることができました。 

この際、やはり我々神奈川県や市町村は、度々先生方にお伺いして色々相談しまし

たけれども、「これが決まったので、よろしくお願いします。」ではなく、「こうい

う課題があって、こんなことを考えていますが、どうしましょうか、何か知恵貸して

いただけませんか。こうしたらどうですか。」という形で、膝を突き合わせて、一緒

に作り上げてきました。そして「ルールがないので、これを国に提案します。ルール

は後から作るので、とにかく作っていきましょう。」という形で乗り切らせていただ

いたような気持ちがございます。 

今日のテーマのＤＸといっても皆さん思い浮かべることは様々だと思います。 

例えばベースとなる患者情報の共有もありますし、病院間が連携、協力、分担して

いくための便利なツールでもあり、色々な所でＤＸが活躍していかないといけませ

ん。そのために、行政がよく言われることは、ヒト・モノ・カネのご要望だけでなく

ルール・制度に関することです。 

私どもも今日の学会、様々なお話を聞かせていただきまして、この邪魔になってい

る法律を変えられないか、こういうやり方が良いね、ここ変えないといけないね、ち

ょっとここが転がりだすとうまく回るよねということがあれば、ぜひ持ち帰らせてい

ただいて、県でも考えますし、国にもどんどん提案してまいりたいと思います。 

また、本日の学会が今年も有意義となるようにお祈りをいたしまして、冒頭のご来

賓のご挨拶とさせていただきたいと思います。 

本日は、誠におめでとうございます。 

来 賓 挨 拶 
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例えばベースとなる患者情報の共有もありますし、病院間が連携、協力、分担して

いくための便利なツールでもあり、色々な所でＤＸが活躍していかないといけませ

ん。そのために、行政がよく言われることは、ヒト・モノ・カネのご要望だけでなく

ルール・制度に関することです。 

私どもも今日の学会、様々なお話を聞かせていただきまして、この邪魔になってい

る法律を変えられないか、こういうやり方が良いね、ここ変えないといけないね、ち

ょっとここが転がりだすとうまく回るよねということがあれば、ぜひ持ち帰らせてい

ただいて、県でも考えますし、国にもどんどん提案してまいりたいと思います。 

また、本日の学会が今年も有意義となるようにお祈りをいたしまして、冒頭のご来

賓のご挨拶とさせていただきたいと思います。 

本日は、誠におめでとうございます。 

来 賓 挨 拶 
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公益社団法人神奈川県医師会 

会 長 菊岡 正和 

 

ご紹介いただきました、神奈川県医師会、会長の菊岡でございます。 

第43回を迎える神奈川病院学会が、このように盛大に開催されますことを、本当に

お喜び申し上げます。 

本日のテーマは、『いのちを守る病院の未来～災害医療と医療ＤＸ～』です。 

我が国では、生産年齢人口の減少が急激に起こりまして、高齢者人口がピークを迎

える2024年には、医療関係者の担い手が不足することが指摘されております。 

また今年の4月からは、働き方改革が始まり、それに拍車をかけています。 

本年1月1日に発生しました令和6年能登半島地震では、七尾市、輪島市、珠洲市を

中心に甚大な被害が発生いたしました。 

県医師会といたしましても、日本医師会からのＪＭＡＴ派遣要請に基づき、2月1日

から4月1日までの約2カ月で23隊、さらに5月の追加の3隊を含めまして、合計26隊、

110名の方がＪＭＡＴとして派遣したところでございます。 

近年では、本当に地震や台風などの災害が相次いでおり、全国各地に甚大な被害を

もたらしています。こうした状況下におきまして、命を守るための災害医療の整備を

図り、切れ目のない質の高い医療を提供、維持していくためには、デジタル技術を活

用した医療ＤＸに係る業務は本当に不可欠でございます。 

今回のテーマは、医療関係者にとっても誠に意義深いテーマであると認識をしてお

ります。神奈川県医師会では、これまで神奈川県病院協会をはじめとする医療関係者

の皆さまと、県民により良い地域医療を提供するように活動してまいりましたが、国

民皆保険制度を保持し、また持続可能な社会保障制度を確立するためにも、県民の健

康を守る専門家集団として山積する諸問題に正面から向き合って、これまで以上に連

携を図ってまいりたいと思っております。 

本日の学会では、特別講演、シンポジウムをはじめ、一般演題では、様々なお立場

から、色々な取組みのご報告などがあると思いますので、必ずやお役に立つお話にな

っていただけると思っております。 

本日の学会が、本当に実り良いものであることを期待いたしまして、ご挨拶とさせ

ていただきます。本日は、おめでとうございます。 

来 賓 挨 拶 
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ご紹介いただきました、神奈川県医師会、会長の菊岡でございます。 

第43回を迎える神奈川病院学会が、このように盛大に開催されますことを、本当に

お喜び申し上げます。 

本日のテーマは、『いのちを守る病院の未来～災害医療と医療ＤＸ～』です。 

我が国では、生産年齢人口の減少が急激に起こりまして、高齢者人口がピークを迎

える2024年には、医療関係者の担い手が不足することが指摘されております。 

また今年の4月からは、働き方改革が始まり、それに拍車をかけています。 

本年1月1日に発生しました令和6年能登半島地震では、七尾市、輪島市、珠洲市を

中心に甚大な被害が発生いたしました。 

県医師会といたしましても、日本医師会からのＪＭＡＴ派遣要請に基づき、2月1日

から4月1日までの約2カ月で23隊、さらに5月の追加の3隊を含めまして、合計26隊、

110名の方がＪＭＡＴとして派遣したところでございます。 

近年では、本当に地震や台風などの災害が相次いでおり、全国各地に甚大な被害を

もたらしています。こうした状況下におきまして、命を守るための災害医療の整備を

図り、切れ目のない質の高い医療を提供、維持していくためには、デジタル技術を活

用した医療ＤＸに係る業務は本当に不可欠でございます。 

今回のテーマは、医療関係者にとっても誠に意義深いテーマであると認識をしてお

ります。神奈川県医師会では、これまで神奈川県病院協会をはじめとする医療関係者

の皆さまと、県民により良い地域医療を提供するように活動してまいりましたが、国

民皆保険制度を保持し、また持続可能な社会保障制度を確立するためにも、県民の健

康を守る専門家集団として山積する諸問題に正面から向き合って、これまで以上に連

携を図ってまいりたいと思っております。 

本日の学会では、特別講演、シンポジウムをはじめ、一般演題では、様々なお立場

から、色々な取組みのご報告などがあると思いますので、必ずやお役に立つお話にな
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2025/1/9

1

災害時医療とデジタルトランスフォーメイション（DX）

1

地方独立行政法人神奈川県立病院機構
神奈川県顧問（健康医療政策担当）

阿南英明

特 別 講 演

ＣＯＩ 開示

筆頭発表者： 阿南英明

① 役員・顧問職等の報酬
② 株式の利益＊（または株式の5%以上）
③ 特許権使用料など
④ 講演料など
⑤ 原稿料など
⑥ 研究費・助成金など
⑦ 奨学（奨励）寄付金など
⑧ 寄附講座所属
⑨ その他（旅費・贈答品など）

無
無
無
有
無
無
無
無
無
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2025/1/9

2

3

能登半島地震で良く聞かれたワード

4

道路の寸断
孤立集落・住民
断水・停電 復旧遅延
物資届かない
支援者受け入れ制限
高齢化・過疎
限界集落（復興課題）
（広域）避難住民把握困難

高齢化率50％に地域

寒冷地域
地理的条件
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2025/1/9

3

被災地
断水 不衛生
停電 寒冷

調理不可能

災害時医療における要配慮者   「高齢者対応は災害支援の鍵」

5

時間経過とともに生命の危機が高まる
病院入院患者
高齢福祉施設入所者

職員も被災者

被災地に留まれない＝被災地外へ搬送
被災地外に搬出高齢者の半数は医療の必要な状態

暖房器具（石油ストーブ）
貯水槽設置・給水車手配

職員の疲弊・負担軽減の必要性

広域の搬送 能登地域から石川県南部・近隣県へ

6

奥能登地域（珠洲市、輪島市、穴水町、能登町）、七尾市、
志賀町から入院患者や高齢者施設入所者を搬送した。

医療機関
停電や断水で機能低下。職員も被災（看護師の自宅から通勤20％）

①各市町の基幹病院（100～175床）の病床数を10～15％程
度に縮小 対応不可能な患者を県南部及び他県へ搬送
②全国公的組織（国立病院機構・JCHO等）から専門職を
継続的に派遣支援

被災した高齢福祉施設
倒壊、停電・断水で機能低下。職員も被災

①全施設調査状況把握システム構築と暖房器具を送り込み
②避難希望施設 対応不可能な患者を県南部及び他県へ搬
送

2000人以上
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40床 80床 140床 〇〇〇

金沢市内のいっとき避難所 高齢者の入所需要が増大

7

高齢者施設問題は介護保険制度の理解が必要

8
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介護保険による認定区分や自己負担割合によるマッチングを前提

9

１ 要介護３，４，５はも受け入れキャパ不足

• 要介護3以上の入所対象の養護老人ホームは、もともと空きがなく
入所待ち

２ 要介護２以下の人（自力で動く） 特養・老健施設は受け入れない
• 介護保険法上基本対象外だが、災害特例で受け入れることは可能だと
しても、上記①のキャパをより侵食することになる

• 活動性高い認知症患者が多く、①対象施設では対応困難

３ もともと要支援レベルの高齢者が避難所生活等を経てＡＤＬ低下
• 区分変更認定しないと費用支払い問題生じ、マッチングできない

• 事務連「受け入れ市町村で要介護認定の事務を代行して事後的に避難
元市町村に報告可能」⇒自治体の考え方・主治医意見書が必要問題

4 サ高住や有料老人ホームへ入る際の費用問題

• もともと老健、特養入所者が、介護保険外の費用負担の問題

避難する高齢者の受け入れに際して、介護保険制度は大きな障壁

介護福祉事業は
市町村業務！

3週間経過して生じた二次的問題

奥能登地区
病床570床 95床
中能登地区
病床850床 500床

800床の
医療キャパシティ減少

金沢以南の地域
金沢の急性期病床に患者・高齢者が滞留（900人以上）

金沢市の救急医療が逼迫（たらい回し）

急性期病院

高齢者施設・（福祉避難所）

回復・リハビリ（地域ケア病床）・慢性期病院

金沢地区の病院ドレナージ

劣悪な環境下での自宅・避難所で体調不良患者は発生
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神奈川県が被災したら

11

道路の寸断
孤立集落・住民
断水・停電 復旧遅延
物資届かない
支援者受け入れ制限
高齢化・過疎
限界集落（復興課題）
（広域）避難住民把握困難

人口の密集地域の支援活動は至難
狭隘な道路はアクセス困難
支援物資・人員相対的不足
住民安否確認・把握の物量的圧迫
避難所運営等の地元自治体職員相対的不足
高齢者等要支援者の絶対数膨大

人口の減少地域（山間部）の支援活動は至難
道路の寸断・代替経路確保困難
支援物資・支援人員アクセス難
住民安否確認・把握の困難
避難所運営等の地元自治体職員絶対数不足
高齢化率の高さ

現場の悲鳴

12
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平成28年熊本地震 病院が被災して避難

神奈川県消防学校講義多数傷病者
藤沢市民病院 阿南英明
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東日本大震災での病院避難

2019/10/24
神奈川県消防学校講義多数傷病者

藤沢市民病院 阿南英明

2019/10/24
神奈川県消防学校講義多数傷病者

藤沢市民病院 阿南英明
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医療機関に求められる医療の継続＝BCP

奥能登の地域を支えた4つの地域の基幹病院
輪島市：市立輪島病院
珠洲市：珠洲市総合病院
穴水町：公立穴水総合病院
能登町：公立宇出津総合病院

入院患者を広域に搬送して病床を10～15％に減じて医療を継続

職員が増えないことを前提に検討すること必要

医療ゼロを回避して医療福祉サービスの提供を継続するためにどうするのか

被災地域には住民がいる＝医療の需要がある

できることとできないことの見極め⇒方針
2024年能登半島地震

「一部の病院が対応する」から総力戦への転換

「災害医療」 「災害時医療」
災害拠点病院が医療をする
DMATが助けに来る

極力医療を継続する（医療は止められない）
何らかの役割を果たす

SOS
SOS

SOS

SOS

SOS

災害拠点病院 災害拠点病院
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被災病院が機能を失って患者を避難させる判断

• その場にいることが危険な時
• 病院で生命を維持するために必要な医療が提供できないとき

患者を移動させる（避難）決断

支援の要請

CSCATTTのA（評価）が重要

医療を継続するために病院がやるべきことは

長期に十分な人・物の支援がないことを想定して
要配慮者、重篤な患者は、途絶させてはならない医療や環境の維持がある

緊急の病院機能は酸素、電気、（水）に大きく依存している
医療・衛生・生活機能に関わる評価と将来予測

病院行動評価群Ver4で
診療機能の継続性と拡張の評価をする

被災時
①その場において医療提供が継続できるか否かを評価する
②生命の危険性が高い患者を選定し、避難・移動準備と支援をする
③支援者に対して共通のクライテリア（病院行動評価群）で状況を伝える
④可能な医療の継続と将来予測の評価をする
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病院行動評価群Ver4（診療機能の継続性と拡張の評価）

令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）
大規模災害時における地域連携を踏まえた更なる災害医療提供体制強化に関する研究 (研究代表者：小井土雄一)
分分担担研研究究「「DDMMAATTのの効効果果的的なな運運用用にに関関すするる研研究究」」阿阿南南英英明明

阿阿南南英英明明 他他「「病病院院行行動動評評価価群群Ver. 4」」にによよるる 病病院院のの被被災災状状況況のの評評価価とと対対応応のの標標準準化化
Japanese Journal of Disaster Medicine 2023; 28: 85–88

＊回復可能性ありとは
台風・落雷などによる一時的停
電など、一定の時間経過により
機能回復が見込める場合

＊共通の規準で判断し簡便なクライテリアで示す⇒支援と受援が方針を共有できる
自己評価して医療の継続性を評価

平時の対応

STEP 0 平時に自院の耐久性に関わる自己評価 
①水（L）、電気（W/h）、酸素（L）など日常の病院での使用量を把握 

STEP3で活用
②非常時の備蓄や代替の検討
・水の備蓄量、井戸水活 用の可否・雨水貯水槽などから断水したときに使用可能な水量
・非常電源時の燃料備蓄に関して、停電時に平時の何 %の出力で持続可能か
燃料補給に備えて、油種や補 給口形状を把握

 ③病院の機能を維持または拡張するための職員参集の 見込みに関して、職種別、時間毎に
参集可否の予測 調査を実施する
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発災時の対応

付帯事項：ICUなど特殊病床については別途評価と判断を付記

病病院院行行動動評評価価 00
STEP1 場の安全評価（緊急避難の要否）
火災・建物倒壊・津波・原子力・土砂・水害

病院行動評価 Ⅰ
STEP2 患者の生命維持機能評価（当面24時間の評価）
・酸素：配管酸素供給可能 ⇔ 酸素ボンベのみの使用（移動時に使用）
・電気 ：電子カルテ・画像検査や臨床検査実施可能か。
＊集中治療特有の機器：モニター、輸液ポンプ、人工呼吸器、腎代替療法機器、人工心肺装置、IABP
※透析病院などで、水が生命維持に大きく関わる患者が多数入院してい
る場合は、STEP2での評価に水を考慮しても良い

リスクあり

リスクあり

リスクなし

リスクなし
病病院院行行動動評評価価 ⅡⅡ機能を維持 病病院院行行動動評評価価 ⅢⅢ

発災時の対応 （続き）
STEP 3 いつまで継続できるのかの検討（翌日、翌々日などに関して残存資源を基に算出）

 ①自家発電燃料：燃料残量÷1 日の使用量（規定最大 出力時）=予想稼働日数 
 ②酸素：タンク内残存液体酸素量÷1 日使用量（平時 の80% 程度を想定）=予想稼働日数
 ③水：貯水量÷1 日使用量（平時の80% 程度を想定）=予想稼働日数＊雨水・地下水利用可能なら1 日使用量から削減 
 ④職員の参集:参集予測や支援予測に基づいて、翌日以 降の行動評価群を検討

医療・衛生・生活機能に関わる評価と将来予測の評価
（1） 水：透析に関して頻度や内容の変更を検討 飲料水や給食、機器の洗浄の可否に影響 
（2） 空調：特に夏季・冬季は必須であり、電気・ガス・石油系燃料など依存する燃料の供給状況から判断
（3） 臨床検査：血算・一般化学・凝固能の3 系統すべての可否 特に集中治療には臨床検査3 系統は必須
（4） X 線撮影：実施可否
（5） CT 検査：非常電源使用可否と床面歪みや機器不 具合を鑑みて実施可否、集中治療には必須
（6） 薬剤/医療資機材：入院患者管理が維持できるか否か 外来処方の可否は院外処方箋 薬局の機能を加
味して判断
（7） 入浴：1 週間以上の滞在では衛生上必要
（8） リネン：1 週間以上では、衛生管理上交換が必要 長期化した場合には交換以外に自院での洗濯考慮
（9） トイレ：停電時には水洗トイレの使用は禁止 簡易トイレの準備、雨水・地下水活用下の水洗の可否
（10） 電気：可能な範囲で消灯・節約し、エレベー ター使用の可否
（11） 食料・飲水：患者および職員分を確保できる必要、時に職員家族分まで含まれる

病病院院行行動動評評価価 ⅡⅡ 病病院院行行動動評評価価 ⅢⅢ を対象に評価

長期的な機能維持の可否を判断
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EMIS（広域災害・救急医療情報システム）による情報共有

25

• 災害時施設等情報
• 対象：全病院、診療所、避難所、

救護所、施設等
• 被災状況・医療提供可否状況

• 医療搬送患者情報
• 支援情報

• 対象：DMAT、救護班

• 平時の施設情報
• ベッド数、職員数、水、自家発電等

• 緊急通報
• 厚生労働省等への緊急通報機能

需要

資源

2024年EMISのシステムを大きく改変する作業中
病院行動評価群入力できるよように調整中

情報を活用した活動のために組織構築が優先（DMAT支援の優先度）

26

DMAT

DMAT

DMAT

県庁 調整本部

活動拠点本部

災害拠点病院
（活動拠点本部以外）

要支援病院
（災害拠点病院以外）

SOS

SOSSOS

SOS

SOS

優先配置１

優先配置２

優先配置３

倒壊 ：未耐震化病院抽出（EMIS情報から）
電気復旧困難：自家発電なし、備蓄燃料24時間以下の病院（EMIS情報から）

優先配置1をクリアしたら2へ

優先配置2をクリアしたら3へ
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災害対応訓練で病院行動評価群を活用した自己評価をやってみよう

27

大規模災害（大規模地震・水害）で見てきた世界

コロナ禍で臨時医療施設内で実用

アバターロボット（ANAグループavatarin株式会社）活用

28

非接触型医療・ケア実装
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IT・デジタル技術による情報共有基盤 省力化とスピード DX

29

保健所のヒアリング代行 施設の発生動向把握・情報共有

療養者の健康管理一元化 自宅療養患者の患者情報共有基盤

COVID-19は将来へ向けたDXの実証の場であった

30

• 現在発熱診療等医療機関ではない施設へのオ
ンライン診療の依頼

• 補助金等整備 （対面診療との違い）
• オンライン診療指南塾、診療のルール策定、
対応機関の広報、目標診療枠の設定等の検討

オンライン診療拡大

• COVID-19 ・インフルエンザともに解熱鎮痛
薬事前購入推進
（推奨薬剤リスト公表）

自宅で解熱剤準備の推進

• COVID-19 対応薬剤のセット化
• オンライン診療医療機関とのセット連携

薬剤の配送体制強化連携

• 各家庭事前購入・備蓄の推進
• 購入費用補助（国への働きかけも）
• 高齢福祉施設への抗原検査キット配布

自宅でCOVID-19抗原
検査キット活用の推進

非対面診療の推進



特別講演40

2025/1/9

16

我々が経験したことを未来へ生かす

31

•顧客の移動不要の経験

31

遠隔（オンライン）面会
遠隔（オンライン）IC
遠隔（オンライン）診療

デジタルトランスフォーメイション（DX）がもたらすこと

32

①時間と距離概念が変わる⇒医療が合わせる
患者の時間に合わせる 仕事終わってから受診を希望
患者の居住地に合わせる

例）100Km離れたDrの診療を希望
在宅受診を希望

大きく影響する医療の変化
例）がん診療はゲノム診療が主体
⇒高度急性期病院でも自己完結しない

②情報は同時多数共有⇒報告・連絡・相談の方法が大きく変化
例）朝集まってカンファレンス 不要？

院内の委員会で集合 不要？
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kintoneによる医療機関間の病床状況の共有

33

医療機関

県・本部室

kintone
病床管理アプリ入力・閲覧

入力・閲覧 入力・閲覧 入力・閲覧

入力・閲覧

医療機関

医療機関 医療機関

リアルタイムに県内医療機関の病床の状況を収集・共有することで、
医療機関同士の状況の把握や効率的な搬送調整を実現

搬送調整に活用

お互いの状況把握に活用

相互把握

COVID-19の地域療養で実装した

34

医師会等

療養者

⑧必要に応じて診療（オンライン等／保険診療）毎日、担当の医師を決定
（看護師対応・輪番制）

⑨Teamへ健康観察等の
結果入力（毎日）

訪問看護
ステーション

※Teamは医師・看護師・事業者ともにアクセスできる状態とします

広域
事業者

④リスト分配・指示

Teamへ診療結果の入力

⑤Teamの情報をもとに、
 電話で健康観察（毎日）
≪療養終了日の場合≫
療養終了の判断・案内
→Teamへ入力

⑥必要に応じて訪問

②新規対象患者
 リストの提供

 （毎日２回以上）

①患者の基礎データの入力（毎日）

③リストの
  受領報告
（毎日）

入院待機
スコア３以上
SpO2 95％以下

Kintone

（
患
者
リ
ス
ト

受
渡
し
シ
ス
テ
ム
） ⑨

≪療養終了の場合≫
完了報告

神奈川県

⑦必要に応じて医師へ相談

Team（クラウドで患者情報等を共有できるシステム）
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５．後方搬送支援システム 出口問題

35

協力病院・一般医療機関

自宅/施設地域医療機関

重点医療機関

高度医療機関

神奈川県調整本部
(患者受入・搬送等の調整）

陽性/重症

陽性/中等症

陽性/軽症 陰性/無症状

陰性/軽症

回復

回復

陰性化

回復 陰性化

患者受入・搬送等の調整

患者受入・搬送等の調整

病床回転率を高める

後方搬送
マッチングシステム

725病床/136病院

例）NTTdocomo

携帯電話キャリア各社早急に通信体制を回復

36
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災害時の医療支援の変化の期待

37

デジタルの活用で医療支援の進め方がかわる

従来 これから

• 救護班や保健師が避難所や自宅を訪
問して保健指導、医療需要の把握、
医療提供を実施

• スマホやパッドを使ってオンライン
診療、処方配薬が可能

通信インフラの回復により、訪問・直接の接触
によらず、遠隔地（孤立）と医療がツナガル

避難所 避難所
救護班

日常的にオンライン診療に馴染んでおくこと重要
自治体が活用の支援をする概念を

日常医療として多様な受診方法の選択と確保こそが危機を救う

38

（救急以外の）受診希望患者

デジタル活用
日常的な健康管理
訪問診療・看護

訪問診療 オンライン診療 対面受診

対面受診
緊急検査・処置需要・救急搬送

①

オンライン診療
デジタルリテラシー・就労世代

②

訪問診療
移動の困難性・基礎疾患

③

相談選択
センター

市民の需要に応じた受診形態の確保

消防連携

救急
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DXをい基盤としない社会では災害時対応は大いに不利である

39

状況がわかる
不安の解消
過不足ない適正な対応

能登半島で見たこと
日常のデジタル化停滞 緊急時・災害時対応の困難性
・データベースがない＝もともとどこにどれだけいるのか不明（スタート不明＝ゴールは不明）
・避難者（患者・入所者含む）のトラッキングができない
・俄作りのローカルシステムの乱立
・セキュリティ不備のシステムが稼働

「本来自治体行政の責任・監督下にあるべき」概念欠落

①日常のデジタル化が災害時の対応を変える可能性
②危機時における行政の「マスタ管理概念」の重要性とジレンマ

DX

結語

40

• 災害に際して高齢者への対応は非常に大きな課題である
• 医療機関は長期間十分な支援がない中で医療サービスを継続する方策の検討が必要
• 病院機能の維持に、酸素、電気、水の供給から機能維持の検討が重要
• 「病院行動評価群」を活用して、病院の自己評価をする訓練の実施が重要
• 被災状況の関する情報や患者情報の共有できる仕組みが災害時に求められる
• 患者の診療に起きて日常的なDX導入が災害時にも活かせる
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【座長】

それでは、ディスカッションに移りたいと思い

ます。ちょっと天井の低い小ぶりな会場ですけれ

ど、一体感があっていいかなと思います。

石川先生、川崎先生、素晴らしいお話、ありが

とうございました。先進的なお二人のそれぞれの

取り組みなのですが、今日、ほぼ皆さん一般病院

のお勤めの方々ですね。

おそらく一番知りたいのは、ＤＸを進めるのは

大事だというのは、もう皆さんお分かりのことだ

と思うんですけれど、実際に、どこから取り組ん

だらいいのだろうというのが、最も僕もよく聞か

れることなのですけれど、その点についてお二人

のお考え、それぞれお聞きできたらなと思います。

川崎先生、お願いします。

【川崎】

本当に難しい。やはり現段階で大きく二つ考え

方があるかと思います。

一つは、あっという間にＡＩあるいはＤＸとい

うのが、例えば電子カルテの中に実装されて、い

ろんな企業の電子カルテのオプションとして入っ

てきている。そういったものは、やはり使い勝手

もいいし、価格とのバランスということになるか

と思いますけど、そういったことはどんどん入っ

てくるべきだと思いますし、それをどんどん使っ

て、またフィードバックしていくということがあ

ると思います。

もう一つは、やはり病院が一番ニーズとして

持っている、一番困っているところに、何かしら

働き掛けるＡＩあるいはＤＸの製品、あるいは研

究的な内容というところができれば、それまで

困っていたところが解決されるということで、病

院の強みや整備につながっていくということがあ

ろうかと思います。それが大学病院だと、本当に

いろいろあり過ぎて、なかなか絞り切れなかった

というところがありますが、病院によって、その

強みになる可能性のあるところというのにフォー

カスしていく、そして、それに本当にトップダウ

ンではなくて、先ほどのボトムアップというんで

すか、本当に、それを使う人が使いやすい形でと

いうふうに入れていくというのが、一つの方法か

なというふうに思います。

【座長】

ありがとうございます。先生の考えられる強み

とか、あるいは補強すべき弱みというのは、どん

なところだと思います？

【川崎】

なかなかこれも、それぞれ一つひとつ違うとこ

ろがあるかと思いますが、例えば大学病院などで

は、コミュニケーションが難しいところがあって、

やはりそういったところを、大きくなればなるほ

意見交換「医療DXの未来」

座長　神奈川県病院協会　副会長
　　　横須賀共済病院　病院長	 長　堀　　　薫

医療ＤＸの未来シ ン ポ ジ ウ ム
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ど、コミュニケーションの大切さというのが検討

されると思いますので、今からゼロから入れると

したら、阪大でもやはりコミュニケーションを助

けるようなところが一つ。

あとは、やはりやる気のある人がいることは非

常に大きくて、やはりＡＩだったりＤＸは勘弁し

てくれと言う人もいれば、どんどん新しいことを

やりたいという人もいるんですけど、やはりあま

り乗り気じゃない人を動かすのは難しいので、な

にか新しいことやりたいという人が集まって何か

やって、それを温かく、生温かく見守るような所

で育てていって、それが外れるかもしれないけど

も、そんな雰囲気も十分考えられると思います。

【座長】

確かに、コミュニケーション大事ですね。コ

ミュニケーションがあるだけで、作業効率とか全

く違ってきますもんね。

【座長】

石川先生いかがですか。

【石川】

多分、プラットフォームを何にするのかという

のが、重要なポイントなのかなと。現場マターで

いろんなことを進めると、どこかの学会会場の展

示を見たのですけど、これ入れてくださいとか、

多分それぞれの部署で、すごくいろんなものを入

れるんですけど、結局、ではそれが長続きするの

かというと、一発屋じゃないですけど、はやりす

たりみたいなふうになってしまって、結局、使わ

なくなってしまうことがあり、そういうものを集

めると、かなりコストがかかっていたり、どの病

院もおそらくそういった経験おありになるのかな

と思います。ちょっと大学病院とは違う側面があ

りますから、どうしても小さく始めて、うまくい

くものを横展開すること。

あと、既に社会に実装されている、もしくは社

会で当たり前に使われてるものを、医療の現場で

使えないかということをよく考えます。電子カル

テを入れるときに、もう 20年近く前になります

が、タイピングや、電子カルテ入れるの大変だっ

たと思うんですけれども、今、思えばですね。で

すけど、私たちのスマホは、皆さん当たり前に

普段使っておられるわけですよね。iPhone高い

でしょってよく言われるんですけど、私たちも

iPhone7 から始まって、iPhone SEを今、使って

るような状況で、なので、PHSをどうするのか

から始まって、おそらくコミュニケーションツー

ルをどうするのかということを考える一つのきっ

かけとして考えていただくっていうのが、一番、

取っ掛かりとしてはいいのかなと思います。

【座長】

ありがとうございます。

【川崎】

長堀さん、ごめんなさい、一つ失敗談を、他の

いろいろなデータ、会社の名前は言えないですけ

ど、このＳＩＰ始めたときに、阪大病院でもいろ

いろ院内でのリスク、インシデントが多いよねっ

ていうことで、入院されてる方の転倒、転落、そ

ういったリスク予測をする非常にいいツールがあ

るということで、それは、ある程度もう出来上がっ

ていて、入院中のカルテ、看護記録を自然言語解

析して、この人は危なそうだということをリスク

評価して、赤、黄色、グリーンみたいに出してく

れるんですが、結局、阪大の外科系の病棟で入れ

てみたのですが、全員赤でした。よくよく聞いた

んですね。それを作ったときのデータというのは、

比較的安定していた長期の入院で、何十万人、何

百万人、非常に多くの数を全国から集めて、すご
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くいいシステムなんですが、やはり急性期、術後

だとか、みんな赤になっちゃって、いつまでも赤

で、これ、なんかちょっと赤になってるけど、何

もしなくていいんですかと言われて、なかなかう

まくいきませんでした。なので、なんか良さそう

で何となく入れて、それで決めてっていうことよ

り、いろいろ試行錯誤だったり、ちょっとお試し

をして、本当に自分の所に合ってるものかどうか

といところがすごく大事だと、今話を聞きながら

思い出しました。

【座長】

本当ですね。お二人に共通してたスモールサク

セスってやつですね。まずやってみる、面白そう

なものをやってみる。そこで、成功するようなら

広げるというのが一つのポイントですかね。

どこから手を付けるのか。一つは、皆が使って

便利だと思っているもの、それが、きっと病院だ

とスマホだったということですね。だから、取り

あえず面白そうなもので手を付けて、それで、し

かも抵抗がない人でやってみる、ですよね。

【石川】

多分、どこの病院さんもとても忙しくて、時間

外がとても出ているような病棟とか、あと救急に

関わる部分で、常に救急と入院率が非常に高い所

とか、多分、疲弊されてる現場の部署の所あると

思うんですよね。なので、まずそういう所からツー

ルを入れてみられて、そこで成果を見られるとい

うのが、一番いいのかなというふうに思います。

あまり忙しくない所に入れても、あまり意味が

ないというか、別に使わなくても、対面のコミュ

ニケーションで十分ですので、なので、やはりな

かなか先生ともうまくコミュニケーションとれな

いし、ばたばたしてて、常にばたばたしてるって

いうような病棟でされてみるのがいいのかなと思

います。そのチームで、多くの職種でまず使って

みられるっていうのをよくいつも聞かれるときに

はお勧めしています。

【座長】

石川先生ですごいのは、病院全体に広げたとい

うことですよね。

【石川】

私たちは強制をしないということをモットー

にしてまして、今、私たちも 70代の医師の先生

とか 3人ぐらいおられるんですけど、お孫さんと

LINEしたりとかされておられて、LINEは皆さ

ん結構使われるんですよね。一方、忙しくない方

はのんびり電話でいいと思って、いまだに看護師

さんの中でも、使わないという人ももちろんいま

す。それでも楽だったり、ストレスが少ないほう

にどんどん流れていくというか、結果的には、皆

さん使うようになっていたということがあります。

どうしてもこれ使ってくださいって言われると、

人間って、なんか「えーっ」て言いやすいという

か、必ずあまのじゃくの方がおられるような気が

するので、強制しないということはモットーにし

ています。

【座長】

ありがとうございます。うちも今スマホに変え

ていて、今500台入れていて、救命センターでは、

うちのAチームのリーダーがセンター長なので、

あっという間に広がって、もうスマホないとやれ

ないといわれるほどで、とても超忙しい所で、労

働量削減に非常に役に立っていますが、、外科な

どではしばらくたっても使わないで、「どうして」

聞くと「別に、今、困ってないから」とかって言

われて、デジタルネイティブとかがいるから、面

白いものをポンと出したら使うのかと思ったら、
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意外とそうでもなくて・・・

【石川】

先生、医師以外の方は、困ってるんじゃないで

すかね、きっと。

【座長】

医者は大丈夫なんだ。

【石川】

そのような気が何となくします。看護師さんと

か、特に整形外科とか外科系の先生がたは、手術

が終わって病棟に上がってくるのを、スタッフ皆

が待っておられると、今日お話聞きながらうなず

いてくださってる方、何人かおられます。多分、

他の職種の方は、きっと困っておられるんじゃな

いかなと思います。

【座長】

確かに、私、元外科部長だったんで、外科に使

えと言ったら 1週間で手放せなくなったようです。

確かにナースが電話するときに、医者の都合を考

えて、外来中かなとか、オペ終わったかなという

時間に電話すると、まだオペ中だとかって怒鳴ら

れて、傷つくみたいなのがなくなったと言ってい

ました。

ただＤＸ導入するのに、一つ大きな問題、お金

だと思うんですけど、そこら辺は、お二人の病院

は、どうされているでしょうか。

【川崎】

阪大では、PHSをiPhoneに変えてというのが

数年前にありましたが、やはり先ほど電子カルテ

の話と同じで、先行投資というところなので、電

子カルテもこんなにお金がかかってんだけど、や

はり欠かせないものになったという話を医療の先

生がたが粛々と病院長にご説明されていました。

またもう一つは医師の働き方改革ということが

あって、やはりスマホでないと、個人の確認がで

きないなどいろいろありますけども、やはりちゃ

んとニーズを説明しまして、先行投資ということ

になりました。

あとは、やはり阪大の場合、研究的なもの、共

同研究という形、少しお試しのところをできるだ

け最初にやっていき、それで本当にいいものだっ

たら、しっかり契約をしてやっていき、いい関係

をとろうとしました。

【石川】

私たちも、大体、売上高の毎年0.35パーセント

ぐらいが、今、現在ＩＴ投資というか、システム

関係に使うもので、これ電子カルテは、また別な

んですけれども、そういった形で運用してまして、

多分これからクラウドであったり、ＡＩもそうな

んですけれども、どうしても従量課金というか、

それが、おそらく私たちを苦しめていくんだと思

いますので、多分オンプレミスの電子カルテとか

であれば、いったん、どかんと投資はいるんです

けれども、その後は、あまりお金がいらないんで

すけども、やはりランニングコストに、それなり

にお金がかかるので、そこをきちんと見ながらと

いうか、あと、使う人、使わない人というのがお

られるので、実際に、そこをどう、このクラスで

いいものは、みんなに必要だけど、それから特に

経営とか、あと分析とか、そういったことが必要

な人たちには、もう少しグレードの高いＡＩも活

用できるとか、多分、少しクラス分けをして、使

えるような形をとっていかないといけないなとい

うふうに、最近、特に感じております。

【座長】

その 0.35パーセントというのは、どういうとこ
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から出てきたんですか。

【石川】

大体、毎年見てますと、2000万から 2500万ぐ

らい、もう売り上げ、分かっちゃいますね。2500

万ぐらいまでにしようと。よく「億で投資されて

るんですか」と言われることもあるんですけど、

そんなことは決してできませんと。皆さん、割と

医療機器には億単位で、どーんと投資できたりは

されるんですけど、どうもスマホとかはどうで

しょうか。でもスマホも１人１台PC持ってるの

と同じことということになりますので、それを考

えると、あとスタッフの負担軽減と、コミュニ

ケーションっていうところ大きく変わりますので、

そこは、もうみんな離れられないって言いますし、

そこはもう戻れないかなというところです。

私、別にキャリアさんの回し者でも何でもない

んですけど、キャリアさんも、今かなりいろんな

パッケージとか、病院さんもたくさんスマホ入れ

られるので、かなりコストを抑えた形で契約して

くださっていますので、まず別にスマホじゃなく

て、Androidでもいいと思うんですけども、少し

本当に皆さん、どうなのかなみたいなことも聞い

ていただいたほうがいいと思います。

ただ、電話代わりに、もしスマホを使われるっ

ていうのであれば、それは全く意味がありません。

それではとても高額なものということになります。

そこは電話と切り離して、もうPCを 1人1台持ち

歩いてると、そのために、それをどう活用するの

かということです。

あと、総務とか、情報システム課だけでは決め

られないことだと思いますので、経営トップ、も

しくは、そこに近いジャッジができる方たちが、

一緒に常に伴走するということではありませんが、

意思決定がうまくできるような形の組織体制を

持ってされると、確実に進んでいかれるのかなと

思います。

よくお話をお聞きするのは、総務に振られてよ

く分からないとか、電話は総務が対応してたりす

るということがありますが、ぜひ、そういった形

で進められるといいのかなと思います。

【座長】

あと、さきほどプラットフォームという話があ

りましたが、このプロジェクト、ＤＸ進めると決

めたときに、どのように進めていくかは、おそら

くトップダウンという要素が必要だと思うんです

よね。プラットフォームはこれだと決め、決まっ

たところで、いろんな意見を聞いて修正してい

くってことだと思うんですけど、その進め方とか、

割合とか、どんなふうにお考えですかね。

特に石川先生の所は、ファウンダーの 2代目だ

から進めやすいように思うんですけど、阪大など

は大丈夫かなって。

【川崎】

そうですね。先生がおっしゃるとおり、例えば

電子カルテのベンダーを変えると結構大きく変え

なくてはいけなくなり、しばらくは心中する覚悟

でいかないと、作り込みも含めてなかなか大変で

す。それはやはり技術的なところと、あと一緒に

どれだけ動いてくれるか、どれだけカスタマイズ

であったり、出来上がったら、もういじれませんっ

てことではなくて、やはりどれだけ合わせてくれ

るかというところを、そういう総合的な判断にな

ると思います。やはりもちろん技術的なところの

側面と、あと本当に病院でいくと、病院長以下の

趣向の判断というところなんで、結構いろんな意

見がほどよく入って、だけど、何となく決まって

るっていう、そんなイメージです。技術的なとこ

ろがあるんで、やはり信用信頼できるパーソナル

なところでしょうか。
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【座長】

石川先生、いかがですか。

【石川】

私たちも 2017年から始めて、それで 7年ぐらい

やってきて、やっと少しずつ見えてきたものがあ

りまして、私たちもいいパートナーを見つけると

いうか、企業さんもそうだと思いますし、決して、

あこぎにもうけてやろうっていう人たちばかりで

は決してないと思うんですね。

やはり、どうしてもいろんな様々なネットワー

クをつなげていく過程では、そこにやはりセキュ

リティ関係のいろんな問題とかが出てきますので、

外部の委託業者に全てお任せみたいなのが一番危

険だと思います。やはり院内にある程度、情報シ

ステム関係のそこをしっかり守る、情報システム

の守りの質というものが必ず必要だと思うんです

ね。

そこで、私たちも一つの部署じゃなく、さまざ

まな病院の部署、みんなに恩恵が被るものを優先

的に入れていくということでやっているので、小

さく始めて横に展開しながら、だけど、そこはス

ピード感は、やはり必要になってくるので、極力、

経営層もしくはジャッジができる人間とうまくコ

ミュニケーションとりながら、価格に見合うのか

どうか、ここにコストかける意味あるのかという

ことを、選択しながらやるということでしょうか。

【座長】

すみません、あと時間ちょっとしかないんです

けど、最後に医療デジタル情報の共有化というと

ころで、阪大はＯＣＲ、大阪大学のネットワーク

で、神奈川でも鶴見区中心にサルビアねっと、三

浦半島で今度さくらネットといって医療デジタル

ネットワークを立ち上げて、情報の共有化を図っ

てるんですけれど、そこら辺のＤＸについて一言

ずつお願いできましたら。

【川崎】

ありがとうございます。ＯＣＲネットは大阪ク

リニカル・リサーチ・ネットワークという形で始

まっているので、どちらかというと、臨床研究を

単施設ではなく複数、特に一つの施設では症例数

が足りないというのをまとめようというのが、も

ともとでした。

電子カルテは、いろんなデータがあるんですけ

れども、そこから必要な情報を標準化して取りた

める仕組み、いつもためてるわけではなくて、必

要に応じて取りためる仕組みというところから始

まって、今は何か新しい研究を始めるっていうと

きには、テンプレート、同じ内容で違うデータあ

る、同じ内容のものを入れておくように仕掛けを

する、そんなところが現状で、そこに画像も入っ

たり、検体も入ったりします。

私たちの課題になってるのは、やはり大学病

院、あるいは中核病院なんですが、これをどうに

か診療所とうまくつないでいけるかというところ

が、実は、全く手付かずというところで、本当の

意味で、これから医療が大学病院や病院で完結す

るものではないというところがある。あとＰＨＲ

とか、そういうところもあるということで、何か

しら、そういったところとうまくつなげるように

しようというのが、次の課題にはなってくると思

うんですけど。

【座長】

フォーマットは、HL7FHIRですか。

【川崎】

そうですね。それにも対応して、もともと違う

独自のものだったのですけど、いずれそういうと
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ころで、齟齬がないようにということはやってい

きます。

【座長】

SS-MIX2 といわれているものですね。

【川崎】

そうですね。

【座長】

ありがとうございます。

【石川】

愛媛県もHumanBridgeのシステムを使って、

実際に県内でやりとりをしているんですが、一方

通行というところがあったり、あと非常にランニ

ングコストが、それなりにかかったりというとこ

ろがあります。ですので、今から共通カルテの 3

文書６情報というものが、どの程度、クリニック

であれば、十分その情報で構わないと思いますの

で、そういった国のほうとしてお勧めになる情報

というものを、しっかりキャッチしながらという

ことになるかと思いますし、やはり一番やりやす

いのは、ＰＨＲ連携かなというふうに思っており

ますし、電子処方箋うんぬんかんぬんというとこ

ろも、やはり紙が残ってる状態では、なかなか外

来が入ってきたときから、患者さんが入って来ら

れたときから、全てもう紙がなくなってるという

ところも、やはり課題としてまだ残るところはあ

るので、そういった国がお勧めになってるところ

と、うまくアジャストしながらやっていくという

のが、一番いいのかなというふうに考えておりま

す。

【座長】

ありがとうございます。本当はＰＨＲとか、災

害とか、もっとお聞きしたかったんですけど、す

みません、時間になりました。どうもありがとう

ございます。

それでは、このシンポジウム閉じたいと思いま

す。どうもご清聴ありがとうございました。
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はじめに

当院は三浦半島の基幹病院としての役割があり、

病床数740床の急性期病院である。令和５年度の

診療実績では、救急車の台数は約１万４千台と全

国でも３位であり、手術件数も約7500件と急患が

多く、手術に関連した検査や処置など非常に繁雑

な状況となっている。また、入院患者の高齢化、

医療の高度化、それに逆行する労働者不足、生産

人口の減少に伴う働き手の減少、医師の働き方改

革の取り組み等医療現場の抱える課題は大きい。

当院では、これらの課題を解決するために、ヒト

からAIにタスクシフトできることはないかと考

えた。2018年の内閣府の「AIホスピタル」プロジェ

クトに参画し、AIを活用した医療の効率化と医

療従事者の負担軽減並びに患者満足の向上を目的

に取り組みを開始した。当院の医療DXは、①音

声入力が出来る電子カルテ②持参薬鑑別③入院前

説明④手術前説明⑤救急における構造化できる電

子カルテの５つの項目で取り組んでいる。（図１）

取り組みの実際

現在、当院ではiPhoneが導入され、電子カ

ルテはソフトウェア・サービス社のNEWTON 

MOBILE2 を使用している。ここでは、自部署で

取り組んでいる①音声入力できる電子カルテ②

チャット機能③AI薬剤鑑別について報告する。

１．電子カルテの音声入力について

自部署では外科・形成外科の混合病棟であり、

毎日の回診で創部の観察や処置を行っている。各

科の回診には医師とリーダー看護師が一緒に回る

ことになっており、以前は処置の介助と、実施し

た内容や観察したことを看護師がメモにとってい

た。リーダー看護師は回診終了後、看護室に戻り

メモを元にカルテに実施記録を入力していた。そ

の為、回診が終了しても、記録が残っており、次

の業務に進めない状況があった。また、回診の情

報がカルテから読み取れないため、メンバーの看

護師から、各患者の回診時の状況や指示内容の確

認があり、中断しながらの記録で時間を要してい

た。音声入力できるカルテに変更してからは、回

診に対応しながらその場でカルテに音声入力がで

きるため、リーダー看護師は、回診終了後は他の

業務に移行できる。更に、メンバー看護師は、タ

横須賀共済病院の医療ＤＸ
〜現場の取り組み報告〜

◎鈴木 千恵　　千葉 由美
国家公務員共済組合連合会　横須賀共済病院
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図１
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イムリーにカルテ記録がされるため各自が操作し

ている端末から回診の状況や医師の指示が確認で

きるため、ベッドサイドから看護室に戻り、リー

ダーに回診内容を口頭で確認する必要がなくなっ

た。音声入力の文字変換率は 98％と高く、誤変

換がほとんどない状況まで改良されており、変換

間違いなどによるストレスは、ほぼ無い状況と言

える。（図２）

２．トーク機能の活用について

自部署ではこれまで医師との連絡には、連絡用

紙を活用していた。連絡用紙には看護師が医師に

確認したい内容や処方依頼などを記載し、医師が

病棟に来た際にその用紙を確認して必要な対応を

してくれていた。その為、医師が手術や外来など

で確認できない場合には、対応の遅れや、時間外

の対応となることがあり、看護師も指示確認のた

めに時間外となることがあった。また、早めの対

応が必要な指示確認などの場合は、医師に電話連

絡する必要があった。チームのどの医師の手が空

いているかなどを考えて電話連絡しても、緊急手

術などに入っており、連絡が付かないことや、外

来中の場合には、要件を伝える前に「外来中」と

言って電話が切れてしまうことがあり、看護師は

ストレスを感じていた。そこで、外科の医師は

チーム制で患者対応をしているため、トークルー

ムをチームごとに作成し、各チームの医師と病棟

看護師・病棟薬剤師で運用を開始した。トーク

ルームにはこれまで連絡用紙に記載していたよう

な、医師に確認したい内容や処方依頼、診察して

ほしい状態の写真を添えて送ることもできる。医

師は、病棟に戻らなくても連絡内容が確認でき、

手近にあるパソコンで処方や検査依頼などの指示

入力ができるようになった。また、トークへの返

信もできるため、電話で作業が中断されることが

なく、連絡の確認のために病棟に戻る必要が無く、

その場で対応できるようになったため、負担軽減

につながっていると考える。また、電話連絡によ

る看護師・医師双方のストレスも軽減されたと考

える。トークルームの活用により、連絡用紙を廃

止し、緊急以外の電話連絡もなくなった。

３．薬剤鑑別の開発について

当院のDXの取り組み過程ではワールドカフェ

などを開催し、スタッフの声を取り入れてシステ

ムの開発につなげてきた。この薬剤鑑別システム

の開発は現場の声からできたシステムである。カ

ルテのベンダーと共に、AIを用いて、入院患者

が持参した内服薬を鑑別出来るシステムを構築し

た。そのシステムを応用し、現在、ベッドサイド

で看護師が患者に与薬する場面で内服薬の鑑別と

実施記録が出来るシステムを構築し、現場で実証

している。

これまでの内服前の薬剤の確認は、間違いが無

いように医師の指示である薬歴画面と内服薬を１

つずつ間違いがないかを画面と照合し、確認して

いた。そのため、看護師は薬剤形状に関する知識

が必要となり時間も要していました。また、実施

入力も薬歴画面から１剤ずつかけるようになって

おり、１人１人の与薬に時間を要していた。薬剤

準備から患者さんに内服してもらい、実施入力を

するまでの過程に時間がかかるため、中断業務も

図２
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多く誤薬等が発生しやすい状況となっていた。実

証している薬剤鑑別システムでは、iPhoneで写

真撮影することで、与薬する薬剤を薬歴画面の指

示内容と突合するため、短時間で確認することが

出来る。薬剤の準備から実施までの過程が短時間

で行えるため、中断が発生する隙間がなく安全性

を担保して与薬することができるようになる。現

在、実証中の過程ではあるが、このシステムを活

用することで、患者20名に対し、約１時間要して

いた薬剤確認時間が、15分まで短縮することがで

きると考える。現在の薬剤鑑別システムは、PTP

包装シートから見えている薬剤の形状や色、刻印

などで認識しているため、今後はさらに改良が進

むことで、一包化の薬剤が鑑別できるようになる

とさらにベッドサイドでの薬剤鑑別の時間が短縮

できると考える。

展望

現在のDXの活用は、時間削減や働きやすさに

つながっている印象がある。しかし、看護師の時

間外の短縮には至っていない。主な理由として、

看護師はDXの活用で作り出された時間をこれま

でできなかったベッドサイドケアの充実にあてて

いるのではないかと推察される。そのため、今後

は量的評価のみならず、看護師・患者の満足度な

ど質的評価にも注視し、有効性の検証をしていき

たいと考える。

図３
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【目的】

はじめに、わが国の総人口は減少している一

方、75歳以上の高齢者人口は増加傾向にある。「地

域の特徴としても高齢化が進んでおり、2023年度

時点で 30.7％と横浜市の平均を上回っている。」１）

厚生労働省は団塊の世代が 75歳以上となる 2025

年以降、医療や介護の需要が増加することが見込

まれることから、2025年を目途に地域包括ケアシ

ステムの構築を目指している。地域包括ケアシス

テムとは、「団塊の世代が 75歳以上となる 2025年

を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れ

た地域で自分らしい生活を人生の最後まで続ける

ことができるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供される」２）と提示してい

る。A病院の地域包括ケア病棟に入院する患者の

８割は 80歳以上であり、地域包括期限内に退院

に至らない事例や入退院を繰り返す事例がある。

地域包括ケア病棟における看護師の役割は、日

常生活動作の維持・向上や患者・家族が安心して

自宅で生活をすることができるよう、多職種と連

携しながら思いに寄り添った退院支援が必要であ

ると考える。また、患者・家族の思いと現実に相

違があるときは患者・家族の意向に沿いながら、

現在の状態を踏まえて患者・家族とすり合わせを

することも必要であると考えている。退院支援に

おいて、患者・家族の現状を把握するだけでなく、

先を見据えた関わりをしていくことが重要である。

病棟の特徴として、１～３年目の若手看護師が

多く、知識と経験の違いにより退院支援が滞るこ

とがある。看護方式はパートナーシップ・ナーシ

ング・システム（以下PNSとする）を採用して

いる。PNS方式は福井大学医学部附属病院看護

学部によって、「２人の看護師がペアを組んで複

数の患者を受け持ち、対等な立場でお互いの特

性・能力を活かしながら補完・協力し合い、看護

業務を行うこと」３）と提唱されている。看護師が

ペアになって看護ケアを行うことで知識と経験の

差を埋めることや若手看護師の育成にもなること

が考えられるが、ペアの中で業務分担をしており

PNSの役割が果たせていないと感じる。毎日15

分程度行うチームカンファレンスの中でのみ、患

者の全体像の把握と退院に向けた関わりを検討し

ている現状にある。

本研究は、A病棟の看護師が取り組む退院支援

の現状を把握して、新たに情報共有シートの改定

とMSWカンファレンスの導入・勉強会の開催を

行った今年度の取り組みの効果を振り返る。

【方法】

１．調査期間：2024年４月～ 2024年11月

２．�対象者：2024年にA病棟で勤務している看

護師15名（１～５年目８名、６年目以降７名）

３．データ収集方法

１）アンケート調査

地域包括ケア病棟における看護師としての役割
〜在宅等への退院支援に向けた取り組みと課題〜

◎平川 承吾　　小澤 未空
医療法人社団協友会　金沢文庫病院　看護師・看護部
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勉強会と情報共有シート改定前後でアンケート

調査を２回実施した。データ収集方法は質問紙法

を用いて、「退院支援の介入方法の理解」「退院支

援の実践」「退院支援を行う上で困っていること」

などを自由記載方式と選択回答方式を組み合わせ

て行った。得られたデータをもとにグラフ・カテ

ゴリー別に分類した。アンケートは対象者の時間

を要さないように、選択回答方式を主体とした。

調査結果は、経験年数１～５年目と６年目以降に

分けて集計を行った。

２）質問項目

　⑴ 基本属性

看護師の経験年数について尋ねた。

　⑵ 退院支援介入に関する理解度

退院支援の介入方法を理解しているか、

「十分に理解している」「大体理解している」

「ほとんどわからない」「全くわからない」

の４項目に分けて尋ねた。

　⑶ 退院支援での困難に思うこと

退院支援を行う上で困っていることを、

独自で作成した質問項目を使用して尋ねた。

「MSWの役割が分からない」「MSWへの依

頼方法が分からない」「誰が介入を始めるの

か分からない」「退院調整の開始時期が分

からない」「介護保険制度の仕組み・活用

方法が分からない」「福祉サービスの内容

が分からない」「退院支援カンファレンス

シート・退院支援計画書があることを知ら

ない」「療養生活のイメージができない」「そ

の他」とした。質問項目は、複数選択回答

可能の形式をとることで、対象者が退院支

援で困っていることを明確化する。

　⑷ 情報収集で不足していると考えること

入院時のアナムネや他院・施設からの情

報、日々の患者・家族の情報収集から、不

足していると感じることはあるのか、独自

で作成した質問項目を使用して尋ねた。「病

状確認・治療状況・今後の予測」「本人・家

族の理解と受け入れ状況」「医療処置内容・

セルフケア能力の有無」「収入や資産等の

金銭的背景」「その他」とした。質問項目は、

前質問方式と同様に複数選択回答可能方式

をとった。

　⑸ 就業時間内の退院支援介入状況

就業時間内に退院支援を行う時間の確保

はできているのかについて、「はい」「いい

え」の２択で尋ねた。

　⑹ 退院支援における取り組み

退院支援の実践において、自身が取り組

んでいることについて自由記載方式で尋ね

た。取り組みの実際に関しては、経験や知

識を統合して実践に活かしていることが考

えられるため記述方式をとった。

　⑺ 情報共有シートの改定

先行研究で、患者の全体像把握と共通認

識が持つことができるように情報共有シー

トを作成した。しかし、記述式は、カンファ

レンスの時間だけでは患者情報を記載する

ことだけで終わり、内容の検討ができてい

なかった。選択式に変更して、効果的な情

報共有と内容の検討ができるようにした。

３）情報共有シート改定

先行研究で使用していた情報共有シートの評価

を１回目のアンケートで実施した。アンケートの

結果をもとに記述式から選択式に情報共有シート

を改定。２回目のアンケート結果から再度情報共

有シートを改定して、使用の定着化に努めた。

４）勉強会

アンケート調査結果から退院支援に対する認識

が浅い項目として、退院支援の介入時期・方法と

依頼方法に焦点を当てて、MSWへ退院支援の勉

強会を依頼した。対象者が全員出席できるように
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３回勉強会を開催した。

５）MSWカンファレンス

医療相談員（以下MSW）・訪問看護師と連携

してAチームとBチームに分かれて、週に 1回月

曜日にカンファレンスを実施。カンファレンスの

検討内容は、退院先と退院先の条件に付随する病

棟での生活状況の情報共有、訪問看護や退院前後

訪問を導入できるか、必要なサービスの検討であ

る。

６）チームカンファレンス

14時に看護師・補助者が集まり、残務を報告し

て協働するリシャッフルを行い、その後15分程度

はチームに分かれてカンファレンスを行う。チー

ムカンファレンスでは、MSWカンファレンスで

の検討内容や対象者を１人選定して、目標から現

状の把握と方向性を検討する。必要に応じて、部

屋持ち看護師は検討内容をリハビリテーション科

や薬剤科、栄養科に相談して、再度チームとカン

ファレンスをする。

【結果】

１．研究参加者

2024年にA病棟に勤務する看護師15名（１～

５年目８名、６年目以降７名）にアンケート調査

を６月と８月に実施した。

２．調査結果

アンケートの回収率は、１回目72％、２回

目80％であった。アンケート調査の１回目は、

MSW主催の勉強会やMSWカンファレンス導入

前の実践結果をもとに集計した。２回目は、勉強

会とMSWカンファレンスを導入して２か月後に

行った。退院支援の介入方法を理解して取り組み、

実践しているなかで困っていることを尋ねた。１

回目の調査では、「退院支援の介入方法の理解」

の項目でほとんど理解できていると回答したのは

３割であった。「退院支援の実践」について問う

と、５年目までの看護師は「チームカンファレン

スやMSW・リハビリスタッフと現状の情報共有」

と抽象的な回答に対して、６年目以降の看護師は、

「患者・家族の意思確認」「多職種との情報共有・

課題の抽出と現在の進捗確認」「医師と治療方針

や今後の方向性の確認」と内容に具体性があった。

２回目の調査では、医療相談員主催勉強会の出席

率は低く、集計結果に変化がみられなかった。

３．情報共有シート

先行研究では、患者の全体像把握と共通認識が

持つことができるように、一目でわかる取り組み

として情報共有シートが作成された。昨年に使用

していた情報共有シートは、全て記述式であった。

１回目のアンケート調査結果より、「記述が多

く、業務負担が大きい・カンファレンスの時間内

に記載ができず内容の検討まで進まない」「表現

により、看護師間の受け止め方に違いが出る」と

意見があがった。情報共有シートが活用されず、

情報共有ができていないことや退院支援が進んで

いない事例があった。アンケート調査結果をもと

に、選択式、不足・補充項目については箇条書き

で記載できるように改定し、退院支援に対する意

識が向くように取り組みをした。２回目のアン

ケート調査結果より、「一目瞭然になった」「記載

する時間が短縮化した」「情報収集の統一性が図

れた」と記載箇所を簡略化したことで、実用的に

なったと前向きな発言がみられるようになった。

４．勉強会

アンケート結果より、退院支援の導入より困難

に感じていることが把握できたため、MSWに勉

強会主催の依頼をした。退院支援看護師主催のも

と、退院支援の開始時期や依頼方法を主体とした

勉強会を実施した。１度の勉強会では周知ができ
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ないと考えたため、MSWと日程調整を行い、同

じ内容の勉強会を３回に分けて開催することがで

きたが出席率は 40％と低かった。勉強会に出席

できなかった人を考慮して、資料は病棟勉強会

ファイルに入れていつでも、誰でも確認できる方

法をとった。

５．MSWカンファレンス

昨年までは、週に１回水曜日のリハビリカン

ファレンスにMSWが出席していたが、療養先に

自宅を目指す患者も多く、訪問看護の導入を検討

できることやリハビリカンファレンスの時間が面

会時間に近いため、MSWは患者・家族との関わ

りを持ことから日程調整が行われた。リハビリカ

ンファレンスとは別で、週1回月曜日にMSWカ

ンファレンスへ変更となった。MSWと訪問看護

師、AチームとBチームそれぞれの看護師が出席

して、患者の病棟での生活状況や療養先、今後必

要となるサービス、訪問看護開始を検討できるか

対象を選定して話し合いをしている。これにより、

若手看護師の生活に対するイメージ構築に繋がっ

ている。

６．チームカンファレンス

毎日14時にリシャッフルが行われた後、Aチー

ムとBチームに分かれて看護師間で情報共有を行

う。情報共有シートをもとに、情報収集が不足し

ている項目を補い、目標達成するための課題の進

捗状況を確認する。今までは、先輩看護師が情報

共有ファイルを持ってきて患者選定を行い、意見

を発信することが多かった。情報共有シートの改

定やMSWカンファレンスに積極的に若手看護師

が出席することで、チームカンファレンスでの発

言の機会が増えた。患者の現状や意向、今後の方

向性を確認して、必要となる看護を先輩看護師と

意見交換をすることができている。検討した内容

は、部屋持ち看護師がリハビリスタッフや栄養科、

薬剤科と相談して記録に残して可視化している。

７．退院数の実績

2022年度は、入院数255件・退院数68件に対して、

2023年度は入院数287件・退院数118件で退院数は、

昨年度と比較して 50件増えた。

【考察】

１．退院支援における看護師の役割

高齢化が進む現代では、医療や介護のニーズが

増えることが見込まれている。厚生労働

省の調査結果によると、「自宅で療養して、必

要になれば医療機関を利用したいと回答した者の

割合を合わせると、60％以上の国民が自宅で療養

したい」４）と望んでいることが分かった。住み慣

れた環境で生活ができるように、高齢者の特徴を

踏まえて患者・家族の意思決定支援を実践し、入

院時より退院後の生活を見据えた関わりをする必

要があると考える。

高齢者の特徴としては、身体機能の向上が見込

まれていても急激な低下や病状悪化が起こること

もあり、予測が難しい。入院期間が延長すること

で筋力や認知機能の低下が示唆されている。また、

栄養状態の低下により、皮膚の脆弱性な高齢者は

皮膚トラブルを起こして、自宅でもケアが必要に

なることも考えられる。高齢者にとって奪われた

体力を取り戻すことは容易ではない。入院生活の

場では、できることは患者に行ってもらい、介助

が必要な箇所については代用して患者自身で実施

できる方法はないのか、家族からの協力は得られ

るのか退院後の生活を想像しながらケアすること

が必要である。また、可能な限り前の生活に戻れ

るような支援を多職種と連携して介入していく必

要がある。しかし、入院患者の中には、入院前の

生活とは身体面・社会面・認知面もかけ離れてし
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まうこともある。家族には、現在の患者の状態を

実際に見て理想と現実のギャップを埋める関わり

も必要になる。

A病院では、入院時から入院前の生活状況や退

院後の目標を患者・家族から聴取している。患者・

家族が望む生活の実現には、退院後の生活を見通

した生活情報収集は必須である。入院時の情報収

集だけでなく、面会時にも看護師から声をかけて、

患者の現状報告や今の状況から考える家族の思い

を聞き、医療者とズレが生じていないか確認する

ことを実践している。

また、患者・家族に行う退院指導では、退院後

に必要となる看護ケアをチームで話し合い、目標

と課題を明確化して、一貫性を持って関わること

ができるように患者・家族の発言や表情、実践状

況と到達度までを明確化して介入している。患者・

家族をチームの一員として巻き込むことで、退院

支援を円滑に進めることができると考えられる。

患者・家族の今後を見据えて予測して関わりを

もつことは、看護師の重要な役割の 1つであると

考えられる。しかし、予測した関わりには、看護

師の知識や経験が欠かせない。今回の調査結果よ

り、A病院の地域包括ケア病棟は若手看護師が多

く、知識と経験が浅いことが退院支援を滞らせて

いる原因であることがわかった。現在、PNS方

式であるが、本来の役割を果たせていないと感じ

ている。ペアでの業務分担を行うのではなく、相

互に補完し協力することで、患者の現状把握と目

標・課題解決に向けた関わりができると考えられ

る。

２．多職種と連携・協働した退院支援

地域包括ケア病棟における多職種連携とは、治

療にあたる医師や患者の生活に合わせた身体機能

の維持・改善に努めるリハビリ、退院先との調整

をするMSW、栄養や皮膚トラブルへの対処とし

て多職種から成るNST、薬剤調整を医師と連携

して行う薬剤師などがある。共通目標を持ち、多

方面から各職種の役割が発揮されることで課題解

決につながると考える。必要な専門職種を判断し

て、連携調整することは看護師として重要である。

３．退院支援における情報共有ツール

A病院は、昨年まで紙カルテで運用されていた。

先行研究から、患者の全体像把握と共通認識を持

つことができるように情報共有シートを作成され

たが、効果的な活用ができなかった。記載箇所を

簡略化したことで実用的になった。現在は電子カ

ルテに移行したが、若手看護師が多く知識と経験

に差があるため、情報共有シートは継続していき

たい。

４．カンファレンスの充実

A病院では、チームカンファレンスやMSWカ

ンファレンス、リハビリカンファレンスが週に 1

回実施されている。共通した目標を持ち、それぞ

れの視点に立った達成状況や課題について検討さ

れている。患者・家族が安心して自宅で生活する

ことができるよう、患者・家族や院内多職種、ケ

アマネジャーなどが参加する合同カンファレンス

を実施することもある。患者・家族や多職種間で

共通した目標に向けて、課題解決のために退院に

対する意識を持つことでカンファレンスの充実が

図れると考える。

５．取り組みと今後の課題

A病院の地域包括ケア病棟は、若手看護師が多

く知識・経験が浅いことから退院支援が進まない

現状にあった。退院支援における看護師の役割や

情報共有シートを活用した取り組みから、退院支

援に対する意識を持って関われたことが退院数の

増加につながったと考える。



一般演題（口演発表） 107

超高齢化が進む中、2025年に向けて医療体制は

病院完結型から地域密着型へ変化している。地域

包括ケア病棟における看護師の役割として、患者・

家族や多職種と連携・協働して、安心・安全に在

宅で療養生活が送れるように入院時から退院を見

据えた関わりをもつことであると考える。患者・

家族の望む生活に近づけるように、意思決定の支

援が今後必要になると考える。意思決定支援（以

下ACP）について、日本老年医学会によると「将

来の医療・ケアについて、本人を人として尊重し

た意思決定の実現を支援するプロセス」５）と提唱

されている。本人がその人らしく、尊厳を持って

生活することができるように入院時から関わりを

持ち続けることが必要であると考える。

文献
１）金沢ささえあいプラン（第４期計画）の背景，
　https://www.city.yokohama.lg.jp/kanazawa/
kenko-iryo-fukushi/fukushi_kaigo/chiikifukushi/
fukushi-plan/4kitifukukeikaku.files/0014_20220207.
pdf（検索日：2024年10月16日）
２）厚生労働省：地域包括ケアシステム，
　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-
houkatsu/index.html　（検索日：2024年10月16日）
３）福井大学医学部附属病院看護学部：PNS紹介，
　https://www.hosp.u-fukui.ac.jp/kango/pns/（検索
日：2024年10月16日）
４）厚生労働省：在宅医療の最近の動向，https://
www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_
iryou/iryou/zaitaku/dl/h24_0711_01.pdf（検索日：
2024年10月16日）
５）日本老年医学会倫理委員会「エンドオブライフ
に関する小委員会」：日本老年医学会「ACP推進に
関する提言」，
　https://jpn-geriat-soc.or.jp/press_seminar/pdf/
ACP_proposal.pdf（検索日：2024年10月16日）
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【はじめに】

クローバーホスピタル（以下当院）は 170床の

在宅支援型病院である。入院患者様は急性期病院

よりの転院の方が多く術後のリハビリや急性期治

療が終わってからの退院調整の段階の方が多くを

占めている。

【ポリファーマシー（多剤併用）の実情】

・ポリファーマシー問題は高齢者に多い

75歳以上の約25％は７種類以上、約40％は５

種類以上の薬剤が処方されている統計がある。

・ポリファーマシーが起きる要因

生活習慣病や老年症候群等の重積、併存疾患

の増加

複数の医療機関を受診する。複数の調剤薬局

から薬を貰う。

・ポリファーマシーによる弊害

副作用のリスクが上がる／ふらつき・転倒・

うつ・せん妄などが起きやすくなる／飲み間違

い・アドヒアランスの低下が起きる／薬剤金額

の負担・等

【薬剤課におけるポリファーマシーへの取り組み】

目標：薬物治療の適正化・地域へ帰るための支援

当院では入院時に現在使用中の薬やその経緯等

を紹介状や患者様自身等から聞き取りを行い鑑別

報告書としてまとめ主治医に提示している。その

際減薬できそうな薬や必要の可否など再度検討が

必要な薬を挙げて主治医に再考して頂いている。

またカンファレンス等を通じて薬の変更後の確認

も行っている。

また減薬困難事例等はポリファーマシー検討会

等で主治医以外の医師に意見を伺い薬局内でも相

談を行い少しでも改善に努めてきている。

【薬剤師が提案する減薬例の紹介】

・鎮痛剤の過剰・漫然投与

痛みを確認し、減量中止や常用から頓用への

切り替えを提案

・色々な薬剤の漫然投与

手術時の抗生剤点滴と一緒に出ていた整腸剤

が、そのまま継続されている

入院直後せん妄で処方されていた鎮静剤や睡

眠剤がそのまま継続されている

めまいで処方されたメリスロン、今は症状が

改善していが継続している。

・似たような薬剤の併用

H2ブロッカーとPPI、NSAIDs（解熱剤と鎮

痛剤）、いろんな病院から睡眠薬、安定剤

・目的不明の薬剤

「先生から続けても害がないからと言われて

ずっと飲んでいます。」etc

当院におけるポリファーマシー対策
〜災害時の薬品不足を見据えて〜

◎堤　泰輔　　木野 裕子　長谷川よし子　鈴木 勇三　篠原 裕希
医療法人湘南篠原クリニック　クローバーホスピタル　薬剤師

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）3
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【結果】

2024年１～７月の減薬患者数、薬剤総合評価調

整加算の算定数は上記表のとおりとなり内容とし

ては

・入院患者の半数以上が６剤以上持参（多剤併用）

であった。

・退院患者の７割以上で処方整理を行った。

・薬剤総合評価調整加算（退院時算定）は８割以

上で算定することができた。

【考察】

・当院では薬剤課が主体となってポリファーマ

シー対策を行ってきた。

→チーム医療として取り組むことにより結果が

出るようになってきた。

　特に医師の協力は必要不可欠となる。

・ポリファーマシーの軽減は医療経済の面だけで

なくコンプライアンスの向上や退院調整の面で

も今後も重要なってくると思われる

→退院された患者様の家族からは感謝の言葉も

多い。

→薬剤調整をすることにより退院調整にもス

ムーズになり退院先の選択肢も増えてくるこ

とになる。

【災害時における薬剤師の役割】

当院は神奈川DMATとして能登半島地震の被

災地での活動に参加した。

・実情として避難所等では薬の仕分けや管理は市

の職員やボランティアが行っている。

→薬剤管理としての薬剤師の職能が活かせる所

かと思われる。

・被災地では薬過不足が避けられない。

→特に定期使用薬はその場にある薬での対応を

迫られる。

→自然と不要な薬の整理やその場にある薬への

切り替えが行われる

・災害の備えとして物品等も大事であるが投薬内

容について取捨選択しその場にある薬に切り替

えていくスキルを磨くことも重要なのではない

かと思われる。
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スライド１

スライド２

今回の発表に際して、開示すべき利益相反はあ

りません。

スライド３

背景です。神奈川県病院薬剤師会、以下、当会

では、会務を円滑に運営するために、以下の 9つ

の常置委員会を設置しています。

各委員会が研修会を企画・運営し、年間およそ

70回程度、開催しています。

スライド４

しかしながら、その開催場所は、横浜市・川崎

WEB研修会システムの導入が
研修機会の地域格差に与えた影響

◎山村　翔　　山田 英紀
神奈川県病院薬剤師会教育研修委員会　大和市立病院　薬剤師　医療技術部薬剤科
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市を中心とした神奈川県東部地域が多く、神奈川

県西部地域（以下、県西部地域）に勤務する会員

との研修会への参加機会の格差が問題とされてい

ましたが、それを数値化したものはありませんで

した。

スライド５

当会会員のうち、横浜地域、県西部地域に所属

する会員が占める割合は、それぞれ 41.0%、3.6%

であり、県西部地域の会員数は、横浜地域の会員

数の約10分の 1であると報告されています。

参加者のうち、県西部地域に所属する会員が少

ないことは明らかとなっていましたが、そもそも

会員の分布に大きな偏りがあることから、格差が

あるかについては不明でした。

スライド６

一方で、この地域格差を是正すべく、県西部地

域にサテライト会場を設置するなど検討を重ねて

いましたが、配信機器が高額でそのための費用が

捻出できないこと、サテライト会場に配置する人

員が不足していることなどから、導入には至りま

せんでした。

スライド７

こうした中、2019年に発生した新型コロナウイ

ルス感染症の世界的な流行に伴い、集合形式での

研修会開催が困難となった一方で、遠隔会議シス

テムの需要が高まり、安価に使用可能となったこ

とから、当会では 2020年9月よりWEB研修会シ

ステムを導入し、WEB配信形式での研修会開催

を開始しました。

今回、これまで数値化されていなかった地域格

差について調査し、WEB研修会システムの導入

が研修機会の地域格差に与えた影響について検証

しました。
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スライド８

方法です。私が所属する、当会の教育研修委員

会では、新薬の紹介とその分野の第一線で活躍さ

れている医師や薬剤師の先生から、新薬の使用経

験や治療成績をお話しいただく、薬学合同研修会

を年間10回、開催しています。

この薬学合同研修会を対象に、現地で開催した

2019年２月～ 12月までの 10回と、WEB配信で

開催した 2020年９月～ 2021年７月までの 10回を、

それぞれ、現地開催群とWEB開催群の２群に分

類し、参加者数、参加者の所属地域を調査しました。

スライド９

さらに、横浜地域、県西部地域の参加者数を抽

出し、それぞれの地域に所属する会員数に対する

参加者数の割合を比較しました。

スライド10

結果です。参加者数の平均値は、現地開催群が

119.0±26.7名、WEB開催群が 112.7±17.1名で両

群間に有意な差は認められませんでした。

スライド11

一方で、県西部地域の参加者数のみの結果では、

参加者数（平均値±標準偏差）は、現地開催群が

2.5±1.4名であったのに対して、WEB開催群が 4.7

±1.6名と有意に増加しました。
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スライド12

次に各地域の会員数に対する参加者数の割合を

比較した結果です。

現地開催群では、横浜地域、県西部地域でそれ

ぞれ、4.7%、2.4%であったのに対して、WEB開

催群では、横浜地域が 4.5%、県西部地域が 4.5%と、

横浜地域と県西部地域の割合は同一の結果となり

ました。

スライド13

考察です。現地で開催する場合、横浜駅周辺の

会場で開催することが多く、県西部地域の会員は

移動に時間がかかることから、参加することがで

きなかったと考えられます。

スライド14

WEB研修会システムの導入によって、自宅や

勤務先等で研修会に参加できるようになったから、

移動の負担が解消されたと予想しました。

スライド15

地域別に参加者数の割合を比較した結果では、

横浜地域と県西部地域で同一の割合となったこと

から、本検討は一研修会の結果に過ぎませんが、

WEB研修会システムの導入は研修機会の地域格

差を是正した可能性があると示唆されました。
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災害時の食事提供　〜二段構えの準備と実践〜

◎小林 マリ　　高橋 範子　吉野　千恵子　熊澤 裕子　篠原 裕希　
　　　　　　　 鈴木 勇三　長谷川よし子
医療法人篠原湘南クリニック　クローバーホスピタル　管理栄養士・栄養課

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）5

【はじめに】

クローバーホスピタル（以下当院）は 170床の

在宅支援病院である。2024年8月の患者数実績で

は１日当たり経口摂取96.6名（59.2%）、経管栄養

49.7名（30.4%）、絶食17.0名（10.4%）でありこの

数字をもとに経口摂取約100名、経管栄養約50名

を想定した災害時備蓄をしている。

【背景と目的】

当院は 2004年に開院し、2006年より地震のた

めの非常食の準備はしてきたが、近年の異常気象

で台風等での大災害が増え非常時対応を必要とす

る機会が増え、その都度に非常食を使用していて

は費用・保管場所・労力面で非効率と考え「災害

時の食事提供について見直す」ということを目的

に検討を重ねてきた。

【解決策】

2019年より食材の無駄を抑えるために冷蔵庫→

冷凍庫→レトルト・乾物→非常食の順に在庫品を

使用していくこと、また、台風等事前予測可能な

場合と地震等事前予測不可能な場合に分けて見直

し「二段構えの準備」を整備した。下記に具体例

を示す。

①台風等の予測可能で事前対応がとれる場合

＊ガスのみ停止時（電気・水道は使用可）

　・全てスチームコンベクション対応の献立

に切り替える

・ミキサー等は使用可能なためきざみ・嚥下

食も通常どおりの対応とする

・食器は洗浄機使用不可能のためディスポ食

器で対応する

＊電気のみ停止時（ガス・水道は使用可）

・全てガスコンロを使用しての献立に切り替

える

・食器は洗浄機使用不可能のためディスポ食

器で対応する

＊停電・ガス停止時または停電・ガス・水道停

止時

・パン、ジャム、牛乳（LL牛乳）、フルーツ

缶・ゼリー等を提供する

・食器は洗浄機使用不可能のためディスポ食

器で対応する

  

②地震等の予測不可能で急に発災する場合

＊�発災後３日間は状況に合わせて下記３日分の

献立を参考に在庫使用での食事提供を継続す

る。

冷蔵庫→冷凍庫→レトルト・乾物の優先順位

で在庫を使用する。ヨーグルトやゼリーの冷

蔵品、パン等は使用可能なうちに優先して消

費、後半に御飯や乾物を組み入れていく。調

理法としては例えば混ぜ御飯はレトルトの炊

き込み御飯の素を混ぜるだけ、シチューや
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〈献立〉

１日目 ２日目 ３日目
朝 パン

ジャム
ヨーグルト

パンまたは御飯
ジャム
ビーフシチュー
ヨーグルト

混ぜ御飯
（炊き込み御飯の素使用）
フルーツ缶

昼 パン
ジャム
魚のスープ煮
ゼリー

パンまたは御飯
ジャム
魚のスープ煮
ゼリー

混ぜ御飯
（炊き込み御飯の素使用）
煮豆

夕 パン
ジャム
ポークカレー
プリン

パンまたは御飯
ジャム
ポークカレー
プリン

混ぜ御飯
（炊き込み御飯の素使用）
高野豆腐煮
フルーツ缶

1日当たりの栄養量（平均）　エネルギー：1300kcal たんぱく質：50g　水分量：900ml

スープ煮、カレーは冷蔵冷凍庫の肉や魚とそ

の時にある野菜を一緒に煮るだけというよう

に全体に単純で簡潔な方法としてある。炊き

込み御飯の素やシューやカレーの素はいつで

も使えるようローリングストックとして多め

に発注し通常の献立に組み込み、効率的に回

転させるようにしている。

＊在庫がなくなったら非常食の「サバイバル

フーズ」を提供する。３日分備蓄あり。

〈サバイバルフーズの特徴〉

・賞味期限25年

・水を入れて煮てつくる

・水でふやかすのみでも食べられる

・各缶に缶切りが付いている

〈サバイバルフーズ1日当たりの栄養量（平均）〉

エネルギー：1000kcal たんぱく質：40g 塩分：

7g  水分量：800ml

　

＊きざみ・嚥下食はゼリーや経管栄養剤にとろ

みを付けて対応することとしている。このた

め通常使用する分の３割増しの量をストック

するようにしている。

③　①②の共通項目

懐中電灯・ランタン等設置済、非常時の厨房ス

タッフ連絡網整備済、水は貯水タンクに取り出し

口を設置し取り出し可能な状態にしてある。ライ

フラインが全て寸断された場合には貯水タンクか

ら水を取り出し、火起こしして炊き出しを行うこ

ととなる。

【考察】

災害時の食事提供として、一段階目は在庫を使

用しての非常用献立で３日分、二段階目としてサ

バイバルフーズで３日分の食事提供と二段構え６

日分の備えを整えた。

しかし、連絡網は整備済だが実際何名出勤可能

なのかは不明である点、栄養課・厨房スタッフ以

外の対応可能な職員がどの程度いるのかの把握が

必要な点、本格的な炊き出し訓練を実施したこと

がないため定期的な院内研修や実施訓練が必要な

こと、現在職員分の非常食の用意がないため整え

ていく必要がある等々の課題が残されている。
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Ⅰ．はじめに

2011年３月の東日本大震災発生当時、当院には

災害発生時のマニュアルがなく、改めて有事の際

の対応を検討していく中で、2013年９月神奈川県

栄養士会医療事業部主催の「宮城県被災地施設視

察」に当院の栄養科長が参加した。この視察後、

2014年５月に災害時対応マニュアルを完成させる

ことができた。マニュアルの内容としては、被災

状況に応じた食事の対応、備蓄食の運用方法につ

いて記載しており、定期的に内容の更新を行って

いる。実際に視察へ行き実感したことは、災害時

栄養科だけでは『安全な食事の提供』が出来ない、

つまり、いかに多職種と情報共有するかが重要と

いうことである。栄養科が不在の際に災害が起き

た場合を考えると、多職種にも災害時の食事提供

について理解をして頂く必要がある。そこで今回

は、当院栄養科で行ってきた備蓄食品の啓蒙活動

について報告する。

Ⅱ．目的

当院の備蓄食の管理方法や備蓄内容を他職種に

見える化をすることで、災害時の食事対応の連携

意識につなげる。そして、実際に災害が起こった

時、早急に対応できるようにする。

Ⅲ．方法

１．備蓄食品の給食提供

毎年９月１日の防災の日に合わせて備蓄食品の

給食提供をしている。今年は、９月２日から１週

間を防災週間とし、備蓄食からレトルト粥、イワ

シの蒲焼丼、そぼろ丼、野菜ジュースゼリーを提

供した。お粥はパックのままで提供することで、

実際の災害時を想定している。看護師、言語聴覚

士などの他職種に実際に備蓄食を確認してもらう

良い機会となった。

備蓄食の啓蒙活動について

◎堀内 杏菜
医療法人社団明芳会　横浜旭中央総合病院　管理栄養士　栄養科

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）6
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２．備蓄食関連の情報の掲示

一人でも多くの他職種が目に付く場所として、

食堂などあらゆる場所に設置されている職員向け

の院内デジタルサイネージを活用し情報共有を

行った。内容としては、【防災週間の食事提供に

ついて】（資料１）【当院の備蓄食の内容について】

（資料２）【備蓄食の保管場所について】（資料３）

を掲示した。院内の食事との関わりが少ない職種

にも情報共有することが出来た。

資料１

資料２

資料３



一般演題（口演発表）118

さらに、栄養科職員で 2011年から勤務してい

る者は３名のみであり、栄養科内でも備蓄食に関

して周知が必要と考えた。そこで、栄養科内でサ

バイバルフーズの試作・試食会を行い、理解向上

を促した。（資料４・５）

そして、実際にサバイバルフーズを作って試食

した風景を動画にして、こちらも職員向けの院内

デジタルサイネージへ掲示した。（資料６）

備蓄に関する理解だけでなく、サバイバルフー

ズの作り方を他職種に示すことが出来た。

資料４ 資料５

資料６
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３．備蓄食のローリングストック

総務課と有事の際に行動部隊となるリハ科にも

協力を得て、備蓄食を毎年新しいものへ入れ替え

を行っている。（資料7・8）

病院近くのアパートの１室を借りて、そこへ入

れ替えを行った。嚥下調整食に関しては、栄養科

内に保管している。（資料９）

毎年新入職員が入るため、この備蓄交換のタイ

ミングに新入職員は必須で備蓄保管場所へ行くこ

とで、栄養科全員が場所を理解できるようにして

いる。実際に他職種でアパートへ足を運び、備蓄

食の入れ替えを行う事で、災害時スムーズに備蓄

食を運び出せる体制を整えることが出来た。

Ⅳ．結果

患者、職員の備蓄食品に対する理解が進んだ。

患者としては、給食を通して備蓄への安心に繋

がった。職員としては、備蓄食の保管方法や食事

対応方法についての理解に繋がった。また、期限

が迫った備蓄食品の給食への活用により、食材ロ

ス削減に繋がった。

Ⅵ．結論と展望

備蓄食の完備がゴールではなく、有事の際に速

やかに使用できるよう管理していくことが重要で

ある。また、東日本大震災発生から 13年という

月日が経過した現在、防災意識を風化させないと

いうことが求められる。以前は、栄養科主催で他

職種へ大々的に備蓄食の試作・試食会やっていた

が、コロナ流行により中止となってしまい、現在

は病院食改善小委員会の中で試食のみ行っている。

（資料10）

今後は、実際の災害時に栄養科職員以外でも食

事の対応がある程度出来るように、多くの他職種

と共同で試作会も実施していきたい。防災訓練の

中でも、食事の運搬訓練なども検討していく。ま

た、当院は毎年新入職員が多く入職するため、毎

年繰り返し災害時の食事提供についての知識を教

育していく必要がある。栄養科職員だけでなく他

職種へ、災害時の食事提供について理解を支援し

ていく。

今後も、栄養科の一員として『安全な食事の提

供』を支えるために、啓蒙活動を広げ、防災の意

識を維持していきたい。

資料７ 資料８ 資料９

資料10
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【背景】

さがみリハビリテーション病院（以下当院）は、

約20年にわたり回復期リハビリテーション病院に

特化し、地域医療に貢献してきた。急性期病棟か

らの患者を受け入れ、在宅復帰に向けたリハビリ

テーションや、看護、介護、在宅支援などを提供

している。栄養面においても、患者一人一人の状

態や目標に合わせた食事提供を行ってきた。2025

年12月に現在の場所から３㎞ほど離れた場所へ新

築移転が決定している。（図１）

【目的】

新築の厨房を運用していくにあたり、厨房運営

の抜本的な見直しをすることとした。当院では、

委託業者の日清医療食品株式会社（以下日清）へ

委託しており、約10年近く給食業務を依頼してい

る。しかし、近年の物価高による食材、人件費高騰、

運営体制では、朝、夜の人員不足、衛生面への不安、

患者個別の細かい食事調整への対応、職員の高

齢化、平均年齢53.6歳±15.4歳（男性45.8歳±20.3

歳、女性57.6歳±11.9歳）などが課題として浮上し、

委託費値上げが栄養部門の課題であった。（図２）

そこで、調理済みパッケージ商品「モバイルプラ

ス」を採用したクックチル方式導入による業務改

善を試みることとした。

厨房業務改善の取り組み
〜調理済みパッケージ「モバイルプラス」導入による効率化と食事満足度向上〜

◎田村亜希子　　武村 咲季　金子　緑　海野 幸村
医療法人社団哺育会　さがみリハビリテーション病院　管理栄養士・栄養科

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）7
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【方法】

従来のクックサーブ方式からクックチルシステ

ムへ移行を検討した。クックチルシステムはあら

かじめ調理した食事を急速冷却し、チルドの状態

で保存、提供時に再加熱するシステム。（図３）

日清が提供する「モバイルプラス」は、工場で、

調理、急速冷却、チルド保存までの処理をされた

もので、常食・全粥食・エネルギーコントロール

食・ペースト食・嚥下調整食など、多様な食事形

態に対応しており、一人分から注文可能であるた

め、患者個々の状態に合わせたきめ細かい対応が

可能である。また、パッケージに人数が記載され

ているため、盛り付け作業の効率化も期待できる。

個包装で、チルドの状態で温度管理されているた

め衛生面でも安心なシステムであり、当院で時間

になったら温めなおすだけの作業のため、調理の

専門知識が無いスタッフでも対応が可能であり、

人材不足の解消にもつながると期待した。（図４）
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作業工程が減るだけでは負担が変わらないため、

食形態も検討することとした。図５のように当院

では 36種類もの食事内容が存在していた。これ

に加え、アレルギー対応、嗜好による対応もあり

調理、盛り付けに手間と時間がかかっていた。そ

こで、図６のように心臓食、糖尿病食、脂質異常

食の献立を「モバイルプラス」のエネルギーコン

トロール食1本に変更した。回復期だが腎臓食の

オーダーもあるため、エネルギーコントロール食

をベースに作成した。軟菜食では今まで一口大、

きざみ、みじんの３種類の食形態があったが、一

口大、きざみとろみの２種類へ変更とした。近隣

の病院、施設できざみ食が設置されていることが

多く、退院後も対応できるようにした。

【結果】

36種類もの組み合わせがあった食種、食形態は

6種類までに減らすことができ、患者様にとって

も今まで通りの食形態とそれほど変わらず、厨房

スタッフにとっても負担が減る結果となった。

「モバイルプラス」導入前は、朝の調理師出勤

時間が、３時30分１名、４時出勤２名で、準備や

前日の夕食の食器の片付け、下処理、調理をおこ

なっていたが、５時出勤２名、６時出勤１名の

トータル4.5時間の出勤時間を見直すことができ

図５

図６
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た。調理師1名も削減できたことで、人件費の削

減となった。盛り付け作業においても、パッケー

ジの人数表示により盛りムラがなくなり、調理済

みの食品を使用することで衛生面も担保された。

朝食の提供が終了した後は、調理器具の洗浄、片

付け、納品時に点在していた冷蔵冷凍の食品を片

付ける作業の減少がみられ、休憩時間の確保がで

きるようになった。調理済みの食品を使用するこ

とで、空いた時間に清掃をすることができ、厨房

拭き取り調査では、大腸菌群が陽性となる箇所が

何箇所か見られていたが、毎回陰性の結果が出る

ようになり、衛生面も担保された。調理師による

味付けのムラがあったが、塩分味付けが統一さ

れ、食事満足度調査では、導入前の満足度77%か

ら 92%へと大幅に向上した。（図７）

図７

また、水光熱費では栄養科単位での請求ではな

いため明確なことは言えないが、水道局より水道

の使用量が減ったと連絡が入っており、環境負荷

の軽減となった。厨房機器に関しても、高額な厨

房機器の不要になるものがあり、メンテナンスや

修理の費用も抑える結果となった。（図８）
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【考察】

給食費の値上げが多く聞かれる中、当院では管

理費の値上げを抑えつつ、出費を縮小することが

できた。効率的なオペレーションにより働く職員

の負担軽減にもつながり、クックチルの食事でも

十分おいしい食事提供ができている。食費は院外

調理のため費用はかかるものの、水光熱費は抑え

られているものと考えられる。

現段階では、既存の調理機器との兼ね合いいで

「モバイルプラス」の利点を十分に活かしきれて

いない部分もあるため、更なる改善を検討してい

る。具体的には、新病院では再加熱キャビネット

を導入し、盛り付け工程の見直しや洗浄作業の効

率化を図る。また、人員配置を見直し、労働時間

の短縮を目指す。そして、時間に余裕ができたと

ころでセレクト食のリニューアルを行い、食事面

からも患者満足度向上を目指していく。

【今後の展望】

新病院では、再加熱キャビネットを使用し朝食

は前日にトレイメイクを行い、朝の出勤時間を遅

くすること、前日の９時～ 15時に盛り付けを集

中させ、小学校や幼稚園に通っているお子さんを

お持ちの主婦層の獲得を目指し、厨房で働くス

タッフの若返りと作業効率化も目指せるものと考

えられる。夜は、残飯を処理し、食器は浸漬して

退社、翌日の朝の下膳時に一緒に洗浄業務を行う

ことで、人が集まらない夜に人員を最小限にする

ことを目標としている。調理時間に余裕が生まれ

たことを利用して、セレクト食のリニューアルを

行い、患者さまに喜ばれる食事提供が病院の売り

の一つになるよう改革中。

給食運営の見直しは、病院経営の健全化に大き

く貢献する者と確信している、今後も安全でおい

しい食事を患者様に提供できるよう努力していく。
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【はじめに】

中央林間病院（以下「当院」と略す）は県央

医療圏の最東端、大和市に位置する一般病床109

床（うち地域包括ケア病床53床）の中規模病院で

ある。救急受入に関しては、病院長を始めとした

消化器外科の医師が中心となり、救急を幅広く診

る組織風土が特徴である。特に 24時間緊急内視

鏡体制は当院の強みとして、大和市内および近隣

地区の救急患者を受入れている。また、大和市で

は病院群輪番制が導入されており、当院では毎週

水曜日17時～翌日８時、第１・３・５月曜日17時

～翌日８時が救急当番日となっている。しかし、

2020年以降はコロナ禍の影響により、新型コロナ

ウイルス感染症による院内クラスター、また、職

員の入れ替わりなど様々な要因が重なり、救急受

入数は 2020年2,024台→2022年1,668台（表１参照）

へと減少した。

救急車受入台数増加に向けた受入態勢の再構築
〜地域医療への貢献を基にした取組みと成果〜

◎高橋 裕太　　柴田 里志
社会医療法人三栄会　中央林間病院　事務当直　救急救命士

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）8

　表１

【目的】

救急受入に再度注力するため、2022年11月より

救急受入態勢の再構築を目的とした、救急ワーキ

ンググループ（以下「救急ＷＧ」と略す）を創設

し、救急車受入台数の増加を図った。今回はこの

取組みと成果について報告する。

なお、構成については、病院長、副院長、外科

医師、内科医師、事務部長、事務副部長、外来看

護師長、外来看護師2名、放射線技師主任・副主任、

事務当直の計12名である。
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【方法】

目標に「仕組みなどを表す“体制”に加え、受

入れに対する姿勢を含む“態勢”を再構築」と掲げ、

また、具体的な数字として「救急車受入台数2,000

台超」を目指した。なお、当ＷＧ内での主な取組

みは 2つ、①各種課題の検討対策として、「受入

方針」「人員体制」「検査体制」「ベッド運用」に

大別し着手、②救急車断り事例を分析した上で「断

り件数/主な断り要因」などを確認した。

①各種課題の検討対策

「受入方針」

▪かかりつけ患者の基準を設定し原則受入

当院ではかかりつけ患者の基準が設定されてお

らず、救急要請時に救急隊と救急要請を受けた

病院職員の間で認識の齟齬が生じていた。その

ため、この基準を「半年以内に２回以上の受診

歴/当院での手術歴」と設定した。これにより

救急要請時の受入可否判断や事前の情報収集が

スムーズになり時間短縮に繋がった。

▪消化管出血症例や整形外科症例の受入体制を整

備

消化管出血症例では、受入不可の理由に専門

外、ショックバイタルなど、患者の安全面を優

先する断りが多かった。また、整形外科症例で

は、市内に整形外科医師の当直している救急病

院が少なく、この救急搬送が長年の課題とされ

ており、当院においても、緊急手術・処置は難

しいものの、できる範囲で貢献したいと考えて

いる。そのため、これらの受入体制の整備を進

め、それぞれ「消化管出血症例・異物誤飲への

対応とオンコール体制について」、「大腿骨頸部・

転子部骨折疑い症例への対応について」の書面

を作成した。

当院の夜間・休日の救急医療体制は 7割が非常

勤医師であるため、これら書面の説明を進め、

緊急内視鏡体制については市内および近隣地区

の救急隊へ説明した。

結果、当院には血液製剤の保存がないため

ショックバイタルの受入れは難しいが、専門外

を理由とする断りは減少し、また整形外科症例

の断りも減少した。

「人員体制」

▪夜間・休日の緊急手術体制を整備し麻酔科医を

手配

夜間・休日に緊急手術が発生した際、麻酔科医

の手配が困難なため転院搬送をするケースが散

見されていた。これを解消する取り組みとし

て麻酔科医専門の人材紹介サービス「アネナ

ビ」が運営するDr.Expressの導入と非常勤オ

ンコール医を手配した。

当院が行える緊急手術は、虫垂炎、消化管穿

孔、絞扼性腸閉塞などの消化器疾患が主であ

り、Dr.Expressを活用した場合でも約1時間後

には緊急手術を開始することができる。

▪日中の外科救急担当医を明確化

当院は救急科や救急医がいないため、一般診療

と並行して救急搬送患者の診療を行っている。

救急要請は看護師が受けているが、外科救急の

際はどの医師へ受入確認をしたら良いか判断に

迷うケースが多く、また、救急隊への受入可否

の返答に時間を要していた。

そのため、時間帯ごとに担当医を配置し、担当

医が対応困難時は副院長、病院長にまで受入確

認をする方針とした。

結果、看護師は受入確認をしやすい体制とな

り、救急隊への受入可否の返答時間短縮にも繋

がっている。
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「検査体制」

▪夜間・休日の緊急検査項目拡充

当院の夜間・休日の救急医療体制では救急当番

日以外の当直帯は臨床検査技師が不在のため看

護師と放射線技師が協働して血液検査を行って

いる。その中で転院搬送時の判断基準になる検

査項目「Dダイマー」は当直する医師より追加

の要望があったため、看護師・放射線技師でも

実施できるよう体制整備を進めた。当初、放射

線技師の本来的な業務である撮影・読影に支障

をきたすのではないかと懸念されていたが、こ

の検査方法をマニュアル化したこともあり、懸

念されていた問題は解消されており、Dダイ

マー追加後も問題なく運用できている。ただ

し、当院はMRIを有しておらず、心臓血管外科、

脳神経外科症例を積極的に受入れることができ

ないため、当直帯で疑い症例を受入れた場合で

も、検査数は月2件程度である。

▪遠隔CT読影補助体制の整備

当院では、放射線技師長による読影レポートの

作成を行っているが、これが当直する非常勤医

師に周知されておらず、救急要請時には専門外

を理由として断る事例があった。そのため、消

化管出血症例や整形外科症例の受入れを先生方

に依頼していることもあり、診断や判断に迷う

際に活用することを非常勤医師へ説明した。ま

た、必要に応じて当直中の放射線技師がその都

度異常所見の報告を行っている。

「ベッド運用」

▪新たに空床カンファレンスを開催

以前までは病棟・外来間で空床情報が正確に共

有されておらず「ベッドなし」として救急車を

断る事例もあった。これを解消するため、新た

に空床カンファレンスを開催し、平日と土曜日

の夜勤開始前に病棟・外来看護師、事務が集い、

空床情報の把握と臨時の転棟・転室プランの共

有を行っている。電子カルテ上には反映されな

い転棟・転室予定、予約入院でのベッド確保な

どが可視化されたことにより「ベッドなし」の

断りは減少し、また病棟・外来間で円滑な入院

受入にも繋がっている。

②救急車断り事例の確認

▪救急車断り事例一覧（表2参照）で断り状況を

分析した上で、「断り件数／主な断り要因」な

どを確認し新たな検討課題の洗い出しを行っ

た。

2023年１月～ 12月の救急要請件数は約160件～

280件であり、そのうち断り件数は約30 ～ 100

件、受入率は平均73％である。新型コロナウイ

ルス感染症による院内クラスターが発生してい

た期間、病床高稼働の影響もあり、断り件数は

大きく変動するが、主な断り理由は、専門外

（30％）、ベッドなし（2％～ 12％）、患者対応

中（10％）、高次医療機関へ（7％）などである。

当院はMRIを有しておらず、また、心臓血管

外科や脳神経外科領域の専門的な治療が必要と

予測される症例の受入れは難しい。一方で、一

般内科・外科症例の救急患者を幅広く受入れて

おり、市外の近隣地区からの救急依頼も以前ま

では 10％程度だったが、現在では 20％～ 25％

を推移していることから、地域からの需要も高

いといえる。また、24時間緊急内視鏡体制を強

みとしているため、消化管出血症例の断りに対

する検討対策には特に注力し、できるだけ断ら

ないよう受入方針の構築、柔軟なベッドコント

ロールを行っている。
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【結果】

これら取組みを通し、救急車受入台数は 2022

年1,668台→2023年1,928台（表３参照）へと増加

した。さらに 2024年5月末に発出された地域医

療体制確保加算の訂正通知にて、集計期間が、1

月～ 12月から 4月～ 3月へと改定された。これ

に伴い 2023年1月～ 12月は 1,928台としていたが、

2023年4月～ 3月では 2,001台となり、目標達成に

繋がった。また、結果として地域医療体制確保加

算の算定も可能となった。

表２

表３
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【結語】

当院の前身は、先代の病院長が開業した有床診

療所だった。夜間も含め救急車を受入れ時間外診

療を行っており、当時からかかりつけ患者を大事

にし、地域の救急医療を担ってきた“歴史”があ

る。10数年前に大和市と近隣地区で幾つもの病院

が救急受入を辞めてしまい、地域の救急医療が崩

壊しかけた時期もあったが、その中でも当院は救

急受入を継続し地域に貢献し続けてきた。救急隊

や近隣の病院・クリニック、地域住民からは、当

院が今後も救急医療を担い続けることを期待され、

それが“役割”でもある。2015年には「年間の夜

間休日の救急搬送750台以上」という要件を充足

し、県内5番目の社会医療法人として認定を受け

た。経営的メリットがある一方で、充実した医療

職員や設備を整えて、夜間休日の救急医療を担い

続ける“使命”がある病院でもある。

このような背景もあり、今回救急WGを創設し

救急受入態勢を再構築したことによって、病院全

体で協力し合う組織へと改善し、救急車受入台数

増加にも繋がった。これは地域医療への貢献を基

に取組みを進めてきた成果といえる。また、前述

のとおり「当院の救急医療における歴史・役割・

使命」については職員全体の気運を高めるために

も、2023年4月の朝礼にて病院長より救急WGの

取組みや救急医療に対する思いが示され、併せて

電子カルテにも内容を掲出した。

大和市の救急出動件数は令和5年で約14,000件

とされており年々増加している。この状況も踏ま

えて、今後、受入態勢の継続的な評価と改善を行

い、地域の救急医療を支える病院としての役割を

果たし続ける必要がある。
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【目的】

当院、頭部CT検査ではノンヘリカル撮影とヘ

リカル撮影が可能ですが第一選択をノンヘリカル

撮影としている。理由としては、ヘリカル撮影に

比べ、画像再構成がなく時間がかからない点が挙

げられる。ノンヘリカル撮影では寝台に患者が仰

向けで寝ている状態から患者の眼窩中心と外耳孔

中心を結ぶOM線に合わせるように、CTのガン

トリーに傾斜をかける。この傾斜角度は、頭の形

状や、顎が挙上しているかどうかにより患者ごと

で異なっている。具体的には患者のOMラインの

角度が異なる原因として、患者の寝る姿勢が関係

している。椎体の圧迫骨折等で背骨の変形がある

と角度に大きく影響を与えると考える。今回はこ

の傾斜角度によって患者が受ける実効線量に差が

生じるのか、また被ばく低減を考えた上での最

適なポジショニングの検討を行った。当院のCT

装置は、シーメンス社の 16列CTを使用。撮影条

件について、管電圧130ｋｖ、スキャンタイム30s、

ｍＡｓ値は 300mAs（CT-AECは使用せず）。

【方法】

ノンヘリカル撮影を行った患者100例を集計し

た。

そこから当院にある被ばく線量管理ソフト（ラ

ドメトリックス）を用いてガントリー傾斜角度と

実効線量を求めた。傾斜は、頭部方向への傾斜

を−方向　下顎方向への傾斜を+方向。実効線量

として、水晶体と甲状腺および唾液腺の線量を求

め、そこからガントリー傾斜角度が実効線量に影

響を与えるか検討を行った。集計を行ったガント

リー傾斜角度の範囲は、−10°〜10°とした。理

由として当院の撮影の約７割がこの範囲で撮影さ

れていた為である。次に、もう一つの方法とし

て、ガントリー中心位置からの距離についても検

討を行った。寝台水平方向ｘ軸方向、寝台垂直方

向をｙ軸方向とし被写体の中心からのズレがガン

トリー傾斜角度と実効線量に影響があるか検討を

行った。

頭部ガントリー角度と被ばくについて

◎敦賀 亮太
医療法人社団協友会　金沢文庫病院　放射線技師　放射線科

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）9
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【結果】

水晶体実効線量は、傾斜角度が０±２°の範囲

で最も低下し実効線量と傾斜角度に相関関係は

認められなかった。最大値：93.3mSv・最小値：

86.1mSvであった。（図１参照）

甲状腺実効線量は傾斜角度+方向に行くほど

線量は高くなり正の相関が認められた。最大値：

8.8mSv・最小値：4.5mSvであった。（図２参照）

唾液腺実効線量は傾斜角度０°で最も低下した。

実効線量と傾斜角度に相関関係は認められなかっ

た。最大値：73.1mSv・最小値：60.8mSvであった。

（図３参照）

図１　水晶体実効線量とガントリー傾斜角度

図２　甲状腺実効線量とガントリー傾斜角度

図３　唾液腺実効線量とガントリー傾斜角度



一般演題（口演発表）132

次に中心からのズレについては、被写体中心と

ガントリー中心位置ではX方向・Y方向において

ガントリー傾斜角度とそれぞれの実効線量に相関

関係はなかった。

【考察】

水晶体・唾液腺実効線量では、ガントリー傾斜

角度がかかる事で被写体へｘ線が斜入され、傾斜

角度が０°の時に比べて照射される面積が増えた

ことが影響していると考える。また甲状腺実効

線量が-方向への傾斜をつける事で下がったのは、

−方向に傾斜をかける事でX線照射野と撮影範

囲から甲状腺が離れた為と考える。同様に+方向

では近づいた為、線量が高くなったと考えられる。

今回、得られた結果ではOM線を傾斜角度０°に

合わせる事で水晶体および唾液腺の実効線量が低

下した。よってOM線が傾斜角度０°に近づける

ようポジショニングを行うと良いと考える。円背

姿勢の患者でもOM線が傾斜角度０°に近づくよ

うに補助具の使用や腰の位置を上げポジショニン

グを行うといいと考えられる。また、今後はヘリ

カル撮影においてもOM線０度に合わせる事で実

効線量に変化があるか検討を行う。

参考文献
１）標準　Ｘ線ＣＴ画像計測学　日本放射線技術学
会　監修）　市川勝弘・村松禎久　共編
２）Ｘ線ＣＴ撮影における標準化～ＧＡＬＡＣＴＩ
Ｃ～（改定2版）放射線医療技術学叢書
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相模原市透析災害対策協議会（相模原DD-net）５年間の成果
〜５年間の歩みと現在の課題〜

◎新美 文子（臨床工学技士）１）２）
　小俣 利幸１）２）	 細谷 広海２）　野田　雅顕２）　守田 憲崇２）　古平 　聡２）
　横山 敏幸２）	 片山 満代２）　伊藤えり子２）　中川 雅子２）　野口 文乃２）
　森下 将充２）	 青山 東五２）　竹内　康雄２）　櫻井 健治２）　鎌田 貢壽２）
　土屋 紗英３）	 安藤 　学３）　貴家　規雄３）

ＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院１）　相模原市透析災害対策協議会コアメンバー２）

相模原市健康福祉局保健衛生部医療政策課３）

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）10

【背景】

相模原市では約20年前から透析施設間での災害

対策連携を行う会の設立に向けて、有志の医師に

よって何度も試みたが設立までには至らなかった。

しかし、県・横浜市・川崎市・相模原市の四首長

懇談会で「透析災害対策」の話題が出たことを機

に、2019年に相模原市職員が市内主要透析施設の

医師のもとへ訪問し、「透析災害対策協議会設立」

に向けての相談があった。そこから医師、市職員

に臨床工学技士を加えたコアメンバーを選定し、

準備期間を経て 2019年12月に「相模原市透析災

害対策協議会（以下相模原DD-net）」を設立した。

翌2020年には神奈川県透析医会、神奈川県透析

施設協議会、神奈川県腎不全看護学会、神奈川県

臨床工学技士会の四団体が母体となる、神奈川県

透析危機対策協議会（以下KDC）が設立、県内

を５ブロック・12エリアに分け活動することに

なった（図１）１）。相模原DD-netは相模原・県央

ブロックの相模原エリア（図２）を担うことにな

り、現在はこの二つの活動（図３）を同時におこ

なっている。

図１　KDC組織体制
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【目的および方法】

相模原市および周辺地区の約3000名の透析患者

に対し、災害時の透析医療の円滑な運営とサポー

ト要請を行政に素早く受け入れてもらえる体制を

整えることを目的に、医師・臨床工学技士・看護

師・相模原市と共通の目標を持ち活動している。

５年間の歩みと現在の課題を報告する。

【結果】

５年間の成果の１つめは情報手段の確立である。

コアメンバー、全職種の施設代表者のメーリング

リストの作成、コアメンバーと技士コアメンバー

のLINEグループの作成、また災害時にでも情報

発信できるよう、ホームページ掲示板の作成をお

こなった。

２つめは、ホームページの開設である（図４）
２）。災害時掲示板のほか、掲示板に書き込む際の

図２　KDC相模原・県央ブロック 相模原エリア体制

図３　会の活動
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マニュアルや、大規模災害時の支援情報、また透

析の関連団体や相模原市の情報など、災害時に特

化した関連リンクを載せ素早くアクセスできるよ

うにした。掲示板についてはEMIS・DIEMAS・

日本透析医会災害時情報ネットワークではできな

い、細かく伝える手段としてコメントを書ける仕

様にしている。

３つめは、災害時における透析医療確保のため

の市内透析施設災害対策アンケートの実施である。

内容は施設の基本情報をはじめとし、施設用水関

連、電気設備関連、透析装置情報、医療材料・医

薬品、備蓄量、また通信設備情報や支援情報に関

する52項目の設問を設けた。集計した結果はデー

タではなく紙媒体（図５）で各施設に郵送した。

通常、自施設の詳細な情報を公にすることははば

かられるが、この会の施設に限定したこと、そし

て理解が得られたことで情報を共有できたと感じ

る。

 

図４　ホームページ

図５　アンケート結果用紙
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４つめは、相模原市災害時保健医療調整本部訓

練の参加である。市の方に声をかけていただき、

2023年１月に初めて参加。相模原市災害時保健医

療調整本部は、設置基準に満たした際に相模原市

保健所に設置される（図６）３）。相模原市災害時

保健医療調整本部が神奈川県保健医療調整本部と

いかに連携を取り、情報を伝えることができるか

が重要だと感じた。

図７３）は相模原市災害時保健医療調整本部の

組織図である。5つのグループに分けられ、透析

患者の対応は医療政策課が担う医療を中心に取り

組む医療救護グループに属す。そして各グループ

にはリエゾンと呼ばれる情報連絡員がおり、リエ

ゾンはフランス語で、「連携・橋渡し・つなぐ」

という意味がある。このリエゾンが被害状況や支

援ニーズを把握しグループに伝え、またその結果

をフィードバックし、各施設へ連絡・調整をおこ

なうという非常に重要なポジションであると感じ

た（図８）。

   

図６　災害時保健医療救護体制図

図７　相模原市災害時保健医療調整本部組織図
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５つめは、2024年９月28日に行われる「令和6

年度大規模地震時医療活動訓練」の参加である。

今回も市の方より協力依頼を受け、医療関係団体

の１つとして初めて参加する。

６つめは、訓練の同日に開かれる「地域災害医

療対策会議」に参加。発災から 24時間経過後の

保健・医療・福祉活動の情報共有を行う会議とな

り、こちらは初めて医療団体の 1つとして参加す

る。

【考察】

５年間の活動を経て、大規模災害時に相模原市

保健所に設置される「相模原市災害時保健医療調

整本部」と「透析災害医療」がいかに連携できる

かが今後の鍵であることを理解した。

2023年に相模原市災害時保健医療調整本部の訓

練に初めて参加し、行政や医師会に存在をアピー

ルすることができ、それは、透析施設同士だけで

おこなっていた透析災害対策の「小さい輪」から

「相模原市医療全体の大きい輪」の一部になるこ

とができた。しかし課題もいくつかあり、早急に

取り組む問題として、「大きい輪」の中では「透

析医療」そのものがあまり理解されていないこと

がわかった。そのため、行政の関係各部署や関係

団体に対し、透析医療について理解を深めてもら

うために個別訪問やアピールが継続的に必要なこ

と、また実際の大規模災害時に保健所に設置され

る災害時保健医療調整本部にリエゾン派遣（災害

支援活動）に行く際の「体制」と「ルール」作り

が急務である。

今後も「大きい輪」の中で機能できる体制を整

え、「小さい輪」から「大きい輪」への素早い連

携が図れるよう活動していきたい。

引用元
１）神奈川県透析危機対策協議会ホームページ
https://kanagawa-dc.jp/index.php/outline
２）相模原市透析災害対策協議会ホームページ
https://sagamiharadd- net.jp/
３）作成者 相模原市健康福祉局保健衛生部医療政策
課

図８　訓練参加風景
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【はじめに】

2019年より「働き方改革」が導入され、社会全

体で長時間労働の是正が行われている。

一方で、当初は建設業・運輸業・一部の製造業・

医業など人々の生活や健康に直結する企業の一部

業種については労働時間制限が猶予されてきたが、

現在はすべからず働き方改革の対象となっている。

また、医療業界では働き方改革以前より医師の

労働時間が社会問題となっており、労働時間を含

め様々な問題の解消のためタスクシフトが推進さ

れてきた。

そのなかで医師・看護師などの専門医療職のみ

ならず事務職員のあり方も変化し、受付・会計・

レセプト、といった従来から存在するいわゆる「一

般事務職」と別に、医師事務作業補助や医療秘書

の様に医療職を直接サポートする職種も増えてい

る。

日々医療職と協働するなかで、ライセンスを持

たない我々が専門職種とどう関わるべきか、他業

種の経験も踏まえたうえで自分自身の矜持として

いることを共有したい。

【事務職員に求められる技能や働く場所の変化】

前述の通り事務職員の職種も増え、これに伴い

必要な技能も変化していった。

今までは受付や会計などの患者応対に必要なソ

フトスキル、レセプトに必要な診療報酬に関する

知識やOAスキルが求められていたが、これに併

せて医療知識の習得や、患者の病状に対する理解、

専門職種の具体的業務内容の理解も必須となった。

また、これに合わせて、我々事務職員の働く場

所も従来のカウンターの中や待合室・事務室から

診察室や処置室など診療現場に近い場所へ広がっ

ていった。

その中で事務作業をサポートすることは当然と

しても、実際の医療現場では単なる事務作業に留

まらないことも多い。

なお、当職は「医師事務作業補助者」と、夜間

休日の「事務当直」の管理を担っており、特にこ

の２職種について掘り下げていく。

【当院での医師事務作業補助者の業務】

医師事務作業補助体制加算は、勤務医の負担軽

減を目的として 2008年度診療報酬改定で新設さ

れた。

当初25対１が最上位加算であったのに対し、現

在では 15対１、20対１が設けられていることや、

診療報酬改定のたびに連続して点数が引き上げれ

ていることから、その必要性が認められていると

同時に経営的視点からも導入する医療機関が増え

ているのではないかと推察する。

当院での医師事務作業者（当院ではメディカル

クラークと呼称しているため、以下MCと記載す

る）の業務は大きく分けて２つに分かれ、主に事

臨床部門に属する事務職員としての医療職との関わり方

◎柴田 里志
社会医療法人三栄会　中央林間病院　事務部・メディカルクラーク室

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）11
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務室で行う業務と、診察室で行う業務である。

事務室で行う業務は、各診断書・各意見書・診

療情報提供書・返事状など医師が記載する書類の

代筆や各医学会での症例登録等を行っている。ま

た、医師・看護師等からの連絡を受け、処方や指

示の追加など電子カルテ上のオーダー代行を行っ

ている。

診察室での業務では診察の準備から始まり、医

師に帯同し診療録や検査・処方のオーダーの代行

入力、検査説明、疑義照会の対応などを行う。

特に診察に帯同する場合、診療科や医師により

サポートが必要な範囲に幅はあるものの、リアル

タイムで医師の記載を代行する際は各診療科に特

化した医療知識が無いと難しいであろう。

また、医師・患者・MCの三者で行われる外来

診療では、単に事務作業の補佐に留まらないこと

も多い。患者の介助が必要な場面や、バイタル測

定を行うこと、場合によってはMC自身が事前問

診を行うこともある。患者の病態や医師からの指

示を正しく看護師に伝えることが必要な場面もあ

る。

こういった業務を、“単に作業として行うこと”

と“患者の病態や治療・検査の必要性、医師ごと

の独自性を正しく理解している状態で行うこと”

では、医師への貢献度や医療の安全性に対しどち

らが優れているかは火を見るより明らかであろう。

【当院での事務当直の業務】

　当院での事務当直は、受付・会計・電話対応

などに加え、必要に応じてトランス補助やベッド

メイク、処置の一部介助など看護補助業務に類似

する作業を行うことも多い。

また、夜間休日の通常診療時間外が勤務時間で

あるため、電話対応のうちそのほとんどが救急受

診の相談である。

電話で受診相談を受けた際は、医師や看護師な

どの医療職へ応需可能か相談は行うものの、正し

く患者から病態や怪我の程度を聴取する必要があ

り、こちらも救急医療に対して造詣が深い者とそ

うでない者では明らかに対応に差が生じてくる。

なお、当院での時間外の救急対応は、医師・看

護師・技師・事務がそれぞれ 1名で担っている（地

域の救急輪番日は 2名ずつ）。

少ない人数で臨んでいる環境であるため業務が

クロスオーバーすることも多く、「事務員だから」

という理由で深く診療に係ろうとしない人間が

やっていける程甘い世界では無いことは、本紙を

お読みの皆様にはご理解頂けるであろう。

【これらの現状を踏まえた考え方】

ここまで、当院の一部の事務職員の業務紹介と

共に、我々事務員が医療知識を身に着け、直接部

門の中に入って仕事を行う必要性を記載してきた。

ここからはそれを実践するための“考え方”で

ある。

医療に関する知識を深め続けることの必要性の

根底には、医療職を同じ職場で働く“同僚・仲間”

としてのみでなく、“顧客”としても捉えること

が重要だと考える。

通常一般産業では、どの企業においても顧客（自

社の商品やサービスを購入してくれている、また

は購入したいと考えている人）の満足度を上げる

ために、自社の製品やサービスをより良いものに

進化する様邁進している。

それにより自社製品を購入する機会や人が増え、

自社に“カネ”を落としてもらうことで企業の利

益・成長に繋がるからである。

病院の顧客は患者である訳だが、前述の通り「顧

客」=「医療職」、「製品・サービス」=「自分自身」

と置き換えることで、我々が医療を理解し医療職

のために研鑽する必要性が見えてくるのではない

だろうか。



一般演題（口演発表）140

また、医療職が働きやすい環境を提供すること

で間接的に病院の顧客である患者満足度の向上も

期待できると考えている。

（医療法人と株式会社などの営利法人では利益

に対する考え方・用途は異なるものの、組織の維

持・発展、医療の質の向上には利益が必須である。）

【まとめ】

これまで事務職員が医療知識を習得し、医療職

と対等に対話ができる様研鑽することの必要性を

述べてきたが、当然ながら医療職の方々は厳しい

入学試験や国家資格取得を経て、臨床で研鑽を積

んできたプロフェッショナルである。

プロフェッショナルと対等になろうということ

は烏滸がましく聞こえるかも知れない。

そこで臨床の場でノンライセンスの事務職員が

医療職と協働するうえで、我々が矜持としている

ことをお伝えし文末とする。

・職種の壁をなるべく意識せず、必要なことはな

るべくやる。やりすぎくらいがちょうど良い。

しかし医療法・医師法・保助看法・施設基準等

で定める不可侵領域には決して立ち入らない。

・特に医師といる時間が長くなると、多くの人か

ら頼られることが増える。

頼られることが増えると、人は偉くなったと勘

違いする。決して偉ぶらず、彼ら彼女らより偉

くなったと勘違いしない。

・日々命を救うために奔走する、プロフェッショ

ナルを尊敬する。
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【はじめに】

本年発生した能登半島地震を始めとする大規模

災害が昨今頻発しており、今後南海トラフ地震の

発生も予想されている。当院は地域密着型の病院

として二次救急指定を受けており、災害時には入

院患者や外来患者の対応だけでなく、横浜市の災

害病院としての役割も果たしていく事が求められ

る為、災害時に職員1人1人が不安なく対応できる

ようにH26年から実施しているトリアージ訓練に

ついて報告する。

【取り組み方法】

１．対象：医師や研修医も含む全部署

２．期間：平成26年より訓練開始

３．方法：グループ内看護学生の参加

トリアージ本番に向けて約1ヶ月かけて１）～

３）の方法で訓練の練習を行った。

１）トリアージの内容把握を目的とした講習動画

の配信

トリアージ訓練の参加者は新入職員や未経験

職員が多いため、トリアージとは何か、どうい

う内容で行うのか、災害時における当院の役割

や立ち位置はどうなっているのか等の内容を医

師や救急救命士が説明を行う動画を配信し、基

礎知識を得た上で実地訓練に臨んでもらう。

２）訓練本番に向けた実地訓練の実行

動画視聴で基礎知識を付けた上で、実地訓練を

実行する。

実地訓練では対策本部、ファーストエリア、

緑エリア、黄色エリア、赤エリア、黒エリアの

合計6か所のブースを設置し、ブース内で指示

役や搬送係、伝令係等に分かれて与えられた役

割を全うする。

３）IMSグループ看護学生の参加

訓練当日には（被災者）患者役として怪我等

の特殊メイクを全身に施したIMSグループ内

看護学生に参加してもらう事によってより臨場

感のある訓練を実施する。

【結果】

コロナ流行ピーク時の１年間は訓練の開催が出

来なかったが、平成26年から令和５年まで９年間

実施、毎年100名程の職員が訓練に参加し、有事

の際の行動訓練に努めることが出来た。また実地

訓練を重ねる事で、それぞれの行動にかかる時間

を短縮し、効率的に行動することが出来るように

もなった。更にはトリアージ訓練を通じてチーム

医療を実践するために医療人として必要な多職種

連携を醸成する事にも繋がった。

【考察】

いつ発生するかが分からない大災害、そして被

命をつなぐトリアージ

◎恵島 直也
医療法人社団明芳会　横浜旭中央総合病院　事務職

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）12
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災した時に職員が的確な行動を取ることが出来る

かはこれからも課題だと思われる。

それでも年に１回ではあるが毎年訓練を重ねる

ことで、横浜市の災害救急病院として地域に求め

られている当院の役割を果たすとともに、訓練経

験のある職員の行動は被災時に患者や近隣住民の

命を救う事に繋がっていくと考えられる。

また、今後の課題としては訓練に参加できな

かった職員にも訓練の内容の周知を図るため、実

地訓練の様子を動画にまとめ、ブラッシュアップ

し、院内共有サイト等にアップロードし全員が共

有できる環境を整えるように努めたい。

【結語】

平成26年から９年間実施してきたトリアージ訓

練は着実に１人でも多くの実務経験者を生んでき

たと考えられる。院内で災害時に的確な行動が出

来る職員を増やすことは、結果として患者や地域

住民を救う事に繋がる。当院はこれからも災害救

急病院として、命をつなぐトリアージを実施して

いきたいと考えている。
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【はじめに】

近年、検査結果の未確認による治療の遅れが社

会問題になってきており、病院機能評価機構等で

は臨床医の病理結果確認状況の把握が要求されて

いる。検査部門システムの変更を機に 2018年よ

り病理検査、画像検査は 2019年の厚生労働省の

通知を受け、2020年に画像所見見落としに関し多

職種で検討し、2021年より画像・検査の結果確認

状況の把握と、臨床医への連絡による確認推進へ

の取り組みを始め、2022年４月の診療報酬改訂を

期に報告書確認対策チーム（以下チーム）を発足

した。医療秘書科（医師事務作業補助部門）では

チームの役割内でRPAの活用も含め（特に病理）

以下の様な取り組みをしたので報告する。

【取り組み方法】

病理検査は組織診の手術検体のうち受付から

２ヶ月経過したもの、生検・細胞診は受付から１ヶ

月経過した良性判定以外全ての未確認所見を検査

部門が抽出する。そのデータと 2回目以降の未確

認情報を当科にて統合し臨床医師に催促を行って

いる。１回目の催促は紙媒体、２回目以上は電話

及びメールで催促を行う。４回目以降は該当の診

療科部長にも併せてお知らせすることで確認を促

している。

【結果・考察】

催促をおこなうことで、初回の臨床医の未確認

所件数は減少しており、最終的な未確認件数は現

在０件となっている。

さらに、催促までの作業効率を短縮するため、

検査部門よりデータを受け取り紙媒体で医師に催

促するまでの間をRPAとExcelマクロを併用し

自動化に努めている。

報告書確認対策における医療秘書科の取組み
〜ＲＰＡを取り入れながら〜

◎坂本 康代　　笠原 恭世　青山美佳子　鈴木 美穂　佐久間奈美　山田 真也
国家公務員共済組合連合会　横須賀共済病院　事務・医療秘書科

一 般 演 題（ 口 演 発 表 ）13
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「身寄りがなく判断能力が不十分又は喪失した人への入院中に行う
相談支援（ソーシャルワーク）に関するアンケート」についての報告

◎佐野 晴美（JCHO横浜中央病院　一般社団法人神奈川県医療ソーシャルワーカー協会会長）　
神奈川県医療ソーシャルワーカー協会「身寄りのない人への支援に関する実態調査」プロジェクトチーム
（福田 美香（東名厚木病院）	 髙橋 恭子（神奈川県立保健福祉大学）　

宮原 　学（横浜掖済会病院）	 石川 綾子（綾瀬厚生病院））　
神奈川県病院協会（会長　吉田 勝明　副会長　窪倉 孝道　常任理事　篠原 裕希）
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【はじめに】

神奈川県医療ソーシャルワーカー協会は、神奈

川県内の保健医療機関で働くソーシャルワーカー

の会で、会員の資質向上と地位の確立を図ると共

に、すべての人々の社会福祉の増進に寄与する事

を目的として創設された。主な事業は、研修・研

究事業をはじめ６事業を行っている。毎年、研修

事業の一つである「医療福祉講座」は、神奈川県

病院協会の後援や共催を頂き開催している（資料

１）。2021年度と 2022年度の「医療福祉講座」は、

身寄りがない人の急増にともない、「身寄りのな

い人への支援」をテーマにWEB研修を実施した。

資料１
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昨今、厚生労働省は、身寄りがないことを理由

に入院や入所の拒否がないよう求める通知や通達

を出し（資料２）、さらに、身寄りのない人への

支援に関するガイドラインを発出している（資料

３）。

資料２

資料３

こうした通知・通達やガイドラインも踏まえ、

神奈川県医療ソーシャルワーカー協会と神奈川県

病院協会は、「身寄りがなくとも、安心して必要

な医療や福祉サービスを受けることができる」「判

断能力や家族関係がどのような状態となっても、

一人の個人としてその意思が尊重され、安心して

必要な医療や福祉サービスを受けることができ

る」神奈川を目指していきたいと考えている。し

かし、2021、2022年度の医療福祉講座「身寄りの

ない人への支援」研修では、実際の支援で医療機

関やソーシャルワーカーは大変苦慮していること

が明らかになった。特に認知症や病気、障害によ

り「判断能力が不十分又は喪失した人」への支援

は非常に難渋しているのが現状である。

こうした現状を受け、神奈川県医療ソーシャル

ワーカー協会と神奈川県病院協会は、「身寄りが

なく判断能力が不十分又は喪失した人への入院中

に行う相談支援（ソーシャルワーク）に関するア

ンケート」を実施した。本発表では、このアンケー

ト結果の報告と、結果から見えてきた課題に対す
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る今後の取り組みについて報告する。（本発表に

関連して開示すべきCOIは無い）

【目的】

身寄りがなく、認知症や病気、障害により判断

能力が不十分又は喪失した人（以下、「身寄りの

ない人」と表す）が増加しており、神奈川県内の

医療機関や医療ソーシャルワーカーから、こうし

た方への権利擁護、退院や経済的問題などへの支

援に困難を感じているとの声が多く聞かれた。そ

こで、その実態を明らかにするとともに、救済制

度創設等を提言するための基礎資料とすることを

目的としてアンケート調査を実施した。

【方法】

調査期間は、2024年３月中旬～５月31日。調

査対象は、神奈川県病院協会会員285病院で、各

機関の代表者１名の医療ソーシャルワーカーに、

2023年１年間の状況の回答を求めた。調査項目は、

基本情報、身寄りのない人の受け入れ、身寄りの

ない人の相談・支援、法定後見制度の活用、医療

費の支払いに関する 30項目とした。分析方法は、

単純集計とクロス集計を行い、自由記載について

は質的分析を行った。本発表は、単純集計とクロ

ス集計のみの報告とする。

【結果】

155機関から回答があり、回収率は 54.4％、有

効回答数は 154件であった。設問別に見ていくと、

「経営主体別」では医療法人が最も多く 65％（資

料４）。「医療法の病床区分別」では一般が最も

多く 114件、次いで療養57件。「医療法の医療機

能別」では急性期機能が最多で 88件、慢性期機

能が 50件、回復期機能が 39件（資料５）であっ

た。「身寄りのない人への入院中の支援について」

は、経験が有るとの回答は 93％、その内「身寄

りのない人への入院中の支援件数」は、1～ 10件

が47％、11～30件が35％と大半を占めていた（資

料６）。「身寄りのない人への入院中の支援内容に

ついて」（複数回答有り）は、回答が多かった順に、

自宅以外への退院、入院費等の支払い、生活保護

法、法定後見制度、自宅退院支援、であった（資

料７）。「入院中の身寄りのない人の預貯金等、資

産活用ができず困ったことがあるか」では、困っ

たことが有るが 91％、「困った内容について」（複

数回答有り）は、入院費の支払い、入所先の施設

確保、必要物品の用意、転院先の確保、の順に多

かった（資料８）。「資産活用で困った時に生活保

護申請支援をした経験について」では、生活保

護申請支援経験が有るが 79％。「生活保護の適用

になったかどうか」（複数回答有り）については、

預貯金や年金等の収入があり活用はできなかった

が生活保護適用にはならなかったが 50件あった

（資料９）。「資産活用ができず、生活保護にもな

らず入院費が未払いになったケースについて」は、

未払いケースが有るが 56％、未払いの件数は１

～５件が多く 71％、未払いの金額は 50万円以下

が 41％、51 ～ 100万円が 19％、101 ～ 300万円が

9％、300万円以上が７％であった（資料10）。「身

寄りのない人の法定後見制度の申立て支援につい

て」申し立て支援を行ったことが有る 85％、申

し立て支援の件数では、1～５件が多く、首長申

し立てが 62件と最も多い（資料11）。「身寄りの

ない人の法定後見制度の申立て準備から、成年後

見人等の選任（決定）までの期間について」は、

首長申し立てでは６カ月以上が最多である（資料

12）。「成年後見人等の選任（決定）まで入院費が

未払いだった件数」は１～５件が多く、「成年後

見人等の選任まで未払いだった合計金額」は 50

万円以下が多かった（資料13）。「成年後見人等が

選任（決定）される間の退院支援への影響につい

て」では、影響が有った84％、「影響があった内容」
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資料４

（複数回答有り）は、多い順に、入所先の施設確保、

医療費の支払い、転院先の確保、であった（資料

14）。「法定後見制度の申立て支援に関わった患者

の、申立て中の死亡について」は、申立て中に死

亡した人がいるが 25％、そのほとんどが医療費

は未払いで（資料15）、未払いだった合計金額は

50万円以下が多かった（資料16）。「回復期機能・

慢性期機能病院での身寄りのない人の入院受け入

れについて」は、入院受け入れを行っているが

94％で、77％が入院受け入れには条件が有ると回

答（資料17）。その「受け入れ条件」（複数回答有

り）は、回答が多かった順に「成年後見人等ま

たは任意後見人がいる」「医療費の支払いが可能」

「生活保護受給者」であった（資料18）。

資料５
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資料６

資料７

資料８
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資料９

資料10

資料11
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資料12

資料13

資料14
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資料15

資料16

資料17
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【考察・結論】

今回のアンケート結果から以下のことが言え

る。回答があった９割の病院で身寄りがない人へ

の支援を行っており支援内容は多岐に渡ってい

た。身寄りがない人は預貯金等の資産が活用でき

ず、医療費の未払いは６割近くの病院で発生して

いる。さらに、成年後見人等の選任に６カ月以上

と長期間かかることにより、医療費の未払いにつ

ながっていた。そのうえ、医療費の支払いの目途

が無い場合、急性期病院から、回復期・慢性期病

院や介護施設への転院等が困難になり、患者の状

態にあった医療・ケアを受ける権利や急性期病院

の機能役割が阻害される要因になっていることが

わかった。医療ソーシャルワーカーはこれらの解

決を求められている。しかし、制度や仕組みが不

十分なため、個々の医療ソーシャルワーカーや医

療機関の努力では解決困難である。

【おわりに】

上記で述べたことは、医療現場では大きな問題

である。これらの問題について、「身寄りがなく

判断能力が不十分又は喪失した人への医療等に係

る相談支援の問題解決案」として、神川県病院協

会と神奈川県医療ソーシャルワーカー協会で以下

のようにまとめた。

１．医療費等自己負担分の未払いに対する補填制

度の創設 

２．成年後見申し立て中に本人が死亡し、かつ相

続人が存在　しないことが明らかな場合は、相

続財産清算人手続に移行し、速やかな「未払医

療費・介護費用等の支払」を可能にすること 

３．成年後見制度中に、特定の行為に限定する「成

年保護特別代理人制度（仮称）」を導入し、速

やかな選任を可能とすること

このまとめを要望として、今年７月、神奈川県

病院協会が、国と神奈川県の令和７度予算の要望

書の中に記載し提出している。

今後も、神奈川県病院協会と神奈川県医療ソー

シャルワーカー協会は、身寄りがなく判断能力が

不十分又は喪失した人への医療等に係る相談支援

の問題解決に向け、協力して取り組んでいきたい

と考えている。

資料18
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① 一般演題（ポスター発表） 
 

災害が起きたとき医事課のやるべきこと 

 

◎遠藤 夕香里、金澤 陽子 

医療法人社団協友会 横浜鶴見リハビリテーション病院 事務・医事課 

 

【はじめに】 

災害発生時、医療機関における初動対応は非常に重要である。当院においての医事課は、休日など出勤者

が少ない場合、2名もしくは 1名で適切に行動することが求められ、その対応策に不安を感じる医事課職員

が多いと考えられる。 

災害時に医事課が行うべき具体的な対応策を整理し、初動対応における不安要因を軽減することを目指す。 

 

【目的】 

災害発生時に医事課が適切な初動対応を行うための具体的なアクションプランを構築し、医事課職員が

事前に対処方法を明確にしておくことで不安要因を解消する。 

 

【方法・取り組み】 

1. 医事課職員の災害対策に関する意識調査アンケートを実施 

2. 当院の「災害時医療救護実践マニュアル」を読み直し、医事課で必要な初動対応の項目をピックアップ

し、直面する可能性のある課題や問題点を抽出 

3. 不安要因に対処するための具体的な手順や情報を盛り込んだ「医事課災害時マニュアル」と「アクショ

ンカード」を作成 

4. 課内で情報を共有し、災害時の初動対応に向けたトレーニングを実施 

 

【まとめ】 

本研究では、災害発生時に医事課で行うべき必要な初動対応に焦点を当て「医事課災害時マニュアル」を

作成し「アクションカード」を活用した対応策の整備を行った。課内でのトレーニングを通じ、医事課職員

が災害発生時にどのように行動をするべきか明確にすることで、混乱を最小限に抑える一助となることが

期待されると考える。今後もさらなるトレーニングと検証を通じて災害発生時の初動対応をより効果的に

行える方法を模索していく必要がある。 

 

 

一般演題（ポスター発表）1



一般演題（ポスター発表）154

②一般演題（ポスター発表） 
 

災害時における情報伝達ツールについて  

～IP 無線アプリ活用の検討～ 

 

◎矢口 達也、松本 松圭、小原 澄子、菅野 浩、内田 力、五十嵐 祟、田中 小百合 

社会福祉法人恩賜財団済生会 済生会横浜市東部病院 事務・災害医療対策室 

    

 

【背景】 

当院で昨年度発生した災害(システムダウン/駐車場火災)及び災害訓練にて災害対策本部と現場との情報

伝達が上手く行かず、混乱を招いた。 

このことから、スムーズな情報伝達手段の確保に関する検討を行った為、報告する。 

【目的】 

災害時におけるスムーズな情報伝達手段の確保 

【方法】 

災害対策本部員及び各エリア長等が所有する病院貸与スマートフォンに IP 無線アプリ「buddycom」を導

入し、情報伝達がスムーズに行えるのかを検証した。 

比較対象は当院が被災した災害(システムダウン/駐車場火災)及び災害訓練での組織図作成までの所要時

間とした。 

【結果】 

システムダウン時の指揮命令系統確立までの所要時間は 60 分(主な連絡手段：PHS) 

 駐車場火災時の指揮命令系統確立までの所要時間 30 分(主な連絡手段：PHS/無線機) 

 災害訓練時の指揮命令系統確立までの所要時間は 45 分(主な連絡手段：PHS) 

 IP 無線アプリ使用時の指揮命令系統確立までの所要時間は 15 分であった。 

【考察】 

上記より、IP 無線アプリを使用した場合の指揮命令系統確立までの所要時間は平均 30 分短縮していた。 

PHS を使用したシステムダウン時及び災害訓練時の指揮命令系統確立までの所要時間と比較すると 37.5

分短縮していた。 

PHS では一人一人にそれぞれ個別で連絡を取る必要がある一方で、IP 無線アプリでは一斉連絡が可能な

点が所要時間短縮に繋がったと考えられる。 

また、無線を使用した駐車場火災時の指揮命令系統確立までの所要時間と比較しても 15 分短縮していた。 

無線を使用する際には一人一人に無線を配布する必要がある一方で、IP 無線アプリでは既に各人が所有

しているスマートフォンが「無線機」の代わりになるため「無線の配布」作業を省けた点が所要時間短縮に

繋がったと考えられる。 

また、IP 無線アプリではインターネット回線を使用する為、音質がクリアであり「聞き取りやすい」事、

そして「音声が自動的に文字として記録される」事が情報の錯綜を防ぎ所要時間短縮に影響したと考えた。 

【結語】 

本調査により、IP 無線アプリがスムーズな情報伝達手段の確保に有益である事が分かった。 
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③一般演題（ポスター発表） 

 

IT-BCP 対策への準備の取り組み 

 

◎和田耕一 

医療法人五星会 菊名記念病院 事務・医療情報システム室 

 

【背景】 

当院は神奈川県横浜市にある 2 次救急拠点病院で 2023 年の救急車搬送数 7,174 台

の受入を行う急性期病院である。2022 年度診療報酬改定では診療録管理体制加算の

見直しがあった。その段階ではまだ許可病床数が 400 床以上の保健医療機関を対象に

していたが、当院としては近い将来に向けて以下の準備の取り組みを始めた。 

その後 2024 年度診療報酬改定で許可病床数が 200 床以上の保健医療機関が対象と

なり、218 床の当院も待ったなしの状況になりさらに取り組みを進めていった。内容

は以下の通りである。 

 

【取り組んだ項目】 

① 専任の医療情報システム安全管理責任者を配置する。 

② 非常時を想定した医療情報システムの利用が困難な場合の対応や復旧に至るまで

の対応についての業務継続計画（BCP）を策定し、少なくとも年 1回程度、定期的

に訓練・演習を実施する。またその結果を踏まえ、必要に応じて改善に向けた対応

を行う。 

③ 非常時に備えた医療情報システムのバックアップを複数の方式で確保し、その一

部はネットワークから切り離したオフラインで保管する。 

 

また2022年の診療報酬改定から2024年の診療報酬改定までにあった以下の内容も

参考にして取り組みを行った。 

・2023 年 3 月 10 日 医療法施行規則の一部を改正する省令でサイバーセキュリティ 

を確保するために必要な措置を講じること 

・2023 年 5 月 31 日 医療情報システムの安全管理に関するガイドライン第 6.0 版公

開 

 

まず最初に取り組んだことは項目①「医療情報システム安全管理責任者の配置」であ

る。「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」では、情報セキュリティ対

一般演題（ポスター発表）3
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策に関する統制の実効性を確保するために、経営層がその役割を担うという事から今

回は経営層から病院長を医療情報システム安全管理責任者とした。 

次に考えた事は項目②「非常時に備えた医療情報システムのバックアップ体制の確

保」である。通常のバックアップは各システムのサーバから NAS（Network Attached 

Storage）にバックアップを保管していた。そのバックアップ処理とは別に USB ケー

ブルで接続された外付けのハードディスクを複数台用意して日々バックアップを手

動で差し替えるというアナログな方法でコストを抑えてオフラインバックアップを

保管する事にした。 

最後に項目③「非常時を想定した医療情報システムの利用が困難な場合の対応や

復旧に至るまでの対応」に取り組んだ。 

昨今でも病院に限らずサイバー攻撃の事例が続いていて、医療機関へのサイバー

攻撃があるとマスメディアにも大きく報道されることがある。サイバー攻撃を想定

する必要性を感じてはいたが、当院では今までシステムダウン時のシミュレーショ

ン訓練には定期的に取り込んでいたがサイバー攻撃を受けた場合のシミュレーショ

ン訓練は行っていなかった。今回は必要不可欠となってきていることから改めて IT-
BCP対策の準備を以下のように行うこととした。 

【方法】 

定期的に開催している電子カルテに関する院内の委員会（電子カルテ委員会）と

は別にワーキンググループを立ち上げた。参加者は看護部、医事課、総務課、画像

診断部、臨床検査科、リハビリテーション科、診療録管理室、医療安全管理室、医

療情報システム室と多職種から選抜した。 

 まずはシステム担当者よりサイバー攻撃を受けた場合のシナリオを作成してそれ

を基本に当院でサイバー攻撃を受けた場合の「人、モノ、情報」の動き方を書き出

したフローチャートの再確認を行った。 

 

図図①①  ササイイババーー攻攻撃撃用用 IITT――BBCCPP 対対策策作作成成ススケケジジュューールル  
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図図②②  ササイイババーー攻攻撃撃発発生生時時電電子子カカルルテテ運運用用チチャャーートト 

 

 

 

 

 

初動対応 

１ ベンダーに協力を依頼 

２ 被害拡大を防ぐ 

３ 対策本部を開催する 
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図図③③  対対策策本本部部かからら関関係係部部署署連連絡絡すするる場場合合のの連連絡絡先先のの確確認認 

 

 
 

対策本部から関係部署に連絡する場合の連絡先の一覧をリストアップしてまとめ

ておく。 

 

図図④④  診診療療方方針針のの確確認認  

  

・・診診療療方方針針（（外外来来、、入入院院、、手手術術、、救救急急）） 

 診療方針に基づく、患者・家族対応、転院等の措置、 

 投薬・検査記録の収集 

 

 
 

・・ホホーームムペペーージジ等等ででのの情情報報発発信信 

 病院の状況や患者自身が所有する診療情報（お薬手帳や検査データ等）をできる

限り持参するよう、ホームページや SNS を通じて発信 

 

 

 

 

 

図図⑤⑤  シシスステテムム対対応応方方針針  

 

図図⑥⑥  侵侵入入防防止止にに向向けけたた対対策策 

 
 

図図⑦⑦  被被害害拡拡大大をを防防ぐぐたためめののネネッットトワワーーククのの切切断断方方法法 
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図図⑤⑤  シシスステテムム対対応応方方針針  

 

図図⑥⑥  侵侵入入防防止止にに向向けけたた対対策策 

 
 

図図⑦⑦  被被害害拡拡大大をを防防ぐぐたためめののネネッットトワワーーククのの切切断断方方法法 
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【考察と結論】 

今回第 1回の IT-BCP 対策訓練としては平日の日勤帯にサイバー攻撃が起こった場

合を想定したシナリオを作成して机上でのシミュレーションを行った。しかし実際

にはサイバー攻撃はいつ何時起こるかは想定することが難しい為、今後は時間外、

休日含めた対策を作る必要があり同時に院内にも周知していく必要がある。今まで

システムダウン時の紙運用のマニュアルの作成及びシミュレーション訓練は行って

いたがサイバー攻撃対策としてのマニュアルは存在しなかった。 

 今回改めてサイバー攻撃を受けた場合にどういった事を行う必要があるかを検討

することにより通常のシステムダウン時とは違った運用マニュアルが必要なことが

改めてわかった。 

 本来であればマニュアル作成後はシナリオを作成してサイバー攻撃対策のシミュ

レーション訓練を行う必要もあるが、当院は 2025 年 3 月１日より電子カルテベンダ

ーを変更する事になっており、新しい電子カルテではペーパーレス化の推進や新し

いシステム導入も行う為、シミュレーション訓練は新しい電子カルテ稼働後に行う

事とした。 

 しかしながらサイバー攻撃の可能性は今の電子カルテでも十分考えられるので、

日頃から職員に対しては情報セキュリティ研修を行い、ネットワーク機器に対して

は脆弱性の情報収集と必要であれば対策を行い、サイバー攻撃を想定した IT-BCP 対

策のマニュアルの更新にも引き続き取り組んでいきたい。 
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④一般演題（ポスター発表） 
 

救急・集中治療診療の並列診療に対する重症患者管理ツール 

iBSEN の有用性の検討と災害医療に対する今後の展望 

 

◎小川 史洋（医師）1、大井 康史 1、佐藤 公亮 1、本澤 大志 1、佐治 龍 1、 

山﨑 敦子 1、出井 真史 2、高木 俊介 2、竹田 美希 2、竹内 一郎 1 

1 横浜市立大学附属病院 救急科 2 横浜市立大学附属病院 集中治療部 

 

 

【目的】 

2024 年 4 月より施行されている医師の働き方改革は、労働時間の適正化及び夜間休日の医師数削減など

の影響で一般診療のみならず、救急診療・集中治療を要する重症患者への対応に影響していると考えられる。

その一方で、一般診療・救急診療に関しても、従来通り診療の質を保つことが課題である。今回、重症患者

管理ツールを用いた重症患者モニタリングによる救急診療と集中治療の並行診療の質を保つことが可能か

どうかを調査することを本研究の目的とした。 

 

【対象・方法】 

当院救急集中治療部医療スタッフ 25 名を対象とし、重症患者管理ツール iBSEN を使用し、その使用感・

満足度および今後の課題についてヒアリングシートを用いたアンケート調査を行う。 

 

【結果】 

有効回答数は 22 名(回答率 88%、医師 12 名、看護師 10 名)であった。ツールの操作性・使用感は平均

3.8/5.0 点、セントラルモニターやバイタルサイン連動電子カルテの閲覧頻度への寄与度は 3.0/5.0 点であ

り、患者ベッドサイドへの訪問回数の軽減(23%)など通常業務との差はなかった。一方、80%の回答者がネッ

トワーク環境やデータ反映速度に改善の余地があると考えられた。 

 

【考察】 

重症患者管理ツールは高い操作性を示したものの、現状では業務効率化への直接的影響は限定的であっ

た。しかし、システムの改良により、働き方改革への貢献度向上が期待される。さらに、本ツールの災害時

における地域医療連携への応用可能性が示唆された。今後は、データ反映速度の向上と取得情報の最適化を

図り、平常時および災害時双方での有効活用を目指す。 
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⑤一般演題（ポスター発表） 
 

当院検査科の災害対策への取り組み 

 

◎難波 真砂美、森崎 優也、中村 典彦、徳山 宣 

国家公務員共済組合連合会 横須賀共済病院 臨床検査技師・中央検査科 

 

【はじめに】 

日本では自然災害の発生が非常に多い。今年も 1月 1 日の石川県能登半島地震に始まり、林野火災や大雨

被害が各地で起き甚大な被害を出しており、人為災害も常に起きる可能性がある。いつ起こるかわからない

災害に対し病院の検査室として臨床検査技師として、何が必要なのか、また何が出来るのかを考えながら取

り組んできたことについて報告する。 

【方法】 

1）患者・スタッフの安全を確保すること、 

2）検査を止めないためにするべきこと、 

3）病院スタッフとしてできること、3点について取り組みを行ってきた。 

【結果】 

当院検査科は 2008 年より「災害対策委員会」を立ち上げ活動を行ってきたが、2011 年東日本大震災や

2019 年大型台風の接近などの経験を経て、より実践的な内容にするべく検討してきた。 

各取り組みについては 

1）災害時の初期対応としては「院内災害医療マニュアル」に則し「自身の安全確保➡周囲の安全確認と

救出・援護」を行うことになる。安全を確保するために、設備としては検査科として非常持ち出し袋の設置、

転倒や移動を防ぐ機械のストッパー活用促進、ストッパーの無いものに対して台車用ストッパー購入設置、

また病理標本棚や本棚などの落下防止対策をとり通路確保に備えた。スタッフの行動としては検査科内で

の各部署の専門性を踏まえた防災訓練を毎年実施し、各自が認識を持てる様にしている。 

2)緊急時に必要な検査項目について救急科医師に相談するとともに各部署で検討し緊急時項目を決定、

検査項目対応機器に対し施設課の協力を得て非常用電源確認を行った。また検査科システムに対する「停電

時ＬＩＳマニュアル」「災害時ＬＩＳマニュアル」、夜間宿日直時の対応として「宿日直時停電マニュアル」

を作成し、災害時の検査に備えている。更に出勤できないスタッフが多数時のシミュレーションを各部署で

行い、コロナ禍においても同様の想定見直しを行った。 

3）災害時に病院スタッフとして具体的な行動が明確になるように、トリアージエリアでのスタッフの動

きを多職種で検討した。 

【まとめ】 

災害時対策にはマニュアルと訓練が必要であり出来るだけ取り組んできたが、それらを繰り返し見直し

ＰＤＣＡサイクルを回していくことが重要であると考える。また今後は更にＰＯＣＴ対応機器・試薬の考慮、

電源確保が困難である場合の対応を具体的に検討していくことが課題である。 
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⑥一般演題（ポスター発表） 
 

新人理学療法士の早期稼働を目指した取り組み 

 

◎加賀谷 美紀、佐伯 まどか 

医療法人社団協友会 横浜鶴見リハビリテーション病院 

理学療法士・リハビリテーション技術科 

 

【はじめに】当院は回復期病棟、療養病棟を各 114 床有しており、毎年十数名の新人理学療法士が入職をし

ている。しかし、入職直後の安全なリハビリテーションの提供や卒後教育の指導内容が臨床に活かされてい

ない点が課題であった。また、昨今の COVID-19 の影響による養成校教育の対応や日本理学療法士協会によ

る診療参加型臨床実習への移行、厚生労働省による国家資格の登録システムの変更等は新人理学療法士の

臨床現場教育に大きな影響を与えている。 

今回、当院における課題と社会情勢を踏まえて、2024 年度に新人理学療法士の教育体制の見直しを行い

実施したため、その結果を報告する。 

【対象】2023 年度と 2024 年度に当院の同一フロアに配属された新人理学療法士、計 7 名。なお、当院は 3

フロアに新人理学療法士が分かれて配属されるため、環境による教育体制の差が生じないよう 1 フロアの

みを対象とした。 

【教育体制の変更点】2023 年度は 4 月～5 月中旬までに集中して研修を実施したのに対し、2024 年度は 4

月～7 月下旬にかけて実技研修を分散し、実際の臨床場面に速やかに活かせるような研修内容に変更した。

また、2024 年度は指導者レベルに達したスタッフが実技研修の指導を行った。 

【方法】2023 年度と 2024 年度の 4 月～6 月のリハビリテーション実施単位数、同期間でのインシデント発

生件数を比較した。また、研修の内容について新人理学療法士へアンケートを実施した。 

【結果】2023 年度 4 月の研修 25 時間、5 月 13 時間、6 月 0 時間、2024 年度の 4月の研修 11 時間、5 月 16

時間、6月 4 時間であった。研修時間が分散されたことで先輩理学療法士が実施するリハビリテーションの

同行の時間も 2024 年度で微増し、2023 年度に比べ 2024 年度は 10 日早く同行で介入を開始することができ

た。リハビリテーション実施単位数においては、2023 年度と 2024 年度では大きな差はなかったが、理学療

法士免許の登録済証明書が届く時期に差が生じていた。インシデント発生件数は 2023 年度は 5 件であり、

2024 年度は 0件であった。 

【考察】教育体制の見直しにより、先輩理学療法士に同行し患者と接する機会が増えたことで、安全にリハ

ビリテーションを行うためのリスク管理の修得が可能となり、インシデント発生件数の減少に繋がったと

考える。また、臨床に必要な知識や技術の習得が新人理学療法士の業務実施目標と合わせて計画できたこと

が昨年度同様のリハビリテーション提供量を維持できたと考える。 

【今後の課題】来年度は円滑な単位取得のために医師等免許登録確認システムの使用を促していく。また

それに伴い安全にリハビリテーションの提供を行えるように適した時期での研修計画をアンケートも参考

に再検討をしていく。 

一般演題（ポスター発表）6



一般演題（ポスター発表）164

⑦一般演題（ポスター発表） 
 

麻生総合病院⇔麻生リハビリ総合病院の病院連携 

 

◎神田 康平、長田 将卓、脇山 雄輔 

医療法人社団総生会 麻生総合病院・麻生リハビリ総合病院 理学療法士・リハビリテーション科 

 

【目的】 

総生会法人の強みは、川崎北部地域を主とする急性期・回復期・維持期の一貫したリハビリテーションを

提供できる事である。しかし隣接した病院にも関わらず、顔や名前も知らない、情報共有や治療方針につい

て意思統一が出来ておらず、病院間での連携が行われていなかった。そこで 3年前から法人内で他事業所と

連携を取っていく、「ONE 総生会プロジェクト」を設立した。今回リハビリテーション科としてはまず、症例

リレーを実施した。お互いのリハビリテーションで行っている環境を見学し理解すること。また症例に対し

てお互いに治療内容の検討など意見交換を実施した。 

【方法】 

症例患者は右人工股関節置換術患者 1 名を対象とした。スケジュールは術後 2 日目、13 日目、25 日目に

リハビリ見学をそれぞれ実施した。見学では患者との顔合わせ、身体状態確認、治療方針の検討について意

見交換を実施した。 

【結果】 

急性期は身体機能の向上、回復期は ADL 向上を目的としたリハビリテーションに取り組んでいることを

知る機会を得た。術後早期から患者と顔合わせを実施し、状態変化について情報共有することで転院後のリ

ハビリテーションをスムーズに実行することができ、患者の退院支援を円滑行えた。 

【考察】 

これまでは急性期病院から回復期病院へ患者が転院した場合、サマリーを通じてのみ情報共有を実施し

ていた。隣接している病院同士の利点として回復期のセラピストは急性期での術後早期の患者の身体状態

を直接把握することができる。急性期のセラピストは術後の初期評価の内容を直接セラピストへ情報共有

することができる。特に術後は炎症期で腫脹・熱感や疼痛の程度が患者ごとに変化する。これらの情報を事

前に共有することで、回復期でのリハビリテーションを円滑に実施することが可能となり、早期退院に繋が

る可能性がある。 

【まとめ】 

今回の症例リレーを踏まえ、今後は臨床推論や治療内容のディスカッションを行う事が良いのではない

かと感じた。臨床スキルの向上、急性期・回復期のイメージをセラピストが直接把握し、情報共有すること

もできる。これらの効果が更なる退院支援に繋がると考えた。将来的には今回実施した症例リレーをマニュ

アル化し、法人内での連携を通じて患者に対して一貫したリハビリテーションを提供していけるように検

討していきたい。 
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⑧一般演題（ポスター発表） 
 

 

令令和和 66 年年能能登登半半島島地地震震災災害害支支援援活活動動報報告告  

－－神神奈奈川川県県理理学学療療法法士士会会事事務務局局災災害害対対策策部部のの取取りり組組みみととそそのの意意義義－－  

 

◎下田 栄次、松田 梓、中橋 真弓、今川 祐子、須貝 勝、前田 拓、西谷 真亜沙、 

山田 祐介、金田 拓人、川越 潤一、山城 諒一郎、松本 肇 

公益社団法人神奈川県理学療法士会 理学療法士・事務局災害対策部 

 

【目的】 

2024 年 1 月 1 日に発生した令和 6 年能登半島地震に対する理学療法士に関する職能団体として行った災

害支援活動の詳細について報告する。 

 

【被害状況と避難所の現状】 

地震発生後、一次避難所には多くの避難者が集まり、最大で 51,605 人が避難生活を送る状況であった。

避難所での生活は長期化し、避難者の生活水準の格差や支援物資の供給の不均衡が課題となった。多様な団

体が避難所支援を展開し、保健医療支援や衛生管理、福祉支援が行われたが、特に高齢者や障がい者などの

要配慮者への支援が重要な課題となった。 

 

【（公社）神奈川県理学療法士会の支援活動】 

公益社団法人神奈川県理学療法士会（以下、本会）事務局災害対策部では、2024 年 1 月 5 日から 3 月 31

日の期間にのべ 11 名の部員が支援活動を実施した。人員要件として、JIMTEF 災害医療研修の修了者および

神奈川県災害派遣福祉チーム（以下、DWAT）登録研修を修了した部員を中心に、避難所や災害対策本部で、

避難所の巡回支援、医師や理学療法士の派遣調整、支援物資の手配・配布、被災者の健康支援などの支援活

動を行った。 

神奈川 DWAT では、2名の部員が 2024 年 3 月中旬頃より石川県輪島市にて避難所や公民館で支援活動を展

開した。避難所生活が長期化する中で、呼吸器系疾患や消化器系疾患、皮膚疾患などの健康問題が増加し、

医療機関の被災により内服薬の供給不足や定期的な治療の欠如が問題となった。また、地震のトラウマや避

難生活のストレスから、不安感やうつ症状が増加し、特に子供や高齢者の心理的健康にも懸念があった。そ

のような状況下で要配慮者のスクリーニングやアセスメントを行い、適切なリハビリテーションや生活支

援を行った。避難所の環境整備や要配慮者の心身の状態の把握、相談支援などを実施し、要配慮者の生活再

建に貢献した。 

 

【今後の展望】 

今後の展望として、情報共有と連携の強化、ロジ調整の強化、地域防災計画への積極的な参画、継続的な

教育と訓練の実施、地域との連携強化が重要であると考える。これにより、災害発生時における迅速かつ適

切な対応が可能となり、要配慮者に対する一貫したケアが実現されることが期待される。 
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⑨一般演題（ポスター発表） 
 

令令和和 66 年年能能登登半半島島地地震震ででのの DDMMAATT 活活動動報報告告  

 

◎武田 将英、土井 智喜、森山 雅明、渡辺 翔太、島田 雅人、長谷川 哲也、 

武生 新吾、山村 孝司、花田 拓也 

国家公務員共済組合連合会 横須賀共済病院 理学療法士・リハビリテーション科 

 

【はじめに】令和 6年能登半島地震において、災害派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance Team：

以下 DMAT）の業務調整員として、石川県珠洲市で災害派遣活動を行った。 

【DMAT の概要】DMAT は厚生労働省管轄の災害医療チームであり、「大規模事故災害、広域地震災害などの際

に、災害現場・被災地域内で迅速に救命治療を行えるための専門的な訓練を受けた、機動性を有する災害派

遣医療チーム」1)として、定義されている。その中で、理学療法士は業務調整員として関わる機会があり、

支援活動や研修の報告が散見される 2,3)。 

【派遣概要】今回、当院 DMAT は能登半島地震における DMAT5 次隊として、医師 1名、看護師 2名、業務調

整員 2名（薬剤師 1名、理学療法士 1名）の計 5名でチームを構成し、現地での任務に当たった。2024 年 1

月11日に派遣が決定した。同日に当院を出発し、12日には本部である珠洲市健康増進センターへ到着した。

その後、1月 13 日より 17 日までの計 5日間、本部活動としての任務を遂行し、19 日に帰院した。 

【活動内容】5 次隊として、神奈川・埼玉を中心とした DMAT32 チームで支援活動に当たった。それぞれを

複数のチームに分け、以下の支援活動を行った。①介護施設入所者の避難調整、②珠洲市総合病院支援、③

SzCU（珠洲ケアユニット）支援、④物資支援調整、⑥記録活動、⑦本部受付業務、⑧資料作成、など多岐に

わたる内容であった。当院は他院の DMAT と協力し、本部活動を中心に行った。上記支援活動の現状把握や

ニーズの抽出を行い、搬送調整が必要であれば各機関への連絡や調整作業を行った。 

【まとめ】石川県珠洲市において、DMAT として支援活動の経験を得た。本部活動では、各チームや機関から

の情報や報告を基に現状を分析し、課題解決に向けて動くことが重要であった。今後起こり得る首都圏での

大規模災害に立ち向かえるように、各病院や施設といった単位ではもちろん、市区町村・周辺地域がより一

体となって、連携していく体制が必要であると感じられた。また、災害といった過酷な環境においても、医

療従事者として思いやりの心を常に忘れてはならないと感じた。 

参考文献 

1)日本集団災害医学会(監),日本集団災害医学会 DMAT テキスト改訂版編集委員会(編):DMAT 標準テキスト 

改訂第 2版.pp30,へるす出版,2018 

2)浅野直也 他:災害医療派遣チーム(DMAT)による理学療法士の支援活動.理学療法ジャーナ

ル,2015,49:197-204. 

3)高平真澄 他:DMAT 活動報告-被災混乱期での避難者に対する活動経験から考える理学療法士 の役割-.東

北理学療法学,2021,33:68-74 
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⑩一般演題（ポスター発表） 
 

神神奈奈川川県県病病院院薬薬剤剤師師会会  専専門門・・認認定定支支援援委委員員会会のの取取りり組組みみ  

 

◎中島 研、原田 知彦、椎 崇、冨澤 淳、田村 英樹、山田 裕之 

公益社団法人神奈川県病院薬剤師会 薬剤師・専門・認定支援委員会 

 

【背景・目的】 

高度な薬物療法等について知識・技術を備えた薬剤師を養成し、国民の保健・医療・福祉に貢献すること

を目的に、日本病院薬剤師会専門薬剤師・認定薬剤師認定制度がつくられている。神奈川県病院薬剤師にお

いても専門認定支援委員会が常置委員会となり支援している。本発表は、本委員会活動の評価を行うことを

目的とする。 

【方法】 

専門認定支援委員会の組織や活動を報告し活動内容を評価する。 

【結果】 

がん分野は、がん医療を実践できる薬剤師を養成することを目的としている。セミナーでは専門・認定薬

剤師による支持療法の講義や、専門医による各がん種の病態・治療の基礎講義が行われる。模擬症例を用い

たワークショップでは模擬症例の解説が行われている。 

感染症分野は知識・技能を習得し、専門・認定薬剤師の取得を目指す薬剤師を支援することを目的にして

いる。活動内容は感染症のエキスパートによる最新の知見を交えた座学講義と SGD 形式の参加型研修会の

開催である。参加型研修会は感染症診療について、症例を通じて座学では学ぶことのできない実践的な考え

方や対応を習得が可能である。 

精神科領域では、精神科領域に興味があるすべての薬剤師を対象としている。統合失調症、うつ病、アル

コール依存症、不眠症、発達障害など、認定試験対象疾患だけでなく、最新の知見に即した内容や、診療報

酬改定など精神科領域の話題等、幅広い観点から精神科薬剤師業務に還元できるよう留意して研修会を開

催している。 

妊婦授乳婦領域では、患者とその子供の生命にかかわる特殊な内容であることを学び、意義ややりがいを

理解できるようにしている。講習は専門薬剤師、認定薬剤師、日病薬の専門委員がサポートしている。専門・

認定取得（更新）を目指す薬剤師だけでなく、これからこの分野勉強をはじめる薬剤師も対象としている。 

その他、専門領域とは別に臨床推論研修会を開催している。医師が診断する思考について学ぶもので、臨

床場面で必要となる知識を得られる機会となっている。 

【考察】 

主に認定・専門薬剤師資格取得のための単位取得を目的とした講習会や、ワークショップを定期的に開催

できている。今後は症例報告の記載方法など、取得そのものを支援する試みを行っていきたいと考えている。 

【結論】 

講習会の開催など、支援のための委員会活動を行えている。今後もさらに薬剤師支援につながるよう取り

組んでいきたい。 
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⑪一般演題（ポスター発表） 
 

横横須須賀賀地地域域のの災災害害薬薬事事ににおおけけるる病病院院薬薬剤剤師師のの役役割割    

～～能能登登半半島島のの DDMMAATT のの経経験験よよりり～～  

 

◎島田 雅人 国家公務員共済組合連合会 横須賀共済病院 薬剤師・薬剤科、  

土井 智喜（横須賀共済病院救急科）、小林 路子（横須賀共済病院薬剤科）、 

山崎 勇輝（神奈川歯科大学附属病院薬剤部、横須賀市薬剤師会） 

 

 

【はじめに】 

横須賀共済病院（以下、当院）は災害拠点病院であり、発災時に DMAT などの医療救護班を現場へ派遣す

る機能を有している。2024 年元日に発生した能登半島地震の際もいち早く派遣が決まり、薬剤師も 1 名同

行した。 

当院が位置する三浦半島は、能登半島と同様に半島という特徴があり、現地での 7日間に渡る経験は、横

須賀地域における備えの参考になった。横須賀地域の災害薬事においては、各病院、薬剤師会、医師会、横

須賀市、卸業者、大手チェーン保険薬局等が、それぞれの立場で備えてはいるものの、病院薬剤師という立

場では全体を把握しておらず、発災時に速やかに連携を取るには、普段から互いの理解と情報共有方法の構

築が必要と考えた。 

 

【目的】 

発災時に急性期から亜急性期、慢性期に至るまで、効率よく質の高い医療を提供するために、各施設や団

体および企業の備えの現状や今後について把握し、連携する方法を検討する。 

 

【方法】 

災害薬事における現状について聞き取り調査を行う。また、個々の取り組みを地域全体で集約しトータル

コーディネートする仕組みについて検討する。 

対象：横須賀市薬剤師会 災害薬事コーディネーター、地域の医療機関および卸業者、保険調剤薬局 

内容：①災害に備えた具体的な体制や内容、②それぞれが考える地域における情報の発信および集約方法③

想定している医薬品の提供方法、在庫管理方法 

 

【考察】 

半島という地形は医療連携が取りやすく、横須賀地域は平時の医療について強い連携力を持っている。し

かし災害薬事に関する連携にはなかなか着目されにくい現状であった。今後、現状共有から始め、地域一丸

となった対策を敷き、万が一の災害時に省力で質の高い医療を提供出来る地域を目指したい。 
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⑫一般演題（ポスター発表） 

 

長期入院のがん患者が地域でケアを継続して受けることの重要性 

～緩和ケア認定看護師が退院後訪問を行って～ 

 

◎後藤 直美、今 方美 

医療法人社団協友会 金沢文庫病院 看護師・看護部 

   

【はじめに】専門的緩和ケアを担う看護師は、基本的緩和ケアでは対応が難しい患者、家族への対応等、

苦痛や死に向かって生きる患者家族を最期まで支えていくことが求められる。今回、乳がんで自壊創のあ

る A 氏は 2 年に渡り抗がん剤治療のケア、疼痛コントロール、自壊創の処置を緩和ケア認定看護師(以下

CN)が中心に関わっていた。積極的な治療ができなくなり、施設へ退院する A 氏へ CN が退院後訪問を行

い、施設スタッフと共同してケアをつないでいった関わりを振り返りここに報告する 

【方法】事例検討 

【事例】A 氏 70 歳代 夫と二人暮らし。女性。二世帯住宅に娘が住んでいる。左乳房境界型乳がん。疼

痛、著しい皮膚浸潤による自壊創があった。入退院を繰り返しながら、抗がん剤治療と症状コントロー

ル、自壊創処置を行い創部は縮小された。今回は COVID－19 の罹患や肺炎など、窮地を乗り越えながら治

療を続け 2 年にも及ぶ長期入院となった。数回にわたりレジメンの変更し治療を続けたが奏功せず、ADL

も著しく低下した為、治療中止となった。A 氏とご家族と相談し有料老人ホームへ入所となった。 

【実践】3 回の訪問での施設看護師の一番の不安点は自壊創処置であり、退院時より自壊部が増大してお

り、事前の情報提どおり処置ができているかであった。できていることを承認し、より具体的に今後起こ

りうることの対処法を説明した。A 氏は病院で関りが深かった CN と再会ができたことで表情も明るくなっ

た。また、A 氏の生活のこだわりを説明し施設で取り入れて頂くことで、環境の変化に少しずつ慣れてい

った。A 氏のご家族へは訪問前に電話で心配事や意向を聴き、訪問後に A 氏の状況を伝えることで、家族

も療養の場の変化に伴う不安の軽減を行った。 

【考察】入院時より自壊創は A 氏にとってとてもつらい状況であった。抗がん剤治療と CN による専門的な

処置や心理的ケアにより縮小され、A 氏の不安に寄り添った関りにより、安心して入治療を受けることが

できていたと考える。スタッフとの良好な関係もある中、施設に退院が決まった A 氏は不安が強い状態で

あった。退院後も自壊創の専門的ケアは必要であり、CN が施設へ訪問し処置の注意点や施設看護師の疑問

に答えることは、A 氏・施設看護師両者の不安の軽減に繋がったと考える。また、A 氏にとっての CN の訪

問は再会の喜びとなり、状況を知れた家族への安心にもつながっている。「CN はコンピテンシーを向上さ

せていくことが求められている」¹⁾と言われているように CN が患者・家族・施設へ不安の無いよう病院か

ら地域へケアを繋ぐ役割を担うことは重要 な意義があると考える。 

 

引用文献 ¹⁾新幡 智子著 「専門的緩和ケアを担う看護師に求められるコアコンピテンシー尺度の開発

－信頼性と妥当性の検証－」 
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長期入院のがん患者が地域でケアを継続して受けることの重要性 

～緩和ケア認定看護師が退院後訪問を行って～ 

 

◎後藤 直美、今 方美 

医療法人社団協友会 金沢文庫病院 看護師・看護部 

   

【はじめに】専門的緩和ケアを担う看護師は、基本的緩和ケアでは対応が難しい患者、家族への対応等、

苦痛や死に向かって生きる患者家族を最期まで支えていくことが求められる。今回、乳がんで自壊創のあ

る A 氏は 2 年に渡り抗がん剤治療のケア、疼痛コントロール、自壊創の処置を緩和ケア認定看護師(以下

CN)が中心に関わっていた。積極的な治療ができなくなり、施設へ退院する A 氏へ CN が退院後訪問を行

い、施設スタッフと共同してケアをつないでいった関わりを振り返りここに報告する 

【方法】事例検討 

【事例】A 氏 70 歳代 夫と二人暮らし。女性。二世帯住宅に娘が住んでいる。左乳房境界型乳がん。疼

痛、著しい皮膚浸潤による自壊創があった。入退院を繰り返しながら、抗がん剤治療と症状コントロー

ル、自壊創処置を行い創部は縮小された。今回は COVID－19 の罹患や肺炎など、窮地を乗り越えながら治

療を続け 2 年にも及ぶ長期入院となった。数回にわたりレジメンの変更し治療を続けたが奏功せず、ADL

も著しく低下した為、治療中止となった。A 氏とご家族と相談し有料老人ホームへ入所となった。 

【実践】3 回の訪問での施設看護師の一番の不安点は自壊創処置であり、退院時より自壊部が増大してお

り、事前の情報提どおり処置ができているかであった。できていることを承認し、より具体的に今後起こ

りうることの対処法を説明した。A 氏は病院で関りが深かった CN と再会ができたことで表情も明るくなっ

た。また、A 氏の生活のこだわりを説明し施設で取り入れて頂くことで、環境の変化に少しずつ慣れてい

った。A 氏のご家族へは訪問前に電話で心配事や意向を聴き、訪問後に A 氏の状況を伝えることで、家族

も療養の場の変化に伴う不安の軽減を行った。 

【考察】入院時より自壊創は A 氏にとってとてもつらい状況であった。抗がん剤治療と CN による専門的な

処置や心理的ケアにより縮小され、A 氏の不安に寄り添った関りにより、安心して入治療を受けることが

できていたと考える。スタッフとの良好な関係もある中、施設に退院が決まった A 氏は不安が強い状態で

あった。退院後も自壊創の専門的ケアは必要であり、CN が施設へ訪問し処置の注意点や施設看護師の疑問

に答えることは、A 氏・施設看護師両者の不安の軽減に繋がったと考える。また、A 氏にとっての CN の訪

問は再会の喜びとなり、状況を知れた家族への安心にもつながっている。「CN はコンピテンシーを向上さ

せていくことが求められている」¹⁾と言われているように CN が患者・家族・施設へ不安の無いよう病院か

ら地域へケアを繋ぐ役割を担うことは重要 な意義があると考える。 

 

引用文献 ¹⁾新幡 智子著 「専門的緩和ケアを担う看護師に求められるコアコンピテンシー尺度の開発

－信頼性と妥当性の検証－」 
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⑬一般演題（ポスター発表） 

災害時の取り組みと課題 

 

◎古川 幸代、長谷川 よし子、篠原 裕希（理事長）、鈴木 勇三（病院長） 

医療法人篠原湘南クリニック クローバーホスピタル 看護師・看護部 

 

【はじめに】A病院は地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟、医療療養病棟、特殊疾患病

棟、外来、在宅診療部門を有する 170 床の在宅療養支援病院である。 

度重なる自然災害を受け、災害対策基本法は検討・修正を重ね、防災基本計画が作成された。これによ

り災害拠点病院が選定され、平成 29 年には業務継続計画（以下 BCP）の整備を行っていることが要件とな

った。また、令和 3年には医療施設の職員及び入院患者に対し、災害対策に関する啓発を行うことや、避

難訓練を行うことを助言・支援することも示されている。更にすべての介護サービス事業所にも BCP の策

定や研修、訓練の実施等が令和 6年度内に義務化されることも決定された。A病院は一般病院であるが、

藤沢市及び藤沢市医師会の災害時医療体制における地域救護病院に指定されている。これらの背景を受

け、かねてより計画していた BCP・災害時初動対応マニュアルを令和 6年 1 月に策定し、各部門、部署で

も具体的な内容を策定するに至った。 

時を同じくして、能登半島地震が発生した。A病院は藤沢市医師会より JMAT として派遣される機会をい

ただき、筆者は看護師として活動してきた。マスコミでは連日被災地の状況が報道されていたが、実際に

現地で生の体験をすることで、策定した BCP が実現可能であるか、研修や訓練を効果的なものにし啓発し

ていくために検討、考察したためここに報告する。 

【目的】BCP をより具体的なものとし、職員の研修や訓練に活かす。 

【方法】文献検索、能登半島地震の活動報告より、より具体的で A病院に適した BCP(特に看護部門におけ

る BCP)を検討する。 

【結果】A病院の BCP は災害対策本部の設置基準は明確に定め、体制、役割も詳細に示している。今回

は、看護部門の中でも特に病棟の入院患者の医療、ケア継続について検討した。実際に発災した際には重

要度が高く、優先度も高い業務を選択し実施していく必要はあるがその詳細が示されていない。職員が看

護実践する際に指標となる必須業務、優先業務の明確化が必要である。 

【考察】今回は発災した際に入院患者の医療、ケアの継続について検討した。しかし、実際は、被災状況

や復旧状況によって、刻々と状況も変化し、必要な医療も変化する。あくまでも備えとして、最低限部門

として何を備えるべきか、検討していく必要がある。病院が被災すればそこに勤務する職員も被災者とな

る。職員のストレスも考慮しなければならない。管理者のリーダーシップとマネジメントが非常に重要で

あり、組織的に研修を重ね、訓練を行う必要がある。 

【結論】 

 1．各部門、部署の BCP はより具体的に示す必要がある。 

 2．研修、訓練の計画的な実施が必要である。 

 3. 実践に活かせるよう BCP の見直しや修正が必要である。 

本演題発表に関連して開示すべき利益相反関係にある企業はない。 

引用・参考文献  

1）災害対策基本法 2）厚生労働省防災業務計画 3）神奈川県看護協会 令和 6年能登半島地震関連情報 

4）満武里奈 山口優香 災害にどう備える 能登半島地震の教訓から学ぶ 日経ヘルスケア 2024 ６ No.416 

5）石井 美恵子 災害時の医療と看護 管理者編 ナーシングスキルライト 
6）石井 美恵子 災害時の医療と看護 スタッフ編 ナーシングスキルライト 

一般演題（ポスター発表）13



一般演題（ポスター発表） 171

⑭一般演題（ポスター発表） 
 

新型コロナウイルス感染症に罹患した小児患者の受け入れ体制の構築 

 

◎西川 美樹、椎名 一美、釜浦 佳奈子、秋山 友季子 

公益社団法人地域医療振興協会 横須賀市立うわまち病院 看護師・看護部  

 

※ 本演題は、神奈川県看護協会横須賀支部第 40 回看護・介護実践報告会で発表済、一部内容を追加した。 

 

【目的】 

 小児拠点病院として、A病院では、2020 年 4 月 20 日から B病棟を COVID-19 対応病棟として重症者を含む

新生児から老年期までのすべての患者を受入れた。担当スタッフは院内の各病棟から招集しチームを編成

した。開棟時小児科経験者は 1名のみであり、小児科の入院が増えた時期には小児医療センターと協力しリ

リーフ体制を組んだ。小児看護に携わった経験がないスタッフが限られた期間で統一された看護を提供で

きるように受け入れ体制を整えた経験を振り返り報告する。 

【方法】 

 ①カルテ後方視 （期間：2022 年 3 月 13 日～2023 年 3 月） ②無記名アンケート 

【結果】 

  B 病棟では感染症患者の受け入れが出来るように、院内の物品を活用し環境を整えた。COVID-19 の流行

状況に合わせて、 病態や治療方法、感染対策についての勉強会も適宜開催された。小児用の必要物品も整

理したことで、スタッフの小児経験に関わらず受入れ時の対応が円滑に行えるようになった。点滴固定方法

の手順書を処置カートに設置したことにより、医師をコールしてから来棟前に準備をして点滴の固定介助

方法をイメージすることが出来た。BLS や骨髄針使用方法の勉強会も開催し、スタッフからイメージがつい

て不安が軽減でき、小児を「看ることができる」という思いにかわったという意見も聞かれた。 期間内に

487 名が入院し、そのうち、小児患者は重症者 4名を含む 118 名を受け入れた。小児看護未経験者でもサポ

ート体制をとることで、経験を積むことができ、小児患者の対応ができた。 

【考察】 

 小児入院時の対応方法についてタックマンモデルで考察した。運営開始期から早期はお互いの人となり

や能力・考え方・価値観などを把握できておらず、この時期を形成期と考えた。治療過程も少しずつ明確化

され、その過程において小児患者入院時の対応について統一できないかとの意見が聞かれた時期を混乱期

と考えた。カートの作成や勉強会開催を通して、病棟スタッフが共通の目標や役割を持ってかかわることが

できるようになった時期を統一期と考えた。カートを使用しつつ定数の妥当性や補充方法などを導入した

結果、具体的な改善案を検討することができた時期は機能期と考えた。振り返りを行った結果、タックマン

モデルの過程に沿っていたと考える。勉強会は、経験学習支援の認知的徒弟制の６つのポイントに沿い実施

した。熟達度が異なる集団での学びには効果があった。 

一般演題（ポスター発表）14
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⑮一般演題（ポスター発表） 
 

当病棟の 2021 年度～2023 年度のインシデントレポート件数の推移と今後の課題 

 

◎濱﨑 凪沙、髙木 彩花 

医療法人社団協友会 横浜鶴見リハビリテーション病院 

看護師・回復期リハビリテーション病棟 

 

【目的】 

 回復期リハビリテーション病棟は、寝たきりの要因となりやすい脳卒中や下肢骨折などの急性発症後に

集中的にリハビリテーションを行い、ADL を向上させて在宅復帰を目指す病棟である。当病棟は 38 床であ

り、入院患者を疾患別にみると脳血管疾患７割、整形疾患 2割、廃用 1割の患者が入院している。決められ

た入院期間の中で退院後の生活に合わせ歩行ベースに上げる事や内服の管理を看護師管理から自己管理へ

と段階を踏んで ADL を拡大する為、重大事故に繋がる危険性が非常に高くなる。当病棟では 2021 年度～2023

年度にかけてインシデントレポートの提出件数が増加し、2023 年度は影響度 0 レベルのインシデントレポ

ートの提出件数が多かったため、院内で表彰された。そのことをきっかけになぜ提出件数が増えたのか疑問

に思い、背景を調査することにした。 

 

【方法】 

2021～2023 年度に提出されたインシデントレポートの影響度レベル別、種類別の件数を集計した。 

 

【結果】 

 年間の総提出件数は 2021 年度が 198 件、2022 年度が 141 件、2023 年度が 214 件であった。影響度レベル

0～1 の件数は 2021 年度が 177 件、2022 年度が 124 件、2023 年度が 200 件、であった。種類別では転倒転

落、薬剤関連が 2021 年度にかけて増加した。 

影響度3a以上が増えたと同時に影響度レベル0～１のインシデントも多く提出されていることが分かった。 

 

【考察】 

インシデントレポートの提出件数が増加した背景には、2022 年度 3 月よりインシデントレポートが紙面

記入方式から電子化され、作成や修正が容易となり、短い時間の中で提出できるようになったことが影響し

ているのではないかと考える。インシデントレポートが電子化となり作成、修正が容易となり短い時間の中

で作成し提出できる。影響度レベル 0～1 の提出件数が増えているが、3a 以上の影響度が高いアクシデント

件数も増えたという事実が示された。今後の課題として病棟内での医療安全・インシデントレポートの書き

方、KYT をテーマにした研修を年 2回行い、インシデントに対するリスク感性を高め、3a 以上の重大事故に

繋がらないように、病棟全体で意識を高めていく必要がある。 

 

参考文献：インシデントレポートの電子化による効果の検討 順天堂医学 2011.57 P31～37 

回復期リハビリテーション病棟協会 回復リハビリテーション病棟とは  
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⑯一般演題（ポスター発表） 

 

メンタルヘルスプロジェクト 2年目の取り組みを振り返る 

～固定チームナーシングでリシャッフルを取り入れて～ 

 

◎今 方美、秋田谷 敬子、谷口 美沙、横山 綾子 

医療法人社団協友会 金沢文庫病院 看護師・看護部 

 

   

【目的】 

「神奈川県の看護職員は充足率が全国で一番低い」¹⁾と言われている。A 病棟においてもコロナ前後で

約 10 名の看護師が減少した。当院の DX の導入は発展途上であり業務効率も不十分である。A 病棟は固定

チームナーシング方式をとり、ほぼ 1 人でその日の部屋の業務を行い、昨年の研究では患者のケアの高

さ、人材不足から残業時間が増加し、ストレスを抱えていることが明らかになった。今年度は業務のリシ

ャッフルを行うことで、アンケート調査とバーンアウト評価尺度（以下 BAT-J）を使用しストレスの緩和

への効果を検証する。 

【方法】 

A 病棟看護師 22 名に対して残業理由のアンケートの実施と BAT-J の調査をリシャッフル開始前後実施し

た。分析方法としては BAT-J・選択式アンケート・残業時間による量的に分析した。リシャッフル内容

は、14 時に看護師はリシャッフルボードに残務を書き、日勤責任者がチーム内外で支援を組み立てる方法

でカンファレンスを実施した。 

【結果】 

残業の理由として多かった項目は「看護記録」「経管栄養・口腔ケア」「リーダー業務」であった。リシ

ャッフルを行い業務の負担軽減になったかの調査において「はい」と答えた割合は、1～3 年目は 75％、4

～10 年目は 100％、11 年目以上は 37％であった。また、BAT-J においては、0～3 年目は 3 項目の計 3 点、

4～10 年目は 3 項目計 3 点、11 年目以上は 2 項目 2 点減少が見られた。残業時間は 4 月から 10 月で約 8 時

間減少した。 

【考察】 

渡辺は「残業時間の増加は看護師のメンタルヘルスに悪影響を与えるが、同時に一定の時間当たりの仕

事量の密度も同時に悪影響を与える可能性がある」²⁾と述べている。今回リシャッフルにより、フォロー

する側の 11 年以上の看護師の一定量以上の仕事が増えたことに対し負担は増加したが、BAD-J の数値は軽

減した。10 年目までの看護師はすべての項目で負担軽減と BAT‐J 数値が減少している。固定チームナー

シングにおけるリシャッフルは、応援支援体制の強化と心理的安全性が高まることで、業務量の多い中で

も効率が向上し、残業時間の減少などからストレス緩和の効果が得られると示唆された。今後も職員の定

着化を図るため、DX の導入による業務の効率化や、今ある環境で行える業務改善に取り組み働きやすい職

場環境を整えていく必要がある。 

引用文献 

1)厚生労働省 「看護師等（看護職員）の確保をめぐる状況」  

2)渡辺真弓他 「病院に勤務する看護師の残業時間及びメンタルヘルスに影響する要因」 
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◎今 方美、秋田谷 敬子、谷口 美沙、横山 綾子 

医療法人社団協友会 金沢文庫病院 看護師・看護部 

 

   

【目的】 

「神奈川県の看護職員は充足率が全国で一番低い」¹⁾と言われている。A 病棟においてもコロナ前後で

約 10 名の看護師が減少した。当院の DX の導入は発展途上であり業務効率も不十分である。A 病棟は固定

チームナーシング方式をとり、ほぼ 1 人でその日の部屋の業務を行い、昨年の研究では患者のケアの高

さ、人材不足から残業時間が増加し、ストレスを抱えていることが明らかになった。今年度は業務のリシ

ャッフルを行うことで、アンケート調査とバーンアウト評価尺度（以下 BAT-J）を使用しストレスの緩和

への効果を検証する。 

【方法】 

A 病棟看護師 22 名に対して残業理由のアンケートの実施と BAT-J の調査をリシャッフル開始前後実施し

た。分析方法としては BAT-J・選択式アンケート・残業時間による量的に分析した。リシャッフル内容

は、14 時に看護師はリシャッフルボードに残務を書き、日勤責任者がチーム内外で支援を組み立てる方法

でカンファレンスを実施した。 

【結果】 

残業の理由として多かった項目は「看護記録」「経管栄養・口腔ケア」「リーダー業務」であった。リシ

ャッフルを行い業務の負担軽減になったかの調査において「はい」と答えた割合は、1～3 年目は 75％、4

～10 年目は 100％、11 年目以上は 37％であった。また、BAT-J においては、0～3 年目は 3 項目の計 3 点、

4～10 年目は 3 項目計 3 点、11 年目以上は 2 項目 2 点減少が見られた。残業時間は 4 月から 10 月で約 8 時

間減少した。 

【考察】 

渡辺は「残業時間の増加は看護師のメンタルヘルスに悪影響を与えるが、同時に一定の時間当たりの仕

事量の密度も同時に悪影響を与える可能性がある」²⁾と述べている。今回リシャッフルにより、フォロー

する側の 11 年以上の看護師の一定量以上の仕事が増えたことに対し負担は増加したが、BAD-J の数値は軽

減した。10 年目までの看護師はすべての項目で負担軽減と BAT‐J 数値が減少している。固定チームナー

シングにおけるリシャッフルは、応援支援体制の強化と心理的安全性が高まることで、業務量の多い中で

も効率が向上し、残業時間の減少などからストレス緩和の効果が得られると示唆された。今後も職員の定

着化を図るため、DX の導入による業務の効率化や、今ある環境で行える業務改善に取り組み働きやすい職

場環境を整えていく必要がある。 

引用文献 

1)厚生労働省 「看護師等（看護職員）の確保をめぐる状況」  

2)渡辺真弓他 「病院に勤務する看護師の残業時間及びメンタルヘルスに影響する要因」 
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第 43 回神奈川県病院学会はテーマを「『いのち』を守る病院の未来」として、
「災害医療と医療DX」にフォーカスして開催いたしました。 
災害医療については、特別講演で神奈川県立病院機構の阿南先生に能登半島地震等で

のご対応を踏まえたご講演をいただき、日常のデジタル化が災害時にいかに重要である
かについて勉強させていただきました。 
医療DXに関しては、シンポジウムで、病院あげてDXに取り組まれているHITO病院

の石川先生、AIホスピタルの大阪大学大学院の川崎先生にそれぞれの取組みについて、
ご講演をいただきました。 
その後、意見交換を行い、具体的に医療DXを推進していくための実りある討論が繰り

広げられました。 
そして、様々な職種の方から一般演題の発表がありました。 口演発表 14 演題、ポス

ター発表 16演題、合計30演題について、日頃の取組みと研究成果が発表されました。 
最後に、学会長表彰では学術委員による審査で選ばれた6演題の「優秀演題」の演者の

皆様が表彰されました。 
ご多忙の中、第 43 回神奈川県病院学会に携わってくださった皆様方に心から御礼

申し上げます。 
 

 
 

 
公益社団法人神奈川県病院協会 副会長 

（学術委員会 委員長） 
長 堀 薫 
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第43 回 神 奈 川 県 病 院 学 会
協 力 団 体 

 
（公社）横浜市病院協会 神奈川県医療専門職連合会 

（公社）川崎市病院協会 （一社）神奈川県医療ソーシャルワーカー協会 

（公社）相模原市病院協会 （公社）神奈川県栄養士会医療事業部会

三浦半島病院会 （公社）神奈川県看護協会 

鎌倉市医師会病院会 神奈川県公衆衛生協会 

湘南病院協会 （一社）神奈川県作業療法士会 

湘南西部病院協会 （一社）神奈川県精神保健福祉士協会 

厚木病院協会 （公社）神奈川県病院薬剤師会 

大和•高座病院協会 （公社）神奈川県放射線技師会 

小田原医師会病院会 （公社）神奈川県理学療法士会 

足柄上病院会 （一社）神奈川県臨床検査技師会 

（公社）神奈川県臨床工学技士会 

（公社）全国病院理学療法協会神奈川県支部 

 
（公社）：公益社団法人 
（一社）：一般社団法人 

記載なし：任意団体 
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